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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4. 11- 79  鉄筋コンクリートのせん断が最も厳しい時刻の断面カ
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（検討ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）
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図 4.11-80 鉄筋コンクリートのせん断が最も厳しい時刻の断面カ

東側）（③一③断面南基礎

V十〕〔H-,

（検討ケース⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋1い

非液状化の条件を仮定した解析ケース）

(S s-Dl t =68. 85 s) 
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ハ． 概略配筋図

評価結果で決定された配筋を図 4.11-81～図 4.11-83に示す。
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図 4.11-81 巻立て鉄筋コンクリ ー トの概略配筋図（南北基礎：東側）
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図 4.11-82 巻立て鉄筋コンクリートの概略配筋図（南基礎：西側）
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図 4.11-83 巻立て鉄筋コンクリートの概略配筋図（北基礎：西側）
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(b) 

イ．

巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭

曲げ軸力に対する評価結果

表 4.11-100～表 4.11-115に， 2次元有効応力解析の実施ケース及び巻立て鉄筋コ

ンクリート内の鋼管杭の曲げ軸力に対する照査値を示す。

鋼管杭の曲げ軸力に対する照査値が最大となるケースを表 4.11-116及び表

4. 11-117にまとめる。なお，それぞれの照査値が最大となる時刻の断面力は巻立て鉄

筋コンクリートと同じである。それぞれの照査値が最大となる時刻の断面力を図

4. 11-56～図 4.11-71に示す。また，評価位置図を図 4.11-84に示す。
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表 4.11-100 ①一①断面の巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭の曲げ軸力（圧縮）

に対する検討ケースと照査値（南基礎）

検討ケース 曲げ軸力照査（圧縮応力）

地震動 ① ② 

H+, V+  0. 03 

H+, V- 0.03 
s s -D  1 

H-, V+  0.03 

H-, V- 0.02 

S s - 1 1 0.02 

S s - 1 2 0.03 

S s - 1 3 0.03 

S s-1 4 0.02 

S s - 2 1 0.02 

S s-2 2 0.02 

H+, V+  0.03 0.03 
S s - 3 1 

H-, V+  0. 03 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

③ ④ 

0.03 0.03 

⑤ ⑥ 

0. 03 0.03 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-101 ①ー①断面の巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭の曲げ軸力（引張）

に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地：：～～～～いロロ～ス
曲げ軸力照査（引張応力）

① ② 

H+, V+  0.03 

H+, V- 0.03 
s s -D  1 

H-, V+  0.03 

H-, v- 0.03 

s s -1 1 0.02 

S s-1 2 0.02 

S s - 1 3 0. 02 

S s-1 4 0.01 

S s - 2 1 0.02 

S s-2 2 0.02 

H+, V+  0.03 0.03 
S s - 3 1 

H-,v+ 0.02 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

③ ④ 

0.03 0. 03 

⑤ ⑥ 

0.03 0.03 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-102 ①ー①断面の巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭の曲げ軸力（圧縮）

に対する検討ケースと照査値（北基礎）

検討ケース 曲げ軸力照査（圧縮応力）

地震動 ① ② 

H+, V+  0.02 

H+, V- 0. 02 
S s-D 1 

H-, V+  0.02 

H-, V- 0.02 

S s -1 1 0.01 

S s-1 2 0.02 

s s -1 3 0. 01 

S s-1 4 0. 01 

S s -2 1 0.02 

S s-2 2 0.02 

H+, V+  0.02 0.02 
S s -3 1 

H-, V+  0. 01 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

③ ④ 

0.02 0.02 

⑤ ⑥ 

0. 02 0.02 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-103 ①一①断面の巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭の曲げ軸力（引張）

に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地；；～～」りロロ
曲げ軸力照査（引張応力）

① ② 

H+, V+  0.03 

H+, V- 0.03 
S s-D 1 

H-, V+  0.01 

H-, V- 0.02 

-11 0.02 

-12 0.03 

-13 0.02 

-14 0.02 

-21 0.01 

-22 0.01 

H+, V+  0.01 0.01 
S s -3 1 

H-, V+  0.02 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1er) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o）した解析ケース

③ ④ 

0.01 0.02 

⑤ ⑥ 

0.01 0.01 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1er) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-104 ③一③断面の巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭の曲げ軸力（圧縮）

に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地＼震動ス

曲げ軸力照査（圧縮応力）

① ② 

H+, V+  0. 08 

H+, V- 0. 08 
S s-D 1 

H-, V+  0. 09 0.09 

H-, V- 0.09 

S s -1 1 0.05 

S s -1 2 0.06 

S s -1 3 0.06 

S s -1 4 0.05 

S s -2 1 0.06 

S s-2 2 0.06 

H+, V+  0. 10 
S s -3 1 

H-, V+  0.09 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ lu) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (5)した解析ケース

③ ④ 

0.09 0.09 

⑤ ⑥ 

0. 09 0.09 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (5)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-105 ③一③断面の巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭の曲げ軸力（引張）

に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地＼震動ス

曲げ軸力照査（引張応力）

① ② 

H+, V+  0. 10 

H+, V- 0. 10 
s s -D  1 

H-, V+  0. 12 0. 11 

H-, V- 0. 10 

S s -1 1 0. 04 

S s-1 2 0.05 

S s -1 3 0. 06 

S s-1 4 0.05 

S s -2 1 0.08 

S s-2 2 0. 05 

H+, V+  0. 11 
S s -3 1 

H-, V+  0.08 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (J)した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

③ ④ 

0. 12 0. 13 

⑤ ⑥ 

0. 11 0. 10 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-106 ②一②断面の巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭の曲げ軸力（圧縮）

に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地;;¥~99□ 曲げ軸力照査（圧縮応力）

① ② 

H+, V+  0. 10 

H+, V- 0. 10 
S s-D  1 

H-, V+  0. 11 

H-, V- 0. 11 

S s - 1 1 0.05 

S s - 1 2 0.07 

S s - 1 3 0.07 

S s-1 4 0.07 

S s - 2 1 0.06 

S s-2 2 0.07 

H+, V+  0. 10 0. 10 
S s - 3 1 

H-, V+  0.09 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (j)した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o) した解析ケース

③ ④ 

0. 10 0. 10 

⑤ ⑥ 

0. 10 0. 10 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(j)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-107 ②ー②断面の巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭の曲げ軸力（引張）

に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地＼震動ス

曲げ軸力照査（引張応力）

① ② 

H+, V+  0. 17 

H+, V- 0. 16 
S s-D  1 

H-, V+  0. 17 

H-, v_ 0. 16 

S s - 1 1 0. 07 

S s-1 2 0.09 

S s - 1 3 0. 09 

S s-1 4 0. 10 

S s - 2 1 0. 09 

S s-2 2 0. 09 

H+, V+  0. 18 0. 19 
S s - 3 1 

H-, V+  0. 13 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

③ ④ 

0. 19 0. 18 

⑤ ⑥ 

0. 17 0. 18 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-108 鋼管杭の曲げ軸力照査結果（①一①断面南基礎，圧縮）
断面性状

検討
地震動 有効径 有効板厚

杭
ケース 評価位置

D'(mm) t'(mm) 
記号

端部 1498 49 S 6 s s -D  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 S 2 

s s -D  1 
端部 1498 49 S 6 

(H+, V-) 
中間部 1498 49 S 2 

端部 1498 
S,-D 1 

49 S 6 

(H-, V+) 
中間部 1498 49 S 2 

端部 1498 49 S 6 s s -D  1 
(H-, V-) 

中間部 1498 49 S 2 

端部 1498 49 S 6 

s s -1 1 
中間部 1498 49 S 2 

端部 1498 49 S 6 

s s -1 2 
中間部 1498 49 S 5 

ケース①

端部 1498 49 S 6 

s s -1 3 
中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 49 S 6 

s s -1 4 
中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 49 S 6 

s s -2  1 
中間部 1498 49 S 2 

端部 1498 49 S 6 

s s -2  2 
中間部 1498 49 S 2 

端部 1498 
s s -3  1 

49 S 6 

(H+, V+) 
中間部 1498 49 S 5 

S,-3 1 
端部 1498 49 S 6 

(H-, V+) 
中間部 1498 49 S 2 

端部 1498 49 S 6 

ケース②
S s - 3 1 

(H+, V+) 
中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 49 S 6 

ケース③
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 49 S6 

ケース④
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 49 S 6 

ケース⑤
S s -3  1 

(H+, V+) 
中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 49 S 6 

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 S 5 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (J)した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o）した解析ケース

発生断面カ 圧縮 短期許容

曲げ
軸力

応力度 応力度

モーメント
(kN) 

6 s ff sa 

(kN • m) (N/mmり (N/mmり

1444 -4607 ， 442.5 
-588 -2258 7 442.5 

1418 -4584 ， 442. 5 
-583 -2189 7 442. 5 

1333 -4600 ， 442. 5 
501 -2173 6 442. 5 

1418 -4484 6 442 5 

-437 -2266 

゜
442. 5 

1023 -3604 7 442. 5 

-273 -2072 5 442 5 

1275 -4744 ， 442 5 
-657 -2231 7 442.5 

1267 -4505 ， 442.5 
-440 -2210 6 442 5 

1129 -3763 7 442. 5 

-307 -2067 5 442. 5 

1269 -3631 7 442 5 

461 -2001 6 442.5 

1150 -3260 7 442. 5 

-405 -2083 6 442 5 

1219 -4691 ， 442. 5 
-363 -2313 6 442. 5 

1391 -5221 10 442.5 

-689 -2366 8 442.5 

1094 -4956 ， 442.5 
-355 -2329 6 442.5 

1219 -4691 ， 442. 5 
-297 -2313 6 442 5 

-1285 -5062 12 442 5 

355 -2382 6 442 5 

1238 -4744 ， 442. 5 
-318 -2324 6 442. 5 

1118 -4982 ， 442 5 
-350 -2390 6 442 5 

照査値

a J a sa 

0.03 

0.02 

0.03 

0 02 

0.03 

0.02 

0.02 

0. 00 

0. 02 

0 02 

0.03 

0.02 

0 03 

0 02 

0.02 

0 02 

0.02 

0.02 

0. 02 

0 02 

0 03 

0.02 

0.03 

0.02 

0.03 

0.02 

0.03 

0.02 

0. 03 

0 02 

0 03 

0 02 

0.03 

0.02 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-109 鋼管杭の曲げ軸力照査結果（①ー①断面北基礎，圧縮）
断面性状

検討
地震動 有効径 有効板厚

杭
ケース 評価位置

D'(mm) t'(mm) 
記号

端部 1498 49 N6  
s s -D  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 N2  

s s -D  1 
端部 1498 49 N6  

(H+, V-) 
中間部 1498 49 N2  

端部 1498 49 N6  
s s -D  1 
(H-, V+) 

中間部 1498 49 N5  

S s-D  1 
端部 1498 49 N6  

(H-, V-) 
中間部 1498 49 N5  

端部 1498 49 N6  

s s -1 1 
中間部 1498 49 N2  

端部 1498 49 N6  

s s - 1 2 
中間部 1498 49 N2  

ケース①

端部 1498 49 Nl 

s s -1 3 
中間部 1498 49 N2  

端部 1498 49 Nl 

S,-1 4 

中間部 1498 49 N2  

端部 1498 49 N6  

S, -2 1 

中間部 1498 49 N5  

端部 1498 49 N6  

s s -2  2 
中間部 1498 49 N5  

端部 1498 49 N6  
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 N5  

s s -3  1 
端部 1498 49 Nl 

(H-, V+) 
中間部 1498 49 N 2 

端部 1498 49 N6  

ケース②
S s -3  1 

(H+, V+) 
中間部 1498 49 N5  

端部 1498 49 N6  

ケース③
S S -3  1 

(H+, V+) 
中間部 1498 49 N5  

端部 1498 49 N6  

ケース④
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 N5  

端部 1498 49 N6  

ケース⑤
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 N5  

端部 1498 49 N6  

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 N5  

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1(J)した解析ケース

発生断jnヵ 圧縮 短期許容

曲げ
軸力

応力度 応力度

モーメント
(kN) 

(J s CJ sa 

(kN • m) (N/mmり (N/mmり

-1362 -1245 7 442. 5 

68 -1025 2 442. 5 

-1354 -1223 7 442. 5 

88 -945 2 442.5 

-1519 -1427 7 442. 5 

-284 -867 3 442. 5 

-1438 -1402 7 442 5 

-269 -887 3 442 5 

-781 -750 4 442. 5 

-66 -655 1 442. 5 

-1334 -1185 6 442 5 

68 -961 2 442. 5 

442 -1178 2 442 5 

-98 -682 2 442 5 

302 -892 2 442 5 

-57 -643 1 442. 5 

-1117 -911 5 442 5 

-172 -612 2 442. 5 

-1176 -1081 6 442. 5 

-210 -568 2 442 5 

-1491 -1157 7 442. 5 

-254 -657 2 442. 5 

341 -1343 2 442. 5 

-133 -836 2 442 5 

-1408 -1094 7 442. 5 

166 -869 2 442. 5 

-1666 -1294 8 442.5 

-272 -616 2 442. 5 

-1650 -1260 8 442 5 

-279 -657 3 442 5 

-1541 -1204 7 442.5 

-246 -656 2 442 5 

-1465 -1149 7 442 5 

105 191 2 442 5 

照査値

(Jsl(Jsa 

0.02 

0.01 

0.02 

0.01 

0.02 

0.01 

0 02 

0 01 

0 01 

0.01 

0.02 

0.01 

0 01 

0.01 

0 01 

0.01 

0 02 

0.01 

0.02 

0 01 

0.02 

0.01 

0.01 

0 01 

0.02 

0.01 

0.02 

0.01 

0.02 

0.01 

0.02 

0.01 

0.02 

0.01 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-110 鋼管杭の曲げ軸力照査結果（③一③断面南基礎，圧縮）

断面性状 発生断面カ

検討 曲げ
地震動 有効板厚 軸力

ケース 評価位置
有効径

モーメント
D'(mm) t'(mm) (kN) 

s s -D  1 東側 1498 49 

(H+, V+) 
西側 1498 19 

s s -D  1 
東側 1498 49 

(H+, V-) 
西側 1498 49 

S,-D 1 
東側 1498 49 

(H-, V+) 
西側 1498 49 

s s-D 1 東側 1498 49 

(H-, V-) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -1 1 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -1 2 
西側 1498 49 

ケース①

東側 1498 49 

s s -1 3 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -1 4 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -2  1 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -2  2 
西側 1498 49 

s s -3  1 東側 1498 49 

(H+, V+) 
西側 1498 49 

s s -3  1 東側 1498 49 

(H-, V+) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース②
S,-D 1 

(H-, V+) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース③
S,-D 1 

(H-, V+) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース④
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース⑤
S,-D 1 

(H-, V+) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース⑥
S s -D  1 

(H-, V+) 
西側 1498 49 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

(kN • m) 

-2016 -15175 

-2666 -12302 

-3012 -13655 

-2470 -13567 

-2197 -16359 

-2181 -11079 

-3847 -15398 

-2460 -10955 

1307 -9879 

-1776 -8341 

1353 -11434 

-1881 -9062 

1164 -12114 

-1941 -9359 

1327 -10710 

-1719 -9580 

1444 -12617 

-1714 -7874 

1341 -12301 

-1550 -9165 

-1138 -19490 

-1960 -10241 

-922 -15922 

2318 -16947 

-2470 -16138 

-1963 -10911 

-2345 -16410 

-2276 -11622 

-1347 -18473 

-2501 -9761 

-3770 -14847 

1703 -11767 

-3817 -15364 

1512 -11829 

圧縮 短期許容
応力度 応力度 照査値

6 s U sa a/ a sa 

(N/mmり (N/mmり

34 442 5 0.08 

27 112. 5 0.07 

33 442. 5 0.08 

29 442. 5 0.07 

36 442 5 0.09 

24 442 5 0 06 

38 442 5 0.09 

24 442.5 0 06 

20 442.5 0.05 

18 442.5 0 05 

23 442. 5 0.06 

20 442 5 0 05 

24 442 5 0.06 

20 442. 5 0.05 

21 442. 5 0.05 

20 442 5 0 05 

25 442. 5 0.06 

17 442 5 0.04 

24 442. 5 0.06 

19 442. 5 0.05 

40 442 5 0 10 

22 442 5 0.05 

33 442. 5 0.08 

38 442. 5 0.09 

37 442 5 0 09 

23 442. 5 0.06 

37 442 5 0 09 

25 442. 5 0.06 

39 442. 5 0.09 

22 442. 5 0.05 

37 442. 5 0 09 

27 442 5 0.07 

38 442. 5 0.09 

26 442. 5 0.06 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-111 鋼管杭の曲げ軸力照査結果（②一②断面北基礎，圧縮）

断面性状 発生断面カ

検討 曲げ
地震動 有効径 有効板厚 軸力

ケース 評価位置
D'(mm) t'(mm) 

モーメント
(kN) 

s s -D  1 東側 1498 49 

(H+, V+) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 s s -D  1 
(H+, V-) 

西側 1498 49 

S,-D 1 
東側 1498 49 

(H-, V+) 
西側 1498 49 

s s -D  1 
東側 1498 49 

(H-, V-) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -1  1 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -1  2 
西側 1498 49 

ケース①

東側 1498 49 

S,-1 3 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

S,-1 4 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

S,-2 1 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -2  2 
西側 1498 49 

s s -3  1 東側 1498 49 

(H+, V+) 
西側 1498 49 

s s -3  1 東側 1498 49 

(H-, V+) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース②
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース③
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース④
S,-3 1 

(H+, V+) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース⑤
S s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース⑥
S,-3 1 

(H+, V+) 
西側 1498 49 

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1 (J）した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース

(kN • m) 

6161 -18078 

-3719 -12234 

6446 -16440 

-4492 -15352 

7527 -18908 

-5108 -14527 

6791 -19526 

-3870 -15473 

2928 -8596 

-3198 -8872 

3570 -10959 

-4461 -10734 

3644 -11476 

-4793 -11094 

3055 -11645 

-3342 -12375 

3734 -10576 

-2812 -8207 

4363 -10857 

-3704 -10810 

3840 -19435 

-3610 -11045 

4212 -14498 

-4080 -16865 

3622 -19199 

-3308 -10836 

4087 -19310 

-3503 -11203 

5081 -19279 

-3757 -11076 

2948 -21290 

-3595 -11063 

2815 -20903 

-3296 -10857 

圧縮 短期許容
応力度 応力度 照査値

Gs U sa O s/ 0 sa 

(N/mmり (N/mmり

44 442.5 0 10 

29 442.5 0.07 

41 442. 5 0. 10 

36 442. 5 0 09 

48 442 5 0 11 

35 442. 5 0 08 

48 442 5 0 11 

35 442 5 0 08 

21 442. 5 0 05 

22 442.5 0.05 

26 442 5 0.06 

28 442 5 0 07 

27 442.5 0 07 

29 442.5 0.07 

26 442.5 0 06 

28 442 5 0.07 

26 442 5 0.06 

20 442.5 0.05 

28 442. 5 0.07 

26 442.5 0.06 

42 442.5 0 10 

26 442.5 0.06 

34 442.5 0.08 

38 442.5 0 09 

41 442.5 0. 10 

26 442.5 0.06 

42 442 5 0 10 

27 442.5 0.07 

44 442 5 0. 10 

27 442.5 0.07 

43 442 5 0 10 

26 442 5 0 06 

42 442 5 0. 10 

26 442 5 0.06 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-112 鋼管杭の曲げ軸力照査結果（①一①断面南基礎，引張）
断面性状

検討
地震動 有効径 有効板厚

杭
ケース 評価位置

D'(mm) t'(mm) 
記号

端部 1498 
S s-D 1 

49 S 6 

(H+, V+) 
中間部 1498 49 S 5 

S,-D 1 
端部 1498 49 S 6 

(H+, V-) 
中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 
S,-D 1 

49 S 6 

(H-, V+) 
中間部 1498 49 S 5 

S,-D 1 
端部 1498 49 S 6 

(H-, V-) 
中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 49 S 6 

s s -1 1 
中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 49 S 6 

s s -1 2 
中間部 1498 49 S 5 

ケース①

端部 1498 49 S 6 

s s -1 3 
中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 49 S 6 

s s -1 4 
中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 49 S 6 

S, -2 1 

中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 49 S 6 

s s -2  2 
中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 
S s -3 1 

49 S 6 

(H+, V+) 
中間部 1498 49 S 5 

s s -3  1 端部 1498 49 S 6 

(H-, V+) 
中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 49 S 6 

ケース②
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 49 S 6 

ケース③
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 49 S6 

ケース④
S,-3 1 

(H+, V+) 
中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 49 S 6 

ケース⑤
S,-3 1 

(H+, V+) 
中間部 1498 49 S 5 

端部 1498 49 S 6 

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 S 5 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

発生断inヵ 引張 短期許容

曲げ 軸力
応力度 応力度

モーメント (kN) 
as C1 s a 

(kN • m) (N/mmり (N/mmり

-1630 928 ， 442. 5 
-403 -1640 

゜
442. 5 

-1590 1013 ， 442 5 
-395 -1725 

゜
442.5 

-1733 820 ， 442. 5 
482 -1632 

゜
442.5 

-1579 1275 10 442 5 

472 -1725 

゜
442. 5 

-1259 190 5 442.5 

286 -1858 

゜
442.5 

-1513 570 7 442 5 

-665 -1815 

゜
442.5 

-1299 238 6 442 5 

-435 -2107 

゜
442 5 

-975 -535 2 442 5 

-307 -1988 

゜
442. 5 

-1693 657 8 442 5 

-437 -1826 

゜
442. 5 

-1346 125 5 442.5 

-305 -2011 

゜
442 5 

-1855 1214 10 442. 5 

559 -1465 

゜
442. 5 

-1484 1073 ， 600 
-670 -2295 

゜
442 5 

-1794 1431 11 442. 5 

-493 -1375 

゜
442. 5 

-1855 1214 10 442 5 

-535 -1171 1 442.5 

-1903 1566 12 442 5 

564 -896 2 442 5 

-1852 1222 10 442. 5 

-533 -1465 

゜
442. 5 

-1791 1431 11 442 5 

564 -1407 

゜
442 5 

照査値

(J S I (Jsa 

0.03 

0.00 

0.03 

0.00 

0.03 

0. 00 

0 03 

0. 00 

0 02 

0. 00 

0 02 

0.00 

0 02 

0 00 

0. 01 

0.00 

0.02 

0.00 

0. 02 

0 00 

0.03 

0.00 

0.02 

0.00 

0.03 

0.00 

0 03 

0. 01 

0 03 

0.01 

0.03 

0.00 

0.03 

0.00 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-113 鋼管杭の曲げ軸力照査結果（①一①断面北基礎，引張）
断面性状

検討
地震動 有効径 有効板厚

杭
ケース 評価位置

D'(mm) t'(mm) 
記号

s s -D  1 
端部 1498 49 N6  

(H+, V+) 
中間部 1498 49 N5  

S.-D 1 
端部 1498 49 N6  

(H+, V-) 
中間部 1498 49 N5  

s s -D  1 
端部 1498 49 N6  

(H-, V+) 
中間部 1498 49 N2  

S,-D 1 
端部 1498 49 NI 

(H-, V-) 
中間部 1498 49 N2  

端部 1498 49 N6  

S,-1 1 

中間部 1498 49 N2  

端部 1498 49 N6  

S,-1 2 

中間部 1498 49 N5  

ケース①

端部 1498 49 N6  

s s - 1 3 
中間部 1498 49 N5  

端部 1498 49 N6  

S,-1 4 

中間部 1498 49 N5  

端部 1498 49 Nl 

s s -2  1 
中間部 1498 49 N2  

端部 1498 49 Nl 

s s -2  2 
中間部 1498 49 N2  

端部 1498 s s -3  1 49 N6  

(H+, V+) 
中間部 1498 49 N2  

s s -3  1 
端部 1498 49 N6  

(H-, V+) 
中間部 1498 49 N5  

端部 1498 49 N6  

ケース②
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 N2  

端部 1498 49 N6 

ケース③
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 N2  

端部 1498 49 N6  

ケース④
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 N2  

端部 1498 49 N6  

ケース⑤
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 N2  

端部 1498 49 N6  

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 N2  

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (J)した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o）した解析ケース

発生断面カ 引張 短期許容

曲げ 軸力
応力度 応力度

モーメント (kN) 
6 s (J s a 

(kN • m) (N/mmり (N/mmり

1325 1092 ， 442. 5 
211 49 2 442. 5 

1313 1024 ， 442 5 
194 64 2 442. 5 

653 340 4 442. 5 

95 215 1 442 5 

704 401 5 442 5 

102 174 1 442. 5 

753 653 5 442. 5 

76 132 1 442 5 

1330 1149 10 442. 5 

177 68 2 442. 5 

1125 1040 8 442 5 

211 149 2 442 5 

827 555 6 442. 5 

140 208 2 442 5 

574 481 4 442 5 

130 126 1 442. 5 

496 445 4 442 5 

89 110 1 442. 5 

607 312 4 442 5 

104 165 1 442 5 

1377 951 ， 600 
276 89 2 442 5 

646 332 4 442.5 

105 178 1 442.5 

502 426 4 442 5 

153 49 1 442.5 

806 412 5 442. 5 

115 243 2 442 5 

519 545 4 442. 5 

106 178 1 442. 5 

502 517 4 442. 5 

105 191 1 442 5 

照査値

(J sl(J sa 

0.03 

0. 01 

0.03 

0.01 

0. 01 

0. 01 

0.02 

0. 01 

0. 02 

0 01 

0.03 

0.01 

0 02 

0 01 

0.02 

0 01 

0 01 

0.01 

0. 01 

0 01 

0.01 

0.01 

0.02 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0 01 

0.02 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-114 鋼管杭の曲げ軸力照査結果（③一③断面南基礎，引張）

断面性状 発生断面カ

検討
地震動 曲げ 軸力有効径 有効板厚

ケース 評価位置
D'(mm) t'(mm) モーメント (kN) 

s s -D  1 東側 1498 49 

(H+, V+) 
西側 1498 49 

S,-D 1 
東側 1498 49 

(H+, V-) 
西側 1498 49 

S,-D 1 
東側 1498 49 

(H-, V+) 
西側 1498 49 

S,-D 1 
東側 1498 49 

(H-, V-) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s - 1 1 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

S s-1 2 

西側 1498 49 

ケース①

東側 1498 49 

s s - 1 3 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s - 1 4 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -2  1 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -2  2 
西側 1498 49 

s s -3  1 東側
1498 49 

(H+, V+) 
西側 1498 49 

s s -3  1 東側 1498 49 

(H-, V+) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース②
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース③
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース④
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース⑤
S,-D 1 

(H-, V+) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース⑥
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1498 49 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1CJ)した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 CJ)した解析ケース

(kN • m) 

-3561 9651 

3232 8512 

-3876 10081 

3261 8854 

-2766 7033 

4020 11561 

-2794 6095 

3955 9865 

-1333 2951 

922 4907 

-1455 2472 

-1103 4583 

-1445 2311 

-728 5967 

-1446 3910 

698 5506 

-1393 2749 

-1089 7314 

-1447 3421 

1524 5172 

-1608 4281 

3637 11716 

-2821 11482 

3495 7422 

-2684 6801 

4265 10246 

-3108 7993 

4835 11514 

-3378 7589 

5843 10919 

-2953 8858 

-410 12439 

-2992 8819 

-365 12294 

引張 短期許容
応力度 応力度 照査値

(J S (J s a (J S 1 (J s a 
(N/mmり (N/mmり

42 442 5 0 10 

37 442 5 0.09 

44 442.5 0 10 

38 442 5 0 09 

31 442 5 0 08 

49 442 5 0. 12 

28 442.5 o. 07 

44 442. 5 0. 10 

14 442 5 0 04 

17 442. 5 0.04 

13 442 5 0 03 

22 442 5 0 05 

12 442. 5 0.03 

24 442. 5 0.06 

17 442 5 0 04 

18 442 5 0 05 

13 442. 5 0.03 

31 442 5 0 08 

16 442.5 0.04 

21 442.5 0 05 

19 442 5 0 05 

48 442.5 0. 11 

44 600 0 08 

35 442 5 0 08 

30 442.5 0 07 

46 442.5 0. 11 

35 442 5 0.08 

52 412. 5 o. 12 

35 442 5 0.08 

54 442. 5 0. 13 

37 442 5 0.09 

45 442 5 0 11 

37 442. 5 0.09 

44 442. 5 0. 10 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1CJ)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-115 鋼管杭の曲げ軸力照査結果（②一②断面北基礎，引張）

断面性状 発生断面カ

検討
地震動 有効板厚 曲げ 軸力有効径

ケース 評価位置
D'(mm) t'(mm) モーメント (kN) 

s s -D  1 東側 1498 49 

(H+, V+) 
西側 1498 49 

s s -D  1 東側 1498 49 

(H+, V-) 
西側 1498 49 

s s -D  1 東側 1498 49 

(H-, V+) 
西側 1498 49 

s s -D  1 東側 1498 49 

(H-, V-) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -1  1 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -1  2 
西側 1498 49 

ケース①

東側 1498 49 

S,-1 3 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

S,-1 4 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -2  1 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -2  2 
西側 1498 49 

S,-3 1 
東側 1498 49 

(H+, V+) 
西側 1498 49 

s s -3  1 東側 1498 49 

(H-, V+) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース②
S s -3  1 

CH+, v+) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース③
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース④
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース⑤
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1498 49 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1(J)した解析ケース

(kN • m) 

-2882 6884 

8665 14214 

-2803 5641 

8595 12659 

7527 -18908 

9131 14108 

-2767 5679 

8607 12701 

-1556 2016 

3753 4439 

-2262 4748 

4837 6118 

-2323 4667 

4640 6733 

-2510 3785 

5453 6849 

-1022 1318 

5163 6500 

4378 -8632 

4635 6385 

-2393 4604 

9302 14982 

-3577 11018 

6990 10269 

-2383 4238 

9921 14847 

-2815 4305 

9634 15069 

-2479 4946 

9327 14755 

-2384 4606 

9005 14196 

-2376 4241 

9548 14037 

引張 短期許容
応力度 応力度 照査値

6 s O sa 0 s / 0 s a 

(N/mmり (N/mmり

31 442 5 0.08 

74 442. 5 0. 17 

27 442.5 0.07 

69 442 5 0 16 

33 442 5 0 08 

75 442 5 0 17 

27 442 5 0 07 

69 442, 5 0. 16 

12 442.5 0 03 

27 442. 5 0.07 

23 442 5 0.06 

36 442 5 0 09 

22 442 5 0.05 

37 442.5 0 09 

20 442 5 0.05 

40 442 5 0 10 

8 442. 5 0.02 

38 442 5 0.09 

゜
442.5 0.00 

36 442 5 0 09 

23 442 5 0 06 

79 442.5 0. 18 

46 442. 5 0 11 

56 442, 5 0. 13 

21 442 5 0.05 

80 442.5 0 19 

23 442.5 0 06 

80 442.5 0 19 

24 442.5 0.06 

78 442.5 0. 18 

23 442.5 0 06 

75 442.5 o. 17 

21 442.5 0.05 

77 442.5 o. 18 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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① 

④ 

① 

検討
ケース

① 

① 

④ 

④ 

表 4.11-116 巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭の曲げ軸力に対する照査結果

（①一①断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状 発生断面カ 圧縮 短期許容

評価位置
杭

曲げ
応力度 応力度

地震動
有効径 有効板厚 記号 軸力 (Jsa 

モーメント
a s 

D'(mm) t'(mm) 
(kN • m) 

(kN) (N/mmり (N/mmり

S s-3 1 
北ー端部 1500 50 N6  -1666 -1294 8 442. 5 

H+, V+  

s s -D  1 
北ー中間部 1500 50 N5  -284 -867 3 442. 5 

H-, V+  

S s-3 1 
南ー端部

H+, V+  
1500 50 S 6 -1285 -5062 12 442. 5 

S s - 3 1 
南ー中間部 1500 50 S 2 -689 -2366 8 442.5 

H-,v+ 

断面性状 発生断面カ 引張 短期許容

評価位置
杭 応力度 応力度

地震動
有効径 有効板厚 記号 曲げモーメント 軸力 as (Jsa 
D'(mm) t'(mm) (kN・ m) (kN) (N/mmり (N/mmり

S s-1 2 北ー端部 1500 50 N6 1330 1149 10 442. 5 

S s - 2 1 北ー中間部 1500 50 N2  130 126 1 442. 5 

S s - 3 1 
南ー端部 1500 50 S 6 -1903 1566 12 442. 5 

H+, V+  

S s - 3 1 
南ー中間部

H+, V+  
1500 50 S 5 564 -896 2 442. 5 

照査値

O s/ o sa 

0. 02 

0. 01 

0.03 

0.02 

照査値

a sl a sa 

0. 03 

0. 01 

0. 03 

0. 01 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1(J)した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

発生断面力は鉄筋コンクリートと鋼管杭の複合断面として算出した値を示す。

評価位置は図 4.11-84に示す。
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検討

ケース

① 

① 

① 

① 

検討

ケース

② 

① 

④ 

① 

表 4.11-117 巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭の曲げ軸力に対する照査結果

（②ー②断面，③一③断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状 発生断面カ 圧縮 短期許容

曲げ
応力度 応力度

地震動 評価位置
有効径 有効板厚 軸力 as a sa 

モーメント
D'(mm) t'(mm) 

(kN • m) 
(kN) (N／皿白 (N／皿l2)

S s -3 1 
北ー西側 1500 50 

H-, V+  
-4080 -16865 38 442. 5 

S s-D 1 
北ー東側

H-, V+  
1500 50 7527 -18908 48 442.5 

S s-3 1 
南ー西側

H-, V+  
1500 50 2318 -16947 38 442.5 

S s-3 1 
南ー東側

H+, V+  
1500 50 -1138 -19490 40 442.5 

断面性状 発生断面カ 引張 短期許容

応力度 応力度
地震動 評価位置

有効径 有効板厚 曲げモーメント 軸力 (J s a sa 
D'(mm) t'(mm) (kN ・m) (kN) (N/mmり (N/mmり

S s -3 1 
北ー西側

H+, V+  
1500 50 9921 14847 80 442. 5 

S s -3 1 
北ー東側

H-, V+  
1500 50 -3577 11018 46 442.5 

S s-D 1 
南ー西側 1500 50 

H-, V+  
5843 10919 54 442. 5 

S s-D 1 
南ー東側

H+, v-
1500 50 -3876 10081 44 442. 5 

照査値

(J S! (Jsa 

0. 09 

0. 11 

0.09 

0. 10 

照査値

(J S1 (Jsa 

0. 19 

0. 11 

0. 13 

0. 10 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(j)した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

発生断面力は鉄筋コンクリートと鋼管杭の複合断面として算出した値を示す。

評価位置は図 4.11-84に示す。

383 

387 



ロ． せん断力に対する評価結果

表 4.11-118～表 4.11-125に， 2次元有効応力解析の実施ケース及び巻立て鉄筋コ

ンク リート内の鋼管杭のせん断力に対する照査値を示す。

鋼管杭のせん断力に対する照査値が最大となるケースを表 4.11-126及び表

それぞれの照査値が最大となる時刻の断面力は巻立て鉄

筋コンクリートと同じである。それぞれの照査値が最大となる時刻の断面力を図

4. 11-73～図 4.1じ80に示す。また，評価位置区を図 4.11-85に示す。

4.11-127にまとめる。なお，
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図 4.11-85 評価位置図 （巻立て鉄筋コ ンクリート内の鋼管杭）
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表 4.11-118 ①一①断面の巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭のせん断

に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地＼震動＼ロロ
① ② 

H+, V+  0.01 

H+, V- 0. 01 
S s-D 1 

H-, V+  0.01 

H-, V- 0.01 

S s -1 1 0.01 

S s -1 2 0.01 

S s -1 3 0.01 

S s-1 4 0.01 

S s -2 1 0. 01 

S s-2 2 0. 01 

H+, V+  0. 01 0.01 
S s -3 1 

H-, V+  0. 01 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

せん断照査

③ ④ ⑤ 

0. 01 0.01 0.01 

⑥ 

0.01 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-119 ①一①断面の巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭のせん断

に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地：：～＼～匹ロロ ① ② 

H+, V+  0. 01 

H+, V- 0. 01 
S s-D 1 

H-, V+  0.01 

H-, V- 0.01 

S s -1 1 0.01 

S s-1 2 0.01 

S s -1 3 0.01 

S s-1 4 0.01 

S s -2 1 0.01 

S s-2 2 0.01 

H+, V+  0.01 0.01 
S s -3 1 

H-, V+  0.01 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース

せん断照査

③ ④ ⑤ 

0.01 0.01 0. 01 

⑥ 

0.01 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-120 ③一③断面の巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭のせん断

に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地;;¥¥9日ロ せん断照査

① ② ③ ④ ⑤ 

H+, V+  0.01 

H+, V- 0.02 

⑥ 

S s-D 1 
H-, V+  0.02 0.02 0. 02 0.02 0.02 0.02 

H-, V- 0.02 

S s -1 1 0.01 

S s -1 2 0.01 

S s -1 3 0.01 

S s -1 4 0.01 

S s -2 1 0.01 

S s-2 2 0.01 

H+, V+  0.01 
S s -3 1 

H-, V+  0.01 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-121 ②一②断面の巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭のせん断

に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地：：～～~ス
① ② 

H+, V+  0.02 

H+, V- 0.02 
S s-D 1 

H-, v+  0.02 

H-, V- 0.02 

S s -1 1 0.01 

S s -1 2 0.02 

S s -1 3 0.02 

S s -1 4 0. 02 

s s -2  1 0. 02 

S s-2 2 0. 02 

H+, V+  0. 02 0.02 
S s -3 1 

H-, V+  0. 02 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

せん断照査

③ ④ ⑤ 

0.02 0.02 0.02 

⑥ 

0.02 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらっきを考慮（＋ la) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-122 鋼管杭のせん断力に対する照査（①一①断面南基礎）

断面性状

検討 杭
地震動 有効径 有効板厚

ケース 評価位置
D'(mm) t'(mm) 記号

s s -D  1 端部 1498 49 

(H+, V+) 
中間部 1498 49 

s s -D  1 端部 1498 19 

(H+, V-) 
中間部 1498 49 

端部 1498 49 
s s -D  1 
(H-, V+) 

中間部 1498 49 

s s -D  1 端部 1498 49 

(H-, V-) 
中間部 1498 49 

端部 1498 49 

s s - 1 1 
中間部 1498 49 

端部 1498 49 

s s -1 2 
中間部 1498 49 

ケース①

端部 1498 49 

s s -1 3 
中間部 1498 49 

端部 1498 49 

s s - 1 4 
中間部 1498 49 

端部 1498 49 

s s -2  1 
中間部 1498 49 

端部 1498 49 

s s -2  2 
中間部 1498 49 

S s-3 1 
端部 1498 49 

(H+, V+) 
中間部 1498 49 

s s -3  1 端部
1498 49 

(H-, V+) 
中間部 1498 49 

端部 1498 49 

ケース②
S.-3 1 

(H+, V+) 
中間部 1498 49 

端部 1498 49 

ケース③
S.-3 1 

(H+, V+) 
中間部 1498 49 

端部 1498 49 

ケース④
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 

端部 1498 49 

ケース⑤
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 

端部 1498 49 

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

S 6 

S 2 

S 6 

S 2 

S 6 

S 2 

S 6 

S 2 

S 6 

S 2 

S 6 

S 5 

S 6 

S 5 

S 6 

S 5 

S 6 

S 5 

S 6 

S 2 

S 6 

S 5 

S 6 

S 5 

S 6 

S 5 

S6 

S 5 

S 6 

S 5 

S 6 

S 5 

S 6 

S 5 

せん断 短期許容
発生 応力度 応力度 照査値
せん断力
(kN) 

て てa a sl a Sa 
(N/mmり (N/mmり

1086 1. 9 255 0.01 

438 1 1 255 0.01 

1090 1. 9 255 0.01 

435 1. 1 255 0.01 

1016 1.8 255 0.01 

401 1.0 255 0 01 

1010 1.8 255 0.01 

439 1.1 255 0 01 

725 1. 3 255 0.01 

295 0.8 255 0.01 

1024 1.8 255 0.01 

348 0.9 255 0 01 

1001 1. 7 255 0 01 

338 0.9 255 0 01 

821 1. 4 255 0.01 

283 0. 7 255 0.01 

870 1. 5 255 0 01 

383 1.0 255 0 01 

742 1. 3 255 0 01 

392 1.0 255 0.01 

1084 1. 9 255 0. 01 

387 1.0 255 0.01 

1152 2.0 255 0.01 

409 1 1 255 0.01 

1079 1 9 255 0.01 

358 0 9 255 0.01 

1103 1. 9 255 0.01 

420 1.1 255 0.01 

1267 2.2 255 0 01 

420 1. 1 255 0 01 

1078 1. 9 255 0 01 

393 1.0 255 0.01 

1076 1. 9 255 0.01 

364 0 9 255 0.01 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-123 鋼管杭のせん断力に対する照査（①ー①断面北基礎）

断面性状

検討 杭
地震動

D有'効(mm径) 
有効板厚

ケース 評価位置
t'(mm) 

記号

s s -D  1 端部 1498 49 N6  

(H+, V+) 
中間部 1498 49 N3  

s s -D  1 端部 1498 49 N6  

(H+, V-) 
中間部 1498 49 N3  

s s -D  1 
端部 1498 49 N6  

(H-, V+) 
中間部 1498 49 N3  

s s - D 1 端部 1498 49 N6 

(H-, V-) 
中間部 1498 49 N3  

端部 1498 49 N6 

s s -1 1 
中間部 1498 49 N3  

端部 1498 49 N6 

s s -1 2 
中間部 1498 49 N3 

ケース①

端部 1498 49 N6  

s s - 1 3 
中間部 1498 49 N3 

端部 1498 49 N6  

s s - 1 4 
中間部 1498 49 N3 

端部 1498 49 N6 

s s -2  1 
中間部 1498 49 N3 

端部 1498 49 N6  

S,-2 2 

中間部 1498 49 N3  

s s - 3 1 端部
1498 49 N6  

(H+, V+) 
中間部 1498 49 N3  

s s -3  1 端部
1498 49 N6  

(H-, V+) 
中間部 1498 49 N3  

端部 1498 49 N6  

ケース②
S s -3  1 

(H+, V+) 
中間部 1498 49 N3  

端部 1498 49 N6  

ケース③
S s -3  1 

CH+, V+) 
中間部 1498 49 N3  

端部 1498 49 N6 

ケース④
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 N3  

端部 1498 49 N6 

ケース⑤
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1498 49 N3  

端部 1498 49 N6 

ケース⑥
S s - 3 1 

(H+, V+) 
中間部 1498 49 N3 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース

せん断 短期許容
発生 応力度 応力度 照査値
せん断力
(kN) 

て でa 6 s/ O sa 

(N/mmり (N/mm2) 

442 0. 7 255 0.01 

243 0 6 255 0.01 

438 0. 7 255 0.01 

252 0 6 255 0.01 

440 0 7 255 0.01 

219 0.5 255 0.01 

411 0. 7 255 0 01 

218 0.5 255 0 01 

356 0.6 255 0.01 

148 0.4 255 0 01 

414 0. 7 255 0 01 

261 0.6 255 0 01 

409 0. 7 255 0 01 

250 0.6 255 0 01 

344 0.6 255 0.01 

178 0.4 255 0 01 

320 0.5 255 0.01 

189 0.4 255 0 01 

397 0. 7 255 0.01 

138 0 3 255 0.01 

478 0 8 255 0.01 

255 0.6 255 0.01 

423 0. 7 255 0.01 

325 0 8 255 0.01 

480 0.8 255 0.01 

255 0 6 255 0 01 

452 0. 7 255 0.01 

253 0.6 255 0 01 

537 0.9 255 0 01 

261 0.6 255 0.O l 

472 0.8 255 0.01 

258 0.6 255 0.01 

476 0.8 255 0.01 

256 0.6 255 0.01 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-124 鋼管杭のせん断力に対する照査（③一③断面南基礎）

断面性状

検討
地震動 有効径 有効板厚

ケース 評価位置
D'(mm) t'(mm) 

s s -D  1 
東側 1498 49 

(H+, V+) 
西側 1498 49 

s s -D  1 東側 1498 49 

(H+, V-) 
西側 1498 49 

s s -D  1 東側 1498 49 

(H-, V+) 
西側 1498 49 

s s -D  1 東側 1498 49 

(H-, V-) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -1 1 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -1 2 
西側 1498 49 

ケース①

東側 1498 49 

s s -1 3 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -1 4 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

S s -2 1 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -2  2 
西側 1498 49 

s s -3  1 東側 1498 49 

(H+, v+) 
西側 1498 49 

S s-3 1 
東側 1498 49 

(H-, V+) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース②
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース③
s s-D 1 
(H-, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース④
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース⑤
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース⑥
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1498 49 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o) した解析ケース

せん断 短期許容
発生

応力度 応力度 照査値
せん断力
(kN) 

t てa o J o sa 
(N/mmり (N/mmり

1038 2 3 255 0 01 

761 1 7 255 0 01 

1287 2 8 255 0.02 

886 1. 9 255 0.01 

1199 2 6 255 0.02 

990 2 2 255 0.01 

1436 3. 1 255 0.02 

898 2 0 255 0.01 

633 1 4 255 0.01 

592 1 3 255 0.01 

689 1. 5 255 0.01 

531 1 2 255 0.01 

679 1. 5 255 0.01 

532 1 2 255 0.01 

715 1 6 255 0. 01 

518 1. 1 255 0.01 

693 1. 5 255 0.01 

715 1 6 255 0.01 

770 1 7 255 0.01 

596 1 3 255 0.01 

1130 2. 5 255 0. 01 

671 1 5 255 0.01 

1067 2 3 255 0.01 

1068 2. 3 255 0.01 

1241 2 7 255 0.02 

971 2. 1 255 0.01 

1221 2. 7 255 0.02 

1139 2.5 255 0.01 

1365 3.0 255 0 02 

1472 3 2 255 0.02 

1588 3. 5 255 0.02 

633 1. 4 255 0.01 

1592 3 5 255 0.02 

1026 2. 2 255 0.01 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-125 鋼管杭のせん断力に対する照査（②一②断面北基礎）

断面性状

検討
地震動 有効径 有効板厚

ケース 評価位置
D'(mm) t'(mm) 

s s -D  1 東側 1498 49 

(H+, V+) 
西側 1498 49 

s s -D  1 東側 1498 49 

(H+, V-) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1498 49 

s s -D  1 東側 1498 49 

(H-, V-) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -1 1 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -1 2 
西側 1498 49 

ケース①

東側 1498 49 

s s -1 3 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

S,-1 4 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -2  1 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

s s -2  2 
西側 1498 49 

s s -3  1 東側 1498 49 

(H+, V+) 
西側 1498 49 

S s-3 1 
東側 1498 49 

(H-, V+) 
西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース②
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース③
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース④
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース⑤
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1498 49 

東側 1498 49 

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1498 49 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

せん断 短期許容
発生 応力度 応力度 照査値
せん断力
(kN) 

て r a 6 J a sa 
(N/mm2) (N/mmり

1332 2.3 255 0.01 

2518 4 3 255 0.02 

1231 2 1 255 0.01 

2522 4. 3 255 0.02 

1512 2 6 255 0 02 

2776 4 7 255 0.02 

1706 2.9 255 0.02 

2357 4 0 255 0 02 

857 1 5 255 0.01 

1442 2 5 255 0.01 

1146 2.0 255 0.01 

1561 2 7 255 0.02 

1151 2.0 255 0.01 

1777 3 0 255 0.02 

1133 1. 9 255 0.01 

1604 2. 7 255 0.02 

677 1. 2 255 0.01 

1635 2.8 255 0.02 

947 1. 6 255 0.01 

1756 3. 0 255 0.02 

1129 1. 9 255 0.01 

2648 4. 5 255 0.02 

1155 2 0 255 0.01 

2200 3 8 255 0.02 

1022 1. 7 255 0.01 

2709 4. 6 255 0.02 

1217 2. 1 255 0.01 

2670 4.6 255 0.02 

1205 2. 1 255 0.01 

2589 4.4 255 0 02 

1135 1. 9 255 0.01 

2557 4.4 255 0 02 

1031 1 8 255 0 01 

2623 4.5 255 0.02 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-126 巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭のせん断力に対する照査結果

（①一①断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状 せん断 短期許容

検討 杭
発生 応力度 応力度 照査値

地震動 評価位置 せん断力
ケース 有効径 有効板厚 記号

(kN) 
て てa てIて sa

D'(mm) t'(mm) (N/mmり (N/mmり

④ 
S s - 3 1 

H+, V+  
北ー端部 1500 50 N6 537 0.9 255 0.01 

① 
S s - 3 1 

北ー中間部 1500 50 
H-, V+  

N3 325 0. 8 255 0.01 

④ 
S s - 3 1 

H+, V+  
南ー端部 1498 49 N6 1267 2.2 255 0.01 

① 
S s -D  1 

南ー中間部 1500 50 N3 439 1. 1 255 0.01 
H-, v-

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

発生断面力は鉄筋コンクリートと鋼管杭の複合断面として算出した値を示す。

評価位置は図 4.11-85に示す。

表 4.11-127 巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭のせん断力に対する照査結果

（②一②断面，③一③断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状 せん断 短期許容

検討
発生

応力度 応力度 照査値
地震動 評価位置 せん断力

ケース 有効径 有効板厚 て てa て／て sa

D'(mm) t'(mm) 
(kN) 

(N/mmり (N/mmり

① 
S s -D  1 

H-, V+  
北ー西側 1500 50 2776 4. 7 255 0.02 

① 
S s -D  1 

北ー東側 1500 50 1706 2.9 255 0. 02 
H-,.V-

④ 
s s -D  1 
H-, v+  

南ー西側 1500 50 1472 3. 2 255 0. 02 

⑥ 
S s -D  1 

H-, V+  
南ー東側 1500 50 1592 3. 5 255 0. 02 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

発生断面力は鉄筋コンクリートと鋼管杭の複合断面として算出した値を示す。

評価位置は図 4.11-85に示す。
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ハ． 構造仕様

鋼管杭の構造仕様を図 4.11-54に示す。
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d. 杭頭接合部（仮想RC断面）

(a) 鋼管杭頭部の曲げ軸力に対する評価結果

表 4.11-128～表 4.11-143に， 2次元有効応力解析の実施ケース及び鋼管杭頭部の曲

げ軸力に対する照査値を示す。

鋼管杭頭部の曲げ軸力の照査値が最大となるケースを表 4.11-144～表 4.11-147にま

それぞれの照査値が最大となる時刻の断面力は巻立て鉄筋コンクリート

と同じである。それぞれの照査値が最大となる時刻の断面力を図 4.11-56～図 4.11-71 

また，評価位置図を図 4.11-86に示す。
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図 4.11-86 評価位置図（杭頭接合部）
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表 4.11-128 ①一①断面のコンクリートの曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地＼震動ス

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0.04 

H+, V- 0.04 
S s-D 1 

H-, V+  0.04 

H-, V- 0.04 

S s -1 1 0.03 

s s -1 2 0.04 

S s -1 3 0.04 

S s -1 4 0. 03 

S s -2 1 0.03 

S s-2 2 0.03 

H+, V+  0.04 0.04 
s s -3  1 

H-, V+  0.04 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0.04 0.05 0.04 

⑥ 

0.04 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-129 ①一①断面のコンクリートの曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地＼震動ス

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0.03 

H+, V- 0. 03 
S s-D 1 

H-, V+  0. 03 

H-, V- 0.03 

S s -1 1 0.02 

S s -1 2 0.03 

S s -1 3 0.02 

s s -1 4 0.02 

S s -2 1 0.03 

S s-2 2 0.03 

H+, V+  0.03 0.03 
s s -3  1 

H-, V+  0.03 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-la-)した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0.03 0.03 0.03 

⑥ 

0.03 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-130 ③一③断面のコンクリートの曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地＼震動ス

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0. 12 

H+, V- 0. 12 
S s-D 1 

H-, V+  0. 13 0. 13 

H-, V- 0. 14 

S s -1 1 0. 07 

S s -1 2 0. 08 

S s -1 3 0. 08 

S s-1 4 0.07 

S s -2 1 0.08 

S s-2 2 0.08 

H+, V+  0. 13 
S s -3 1 

H-, V+  0. 13 

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0. 13 0. 13 0. 14 

⑥ 

0. 14 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-131 ②ー②断面のコンクリートの曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地＼震動ス

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0. 16 

H+, V- 0. 15 
S s -D  1 

H-, V+  0. 18 

H-, v- 0. 18 

S s -1 1 0. 08 

S s -1 2 0. 10 

S s -1 3 0. 11 

S s-1 4 0. 10 

S s -2 1 0. 10 

S s-2 2 0. 10 

H+, V+  0. 14 0. 14 
S s -3 1 

H-, V+  0. 13 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0. 15 0. 15 0. 14 

⑥ 

0. 14 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-132 ①一①断面の鉄筋の曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地＼震動ス

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0.03 

H+, V- 0.03 
s s -D  1 

H-, V+  0.03 

H-, v- 0.03 

S s -1 1 0. 02 

S s -1 2 0.03 

S s -1 3 0.02 

S s-1 4 0.01 

S s -2 1 0.03 

S s-2 2 0.02 

H+, V+  0.04 0.04 
S s -3 1 

H-, V+  0. 03 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o) した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0. 04 0.04 0. 04 

⑥ 

0.04 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-133 ①ー①断面の鉄筋の曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地＼震動ス

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0. 03 

H+, V- 0. 03 
S s-D 1 

H-, V+  0.02 

H-, v- 0.02 

S s -1 1 0.02 

S s -1 2 0.03 

S s -1 3 0.03 

S s-1 4 0.02 

S s -2 1 0.02 

S s-2 2 0.01 

H+, V+  0.01 0.02 
S s-3 1 

H-,v+ 0.03 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1O')した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 O')した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0. 02 0.02 0. 02 

⑥ 

0.01 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1 O')して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-134 ③一③断面の鉄筋の曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地；；～～へ良ロロ
曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0. 13 

H+, V- 0. 13 
S s-D  1 

H-, V+  0. 14 0. 15 

H-, V- 0. 13 

S s - 1 1 0. 05 

S s - 1 2 0.07 

S s - 1 3 0.08 

S s-1 4 0. 05 

S s - 2 1 0. 10 

S s-2 2 0.06 

H+, V+  0. 14 
S s-3 1 

H-, V+  0. 13 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0. 16 0. 17 0. 15 

⑥ 

0. 14 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-135 ②一②断面の鉄筋の曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地：：～～」竺□ス 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0.23 

H+, V- 0.22 
S 5-D  1 

H-, V+  0.24 

H-, V- 0.22 

S s - 1 1 0.09 

S s - 1 2 0. 12 

S s - 1 3 0. 12 

S s-1 4 0. 13 

S s-2 1 0. 12 

S s-2 2 0. 12 

H+, V+  0.25 0. 25 
S s - 3 1 

H-, V+  0. 18 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0.25 0.25 0.24 

⑥ 

0.24 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

397 

401 



表 4.11-136 コンクリートの曲げ軸力照査結果（①一①断面南基礎）
断面性状

検討
地震動 部材幅 部材高

杭
ケース 評価位置

b (mm) h (mm) 
記号

端部 2800 2250 S 6 s s -D  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 S 2 

S,-D 1 
端部 2800 2250 S 6 

(H+, V-) 
中間部 2800 1800 S 2 

s s -D  1 端部 2800 2250 S6 

(H-, V+) 
中間部 2800 1800 S 2 

s s -D  1 端部 2800 2250 S 6 

(H-, V-) 
中間部 2800 1800 S 2 

端部 2800 2250 S 6 

s s -1  1 
中間部 2800 1800 S 2 

端部 2800 2250 S 6 

s s -1 2 
中間部 2800 1800 S 5 

ケース①

端部 2800 2250 S 6 

s s - 1 3 
中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 

s s -1  4 
中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 

s s -2  1 
中間部 2800 1800 S 2 

端部 2800 2250 S6 

s s -2  2 
中間部 2800 1800 S 2 

s s -3  1 
端部 2800 2250 S 6 

(H+, V+) 
中間部 2800 1800 S 5 

s s -3  1 
端部 2800 2250 S 6 

(H-, V+) 
中間部 2800 1800 S 2 

端部 2800 2250 S 6 

ケース②
S s -3  1 

(H+, V+) 
中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S6 

ケース③
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 

ケース④
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S6 

ケース⑤
S s -3  1 

(H+, V+) 
中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 S 5 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース

発生断i5カ 圧縮 短期許容

曲げ
軸力

応力度 応力度

モーメント
(kN) 

6 c (Jca 

(kN • m) (N/mmり (N/mmり

1444 -4607 0.9 24 

-588 -2258 0.6 24 

1418 -4584 0.9 24 

-583 -2189 0.6 24 

1333 -4600 0.8 24 

501 -2173 0.5 24 

1418 -4484 0.9 24 

-437 -2266 0 5 24 

1023 -3604 0. 7 24 

-273 -2072 0.4 24 

1275 -4744 0 8 24 

-657 -2231 0.6 24 

1267 -4505 0.8 24 

-440 -2210 0. 5 24 

1129 -3763 0. 7 24 

-307 -2067 0.4 24 

1269 -3631 0. 7 24 

461 -2001 0. 5 24 

1150 -3260 0. 7 24 

-405 -2083 0. 5 24 

1219 -4691 0.8 24 

-363 -2313 0.5 24 

1391 -5221 0.9 24 

-689 -2366 0. 7 24 

1094 -4956 0.8 24 

-355 -2329 0. 5 24 

1219 -4691 0.8 24 

-297 -2313 0. 5 24 

-1285 -5062 1.0 24 

355 -2382 0 5 24 

1238 -4744 0.8 24 

-318 -2324 0. 5 24 

1118 -4982 0.8 24 

-350 -2390 0 5 24 

照査値

0 c/ 0 ca 

0.04 

0.03 

0.04 

0 03 

0 04 

0 03 

0 04 

0.03 

0.03 

0.02 

0.04 

0.03 

0.04 

0 03 

0.03 

0.02 

0.03 

0. 03 

0 03 

0.03 

0 04 

0 03 

0 04 

0 03 

0.04 

0.03 

0.04 

0.03 

0.05 

0.03 

0.04 

0.03 

0.04 

0.03 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

398 

402 



表 4.11-137 コンクリートの曲げ軸力照査結果（①一①断面北基礎）
断面性状

検討
地震動 部材幅 部材高

杭
ケース 評価位置

b (mm) h (mm) 
記号

端部 2800 
S,-D 1 

2250 N6  

(H+, V+) 
中間部 2800 1800 N2  

s s -D  1 
端部 2800 2250 N6  

(H+, V-) 
中間部 2800 1800 N2  

端部 2800 
s s -D  1 

2250 N6  

(H-, V+) 
中間部 2800 1800 N5  

s s -D  1 
端部 2800 2250 N6  

(H-, V-) 
中間部 2800 1800 N5  

端部 2800 2250 N6  

s s -1 1 
中間部 2800 1800 N2  

端部 2800 2250 N6  

s s -1 2 
中間部 2800 1800 N2  

ケース①

端部 2800 2250 Nl 

s s - 1 3 
中間部 2800 1800 N2  

端部 2800 2250 Nl 

s s -1 4 
中間部 2800 1800 N2  

端部 2800 2250 N6  

s s -2  1 
中間部 2800 1800 N5  

端部 2800 2250 N6  

S s-2 2 

中間部 2800 1800 N5  

端部 2800 2250 N6  
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 N5  

端部 2800 2250 Nl 
s s -3  1 
(H-, V+) 

中間部 2800 1800 N2  

端部 2800 2250 N6  

ケース②
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 N5  

端部 2800 2250 N6  

ケース③
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 N5  

端部 2800 2250 N6  

ケース④
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 N5  

端部 2800 2250 N6  

ケース⑤
S s -3  1 

(H+, V+) 
中間部 2800 1800 N5  

端部 2800 2250 N6  

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 N5  

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1(J)した解析ケース

発生断面カ 圧縮 短期許容

曲げ
軸力

応力度 応力度

モーメント
(kN) 

UC  er ca 

(kN • m) (N/mmり (N/mmり

-1362 -1245 0.6 24 

68 -1025 0.2 24 

-1354 -1223 0.6 24 

88 -945 0.2 24 

-1519 -1427 0.6 24 

-284 -867 0. 2 24 

-1438 -1402 0 6 24 

-269 -887 0.2 24 

-781 -750 0 3 24 

-66 -655 0 1 24 

-1334 -1185 0 6 24 

68 -961 0 1 24 

1125 1040 0 4 24 

211 149 0. 1 24 

827 555 0 3 24 

-57 -643 0. 1 24 

-1495 -1065 0 6 24 

574 481 0 4 24 

-1176 -1081 0. 5 24 

-210 -568 0. 2 24 

-1491 -1157 0.6 24 

-254 -657 0. 2 24 

1377 951 0. 5 24 

276 89 0 2 24 

-1408 -1094 0.6 24 

166 -869 0 2 24 

-1666 -1294 0. 7 24 

-272 -616 0.2 24 

-1650 -1260 0. 7 24 

-279 -657 0.2 24 

-1541 -1204 0.6 24 

-246 -656 0.2 24 

-1465 -1149 0.6 24 

105 191 0.2 24 

照査値

a J a ca 

0. 03 

0.01 

0.03 

0.01 

0.03 

0.01 

0.03 

0.01 

0.02 

0.01 

0.03 

0.01 

0.02 

0 01 

0.02 

0.01 

0.03 

0.02 

0 03 

0.01 

0.03 

0.01 

0.03 

0.01 

0.03 

0.01 

0.03 

0.01 

0.03 

0. 01 

0. 03 

0. 01 

0. 03 

0 01 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮 (+lu) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

399 
403 



表 4.11-138 コンクリートの曲げ軸力照査結果（③ー③断面南基礎）

断面性状 発生断面カ

検討 曲げ
地震動 部材幅 部材高 軸力

ケース 評価位置
b (mm) h (mm) 

モーメント
(kN) 

s s -D  1 東側 1800 2800 

(H+, V+) 
西側 1800 2800 

s s -D  1 東側 1800 2800 

(H+, V-) 
西側 1800 2800 

S,-D 1 
東側 1800 2800 

(H-, V+) 
西側 1800 2800 

S.-D 1 
東側 1800 2800 

(H-, V-) 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s -1  1 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s -1  2 
西側 1800 2800 

ケース①

東側 1800 2800 

S,-1 3 

西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s -1 4 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s -2  1 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s -2  2 
西側 1800 2800 

s s -3  1 東側 1800 2800 

(H+, V+) 
西側 1800 2800 

S,-3 1 
東側 1800 2800 

(H-, V+) 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース②
S,-D 1 

(H-, V+) 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース③
S.-D 1 

(H-, V+) 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース④
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース⑤
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース⑥
s s-D 1 
(H-, V+) 

西側 1800 2800 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (J)した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o）した解析ケース

(kN • m) 

-2016 -15175 

-2666 -12302 

-3012 -13655 

-2470 -13567 

-2197 -16359 

-2181 -11079 

-3847 -15398 

-2460 -10955 

1307 -9879 

-1776 -8341 

1353 -11434 

-1881 -9062 

1164 -12114 

-1941 -9359 

1327 -10710 

-1719 -9580 

1444 -12617 

-1714 -7874 

1341 -12301 

-1550 -9165 

-1138 -19490 

-1960 -10241 

-922 -15922 

2318 -16947 

-2470 -16138 

-1963 -10911 

-2345 -16410 

-2276 -11622 

-1347 -18473 

-2501 -9761 

-3770 -14847 

1703 -11767 

-3817 -15364 

1512 -11829 

圧縮 短期許容
応力度 応力度 照査値

0 c cr ca a cf a ca 
(N/mmり (N/mmり

2. 7 24 0. 12 

2. 1 24 0.09 

2.8 24 0. 12 

2.2 24 0. 10 

2 9 24 0 13 

1 9 24 0 08 

3 3 24 0 14 

1 9 24 0.08 

1 5 24 0.07 

1. 4 24 0 06 

1 7 24 0. 08 

1.5 24 0 07 

1. 7 24 0.08 

1. 6 24 0.07 

1. 6 24 0.07 

1. 6 24 0 07 

1. 8 24 o. 08 

1. 4 24 0.06 

1.8 24 0 08 

1. 5 24 0 07 

3. 1 24 o. 13 

1. 7 24 0.08 

2.5 24 0. 11 

3.0 24 0. 13 

3.0 24 0. 13 

1.8 24 0.08 

3 0 24 0 13 

1 9 24 0 08 

3 0 24 o. 13 

1 8 24 0.08 

3 2 24 0. 14 

2 1 24 0.09 

3.2 24 0. 14 

2 1 24 0.09 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

400 

404 



表 4.11-139 コンクリートの曲げ軸力照査結果（②一②断面北基礎）

断面性状 発生断面カ

検討 曲げ
地震動 部材幅 部材高 軸力

ケース 評価位置
b (mm) h (mm) 

モーメント
(kN) 

s s -D  1 東側 1800 2800 

(H+, V+) 
西側 1800 2800 

S.-D 1 
東側 1800 2800 

(H+, V-) 
西側 1800 2800 

s s -D  1 東側 1800 2800 

(H-, V+) 
西側 1800 2800 

S s-D 1 
東側 1800 2800 

(H-, V-) 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s -1 1 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s -1  2 
西側 1800 2800 

ケース①

東側 1800 2800 

S,-1 3 

西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s -1 4 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

S s -2 1 

西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

S s -2 2 

西側 1800 2800 

S,-3 1 
束側 1800 2800 

(H+, V+) 
西側 1800 2800 

s s -3  1 東側 1800 2800 

(H-, V+) 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース②
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース③
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース④
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース⑤
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース⑥
S,-3 1 

(H+, V+) 
西側 1800 2800 

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

(kN • m) 

6161 -18078 

-3719 -12234 

6446 -16440 

-4492 -15352 

7527 -18908 

-5108 -14527 

6791 -19526 

-3870 -15473 

2928 -8596 

-3198 -8872 

3570 -10959 

-4461 -10734 

3644 -11476 

-4793 -11094 

3055 -11645 

-3342 -12375 

3734 -10576 

-2812 -8207 

4363 -10857 

-3704 -10810 

3840 -19435 

-3610 -11045 

4212 -14498 

-4080 -16865 

3622 -19199 

-3308 -10836 

4087 -19310 

-3503 -11203 

5081 -19279 

-3757 -11076 

2948 -21290 

-3595 -11063 

2815 -20903 

-3296 -10857 

圧縮 短期許容
応力度 応力度 照査値

a c (Jca a cl a ca 

(N/mmり (N/mmり

3 8 24 0 16 

2.4 24 0 10 

3.6 24 0 15 

3.0 24 0. 13 

4.2 24 0 18 

3. 1 24 0. 13 

4. 1 24 0 18 

2.9 24 0. 13 

1.8 24 0.08 

1. 9 24 0.08 

2.2 24 0 10 

2.4 24 0 10 

2.3 24 0 10 

2.6 24 0. 11 

2.2 24 o. 10 

2.4 24 0 10 

2.2 24 0 10 

1. 7 24 0.08 

2.4 24 0. 10 

2.3 24 0 10 

3.3 24 0 14 

2.3 24 0 10 

2.8 24 0. 12 

3. 1 24 0 13 

3.3 24 o. 14 

2.2 24 0. 10 

3.4 24 0 15 

2.3 24 0 10 

3 6 24 0 15 

2 3 24 0 10 

3.3 24 0 14 

2 3 24 0 10 

3 3 24 0. 14 

2.2 24 0. 10 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

401 

405 



表 4.11-140 鉄筋の曲げ軸力照査結果（①一①断面南基礎）
断面性状

検討
部材幅 部材高

杭
地震動

ケース 評価位置
b (mm) h (mm) 

記号

端部 2800 
s s -D  1 

2250 S 6 

(H+, V+) 
中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 
s s -D  1 
(H+, V-) 

中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 
s s -D  1 
(H-, V+) 

中間部 2800 1800 S 5 

s s-D 1 端部
2800 2250 S 6 

(H-, V-) 
中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 

s s -1 1 
中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 

S,-1 2 

中間部 2800 1800 S 5 

ケース①

端部 2800 2250 S 6 

s s -1 3 
中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 

s s -1 4 
中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 

s s -2  1 
中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 

s s -2  2 
中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 
s s -3  1 

2250 S 6 

(H-, V+) 
中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 

ケース②
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 

ケース③
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 

ケース④
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 

ケース⑤
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 S 5 

端部 2800 2250 S 6 

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 S 5 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース

発生断ijj力 引張 短期許容

曲げ 軸力
応力度 応力度

モーメント (kN) 
6 s (I s a 

(kN • m) (N/mmり (N/mmり

-1630 928 17 600 

-403 -1640 

゜
600 

1418 -4584 17 600 

-395 -1725 

゜
600 

-1733 820 17 600 

482 -1632 

゜
600 

-1579 1275 18 600 

472 -1725 

゜
600 

-1259 190 10 600 

286 -1858 

゜
600 

-1513 570 14 600 

-665 -1815 1 600 

-1299 238 11 600 

-435 -2107 

゜
600 

-975 -535 5 600 

-307 -1988 

゜
600 

-1693 657 16 600 

-437 -1826 

゜
600 

-1346 125 11 600 

-305 -2011 

゜
600 

-1855 1214 20 600 

559 -1465 1 600 

-1484 1073 16 600 

-670 -2295 

゜
600 

-1794 1431 20 600 

-493 -1375 1 600 

-1855 1214 20 600 

-535 -1171 2 600 

-1903 1566 22 600 

564 -896 3 600 

-1852 1222 20 600 

-533 -1465 1 600 

-1791 1431 20 600 

564 -1407 1 600 

照査値

O s / o s a 

0 03 

0.00 

0.03 

0 00 

0 03 

0.00 

0.03 

0. 00 

0.02 

0.00 

0.03 

0.01 

0 02 

0 00 

0.01 

0.00 

0.03 

0 00 

0.02 

0.00 

0.04 

0.01 

0. 03 

0 00 

0 04 

0.01 

0.04 

0.01 

0.04 

0 01 

0 04 

0.01 

0.04 

0.01 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-141 鉄筋の曲げ軸力照査結果（①一①断面北基礎）
断面性状

検討
地震動 部材幅 部材高

杭
ケース 評価位置

b (mm) h (mm) 
記号

端部 2800 
s s -D  1 

2250 N6  

(H+, V+) 
中間部 2800 1800 N5  

端部 2800 s s -D  1 2250 N6  

(H+, V-) 
中間部 2800 1800 N5  

s s -D  1 端部 2800 2250 N6  

(H-, V+) 
中間部 2800 1800 N2  

s s -D  1 端部 2800 2250 NI  

(H-, V-) 
中間部 2800 1800 N2  

端部 2800 2250 N6  

s s -1  1 
中間部 2800 1800 N2  

端部 2800 2250 N6  

S s - 1 2 

中間部 2800 1800 N5  

ケース①

端部 2800 2250 N6  

s s -1  3 
中間部 2800 1800 N5  

端部 2800 2250 N6  

s s -1  4 
中間部 2800 1800 N5  

端部 2800 2250 Nl  

S s - 2 1 

中間部 2800 1800 N2  

端部 2800 2250 Nl  

S.-2 2 

中間部 2800 1800 N 2 

端部 2800 
s s -3  1 2250 N6  

(H+, V+) 
中間部 2800 1800 N2  

s s -3  1 
端部 2800 2250 N6  

(H-, V+) 
中間部 2800 1800 N5  

端部 2800 2250 N6  

ケース②
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 N2  

端部 2800 2250 N6  

ケース③
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 N2  

端部 2800 2250 N6  

ケース④
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 N2  

端部 2800 2250 N6  

ケース⑤
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 N2  

端部 2800 2250 N6  

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 2800 1800 N2  

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

発生断面カ 引張 短期許容

曲げ 軸力
応力度 応力度

モーメント (kN) 
6 s (J s a 

(kN • m) (N/mmり (N/mmり

1325 1092 16 600 

211 49 3 600 

1313 1024 15 600 

194 64 3 600 

653 340 7 600 

95 215 3 600 

704 401 7 600 

102 174 2 600 

753 653 ， 600 
76 132 2 600 

1330 1149 16 600 

177 68 3 600 

1125 1040 14 600 

211 149 4 600 

827 555 ， 600 
140 208 3 600 

-1495 -1065 7 600 

574 481 11 600 

496 445 6 600 

89 110 2 600 

607 312 6 600 

104 165 2 600 

1377 951 15 600 

276 89 4 600 

646 332 7 600 

105 178 2 600 

-1666 -1294 7 600 

153 49 2 600 

806 412 8 600 

115 243 3 600 

519 545 7 600 

106 178 2 600 

-1465 -1149 6 600 

105 191 3 600 

照査値

O s / 0 sa 

0.03 

0.01 

0.03 

0.01 

0.02 

0.01 

0.02 

0.01 

0.02 

0.01 

0.03 

0.01 

0.03 

0.01 

0.02 

0.01 

0.02 

0.02 

0.01 

0.01 

0.01 

0 01 

0.03 

0 01 

0 02 

0.01 

0.02 

0.01 

0.02 

0 01 

0. 02 

0. 01 

0. 01 

0.01 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-142 鉄筋の曲げ軸力照査結果（③一③断面南基礎）

断面性状 発生断面カ

検討
地震動 部材幅 曲げ部材高 軸力

ケース 評価位置
b (mm) h (mm) モーメント (kN) 

s s -D  1 東側 1800 2800 

(H+, V+) 
西側 1800 2800 

s s -D  1 東側 1800 2800 

(H+, V-) 
西側 1800 2800 

s s -D  1 東側 1800 2800 

(H-, V+) 
西側 1800 2800 

s s -D  1 東側 1800 2800 

(H-, V-) 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

S s-1 1 

西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s - 1 2 
西側 1800 2800 

ケース①

東側 1800 2800 

s s -1  3 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s - 1 4 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s -2  1 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s -2  2 
西側 1800 2800 

s s -3  1 東側 1800 2800 

(H+, V+) 
西側 1800 2800 

S,-3 1 
東側 1800 2800 

(H-, V+) 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース②
S,-D 1 

(H-, V+) 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース③
s s -D  1 
(H-, v+) 

西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース④
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース⑤
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース⑥
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1800 2800 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)した解析ケース

③：地盤物性のばらっきを考慮 (-lo-)した解析ケース

(kN • m) 

-3561 9651 

3232 8512 

-3876 10081 

3261 8854 

-2766 7033 

4020 11561 

-2794 6095 

3955 9865 

-1333 2951 

922 4907 

-1455 2472 

-1103 4583 

-1445 2311 

-728 5967 

-1446 3910 

698 5506 

-1393 2749 

-1089 7314 

-1447 3421 

1524 5172 

-1608 4281 

3637 11716 

-2821 11482 

3495 7422 

-2684 6801 

4265 10246 

-3108 7993 

4835 11514 

-3378 7589 

5843 10919 

-2953 8858 

-410 12439 

-2992 8819 

-365 12294 

引張 短期許容
応力度 応力度

6 s ° s a 
(N/mmり (N/mmり

73 600 

65 600 

77 600 

66 600 

54 600 

85 600 

51 600 

77 600 

24 600 

29 600 

24 600 

41 600 

23 600 

47 600 

29 600 

29 600 

24 600 

59 600 

27 600 

35 600 

32 600 

82 600 

73 600 

63 600 

53 600 

82 600 

62 600 

92 600 

62 600 

99 600 

64 600 

86 600 

64 600 

84 600 

照査値

O s / o s a 

0 13 

0. 11 

0. 13 

0 11 

0 09 

0. 15 

0 09 

0. 13 

0 04 

0.05 

0.04 

0 07 

0.04 

0.08 

0 05 

0 05 

0.04 

0 10 

0.05 

0.06 

0 06 

0 14 

0 13 

0. 11 

0.09 

0. 14 

0. 11 

0. 16 

0. 11 

0. 17 

0. 11 

0. 15 

0. 11 

0. 14 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-143 鉄筋の曲げ軸力照査結果（②一②断面北基礎）

断面性状 発生断面カ

検討
地震動 部材高 曲げ部材幅 言ケース 評価位置

b (mm) h (mm) モーメント

s s -D  1 東側 1800 2800 

(H+, V+) 
西側 1800 2800 

s s -D  1 東側 1800 2800 

(H+, V-) 
西側 1800 2800 

s s -D  1 東側 1800 2800 

(H-, V+) 
西側 1800 2800 

s s-D 1 東側 1800 2800 

(H-, V-) 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s -1  1 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s - 1 2 
西側 1800 2800 

ケース①

東側 1800 2800 

s s -1  3 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s -1 4 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s -2  1 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

s s -2  2 
西側 1800 2800 

s s -3  1 東側 1800 2800 

(H+, V+) 
西側 1800 2800 

s s -3  1 東側 1800 2800 

(H-, V+) 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース②
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース③
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース④
S S -3  1 

(H+, V+) 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース⑤
S s -3  1 

(H+, V+) 
西側 1800 2800 

東側 1800 2800 

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1800 2800 

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

(kN • m) 

-2882 6884 

8665 14214 

-2803 5641 

8595 12659 

7527 -18908 

9131 14108 

-2767 5679 

8607 12701 

-1556 2016 

3753 4439 

-2262 4748 

4837 6118 

-2323 4667 

4640 6733 

-2510 3785 

5453 6849 

-1022 1318 

5163 6500 

4378 -8632 

4635 6385 

-2393 4604 

9302 14982 

-3577 11018 

6990 10269 

-2383 4238 

9921 14847 

-2815 4305 

9634 15069 

-2479 4946 

9327 14755 

-2384 4606 

9005 14196 

-2376 4241 

9548 14037 

引張 短期許容
応力度 応力度

(j s a sa 

(N/mmり (N/mmり

56 600 

137 600 

50 600 

129 600 

60 600 

140 600 

50 600 

129 600 

22 600 

50 600 

41 600 

67 600 

41 600 

69 600 

38 600 

75 600 

14 600 

71 600 

゜
600 

67 600 

41 600 

146 600 

82 600 

104 600 

39 600 

150 600 

43 600 

149 600 

44 600 

145 600 

41 600 

140 600 

39 600 

143 600 

照査値

a s / a sa 

o. 10 

0.23 

0.09 

0.22 

0. 10 

0.24 

0 09 

0.22 

0.04 

0 09 

0.07 

o. 12 

0.07 

0. 12 

0.07 

0 13 

0 03 

0. 12 

0 00 

0 12 

0.07 

0.25 

0. 14 

0. 18 

0. 07 

0.25 

0 08 

0.25 

0.08 

0.25 

0 07 

0.24 

0.07 

0.24 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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検討
ケース

③ 

① 

④ 

① 

表 4.11-144 コンクリートの曲げ軸力に対する照査結果（①一①断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状 発生断面カ 圧縮

評価位置
杭

曲げ
応力度

地震動
部材幅 部材高 有効高 記号 軸力

モーメント
6 c 

b (mm) h (mm) d (mm) 
(kN • m) 

(kN) (N/mmり

S s - 3 1 
北ー端部

H+, V+  
2800 2250 1875 N6 -1666 -1294 0. 7 

S s-2 1 北ー中間部 2800 1800 1275 N5  574 481 0.4 

S s - 3 1 
南ー端部

H+, V+  
2800 2250 1875 S 6 -1285 -5062 1.0 

s s -3  1 
南ー中間部

H-, V+  
2800 1800 1275 S 2 -689 -2366 0. 7 

短期許容
応力度 照査値

a ca 6 c/ a ca 

(N/mmり

24 0. 03 

24 0. 02 

24 0. 05 

24 0. 03 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

検討
ケース

① 

① 

④ 

④ 

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

評価位置は図 4.11-86に示す。

地震動

S s - 1 2 

S s - 2 1 

S s - 3 1 

H+, V+  

S s - 3 1 

H+, V+  

表 4.11-145 鉄筋の曲げ軸力に対する照査結果（①ー①断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状 発生断面カ 引張

評価位置
杭 応力度

部材幅 部材高 有効高 記号 曲げモーメント 軸力 as 

b (mm) h (mm) d (mm) (kN・m) (kN) (N/mmり

北ー端部 2800 2250 1875 N6 1330 1149 16 

北ー中間部 2800 1800 1275 N2  574 481 11 

南ー端部 2800 2250 1875 S 6 -1903 1566 22 

南ー中間部 2800 1800 1275 S 5 564 -896 3 

短期許容

応力度 照査値

a sa (J S1 (Jsa 

(N/m砂

600 0. 03 

600 0.02 

600 0. 04 

600 0.01 

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

評価位置は図 4.11-86に示す。
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表 4.11-146 コンクリートの曲げ軸力に対する照査結果（②ー②断面，③一③断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状

検討
評価位置

ケース
地震動 部材幅 部材高 有効高

b (mm) h (mm) d (mm) 

① 
S s - 3 1 

北ー西側
H-, V+  

1800 2800 2375 

① 
S s-D  1 

北ー東側 1800 2800 2375 
H-, V+  

① 
S s - 3 1 

南ー西側
H-, V+  

1800 2800 2300 

① 
S s-D  1 

南ー東側 1800 2800 2300 
H-, V-

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

評価位置は図 4.11-86に示す。

発生断面カ 圧縮 短期許容

曲げ
応力度 応力度

軸力
モーメント

(J C (Jca 

(kN • m) 
(kN) (N/mmり (N/mmり

-4080 -16865 3. 1 24 

7527 -18908 4.2 24 

2318 -16947 3.0 24 

-3847 -15398 3. 3 24 

表 4.11-147 鉄筋の曲げ軸力に対する照査結果（②一②断面，③一③断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状 発生断面カ 引張 短期許容

検討
地震動 評価位置

応力度 応力度

ケース 部材幅 部材高 有効高 曲げモーメント 軸力 6 s 0 Sa 

b (mm) h (mm) d (mm) (kN・m) (kN) (N/mmり (N/mmり

② 
S s - 3 1 

H+, V+  
北ー西側 1800 2800 2375 9921 14847 150 600 

① 
S s - 3 1 

北ー東側 1800 2800 2375 -3577 11018 82 600 
H-, V+  

④ 
s s -D  1 

南ー西側 1800 2800 2300 5843 10919 99 600 
H-, V+  

① 
s s -D  1 

南ー東側 1800 2800 2300 -3876 10081 77 600 
H+, V-

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース

照査値

a cl a ca 

0. 13 

0. 18 

0. 13 

0. 14 

照査値

° s/ o sa 

0.25 

0. 14 

0. 17 

0. 13 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

評価位置は図 4.11-86に示す。
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(b) 

4.11-167にまとめる。

巻立て鉄筋コンクリート部の曲げ軸力に対する評価結果

表 4.11-148～表 4.11-163に， 2次元有効応力解析の実施ケース及び巻立て鉄筋コン

クリー ト部の曲げ軸力に対する照査値を示す。

巻立て鉄筋コンクリート部の曲げ軸力の照査値が最大となるケースを表 4.11-164～表

それぞれの照査値が最大となる時刻の断面力は巻立て鉄筋

コンクリートと同じである。それぞれの照査値が最大となる時刻の断面力を図 4.11-56 

また，評価位置図を図 4.11-87に示す。～図 4.11-71に示す。
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図 4.11-87 評価位置図（杭頭接合部）
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表 4.11-148 ①一①断面のコンクリートの曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地＼震動ス

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0.01 

H+, V- 0.01 
S s-D 1 

H-, V+  0.01 

H-, V- 0.01 

S s -1 1 0.01 

S s -1 2 0.01 

s s -1 3 0.01 

S s -1 4 0.01 

s s -2  1 0.01 

S s-2 2 0.01 

H+, V+  0.01 0.01 
S s -3 1 

H-, V+  0.01 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0.01 0.01 0.01 

⑥ 

0.01 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-149 ①一①断面のコンクリートの曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地；；～～」□□□ 曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0.01 

H+, V- 0.01 
S s-D 1 

H-, V+  0.01 

H-, V- 0. 01 

S s -1 1 0. 01 

S s -1 2 0. 01 

S s -1 3 0. 00 

S s -1 4 0.00 

S s -2 1 0.01 

S s -2 2 0.01 

H+, V+  0.01 0.01 
S s -3 1 

H-, V+  0.00 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (J)した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0.01 0.01 0.01 

⑥ 

0.01 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

409 

413 



表 4.11-150 ③ー③断面のコンクリートの曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地＼震動ス

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0. 02 

H+, V- 0. 02 
S s-D 1 

H-, V+  0.02 0.02 

H-, V- 0.03 

s s -1 1 0.01 

S s -1 2 0.02 

S s -1 3 0.02 

S s -1 4 0.02 

S s -2 1 0.02 

S s-2 2 0.02 

H+, V+  0. 03 
S s -3 1 

H-, V+  0.02 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0. 03 0.03 0.02 

⑥ 

0.03 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1o) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-151 ②一②断面のコンクリートの曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地；；一~ス 曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0.03 

H+, v- 0.02 
S s -D  1 

H-, V+  0.03 

H-, V- 0.03 

S s -1 1 0.01 

s s -1 2 0.02 

s s -1 3 0.02 

S s -1 4 0.02 

S s -2 1 0.02 

S s-2 2 0. 02 

H+, V+  0.02 0.02 
S s -3 1 

H-, V+  0.02 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0.02 0.03 0.03 

⑥ 

0.03 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

410 

414 



表 4.11-152 ①一①断面の鉄筋の曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地＼震動ス

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0.01 

H+, V- 0.01 
S s-D 1 

H-, V+  0.01 

H-, V- 0.01 

S s -1 1 0.01 

S s -1 2 0.01 

S s -1 3 0.01 

S s-1 4 0.00 

S s -2 1 0.01 

S s-2 2 0.01 

H+, V+  0.01 0.01 
S s -3 1 

H-, V+  0.01 

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮 (-16) した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0. 01 0.01 0.01 

⑥ 

0.00 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-153 ①一①断面の鉄筋の曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地＼震動ス

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0. 01 

H+, V- 0. 01 
S s-D 1 

H-, V+  0. 01 

H-, V- 0. 01 

S s -1 1 0.01 

S s -1 2 0.01 

S s -1 3 0.01 

S s-1 4 0.01 

S s -2 1 0.01 

S s-2 2 0.01 

H+, V+  0.01 0.01 
s s -3  1 

H-, V+  0.01 

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0.01 0.01 0.01 

⑥ 

0.00 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

411 

415 



表 4.11-154 ③一③断面の鉄筋の曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地＼震動ス

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0. 07 

H+, V- 0. 07 
s s -D  1 

H-, V+  0.06 0.06 

H-,V- 0.06 

S s -1 1 0.03 

S s -1 2 0.03 

S s -1 3 0.03 

S s-1 4 0.03 

S s -2 1 0.04 

S s-2 2 0.03 

H+, V+  0.06 
S s-3 1 

H-, V+  0.06 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1 (J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1(J)した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0.06 0.07 0.06 

⑥ 

0.06 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-155 ②一②断面の鉄筋の曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地：；＼～］…ロ
曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0. 10 

H+, V- 0. 09 
S s-D 1 

H-, V+  0. 10 

H-, V- 0. 09 

S s -1 1 0. 04 

S s -1 2 0. 05 

S s -1 3 0. 05 

s s -1  4 0. 06 

S s -2 1 0. 05 

S s-2 2 0. 05 

H+, V+  0. 10 0. 10 
s s -3  1 

H-, V+  0.07 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 IJ)した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 IJ)した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0. 10 0. 10 0. 10 

⑥ 

0. 10 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 IJ)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

412 
416 



表 4.11-156 コンクリートの曲げ軸力照査結果（①一①断面南基礎）
断面性状

検討 仮想
有効径

杭
ケース

地震動
評価位置 RC断面径 記号

ct,, (mm) D'(mm) 

端部 1900 
s s -D  1 1500 S 6 

(H+, V+) 
中間部 1900 1500 S 2 

端部 1900 
S,-D 1 

1500 S 6 

(H+, V-) 
中間部 1900 1500 S 2 

s s -D  1 
端部 1900 1500 S 6 

(H-, V+) 
中間部 1900 1500 S 2 

s s -D  1 
端部 1900 1500 S 6 

(H-, V-) 
中間部 1900 1500 S 2 

端部 1900 1500 S 6 

s s -1  1 
中間部 1900 1500 S 2 

端部 1900 1500 S 6 

S,-1 2 

中間部 1900 1500 S 5 

ケース①

端部 1900 1500 S 6 

s s -1  3 
中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 

s s -1  4 
中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 

s s -2  1 
中間部 1900 1500 S 2 

端部 1900 1500 S 6 

S,-2 2 

中間部 1900 1500 S 2 

S,-3 1 
端部 1900 1500 S 6 

(H+, V+) 
中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 
s s -3  1 

1500 S 6 

(H-, V+) 
中間部 1900 1500 S 2 

端部 1900 1500 S 6 

ケース②
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 

ケース③
S s-3 1 

(H+, V+) 
中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 

ケース④
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 

ケース⑤
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1900 1500 S 5 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

発生断面カ 圧縮 短期許容

曲げ
軸力

応力度 応力度

モーメント Uc O" ca 

(kN • m) 
(kN) 

(N/mmり (N/mmり

1444 -4607 0. 1 24 

-588 -2258 0. 1 24 

1418 -4584 0. 1 24 

-583 -2189 0. 1 24 

1333 -4600 0. 1 24 

501 -2173 0. 1 24 

1418 -4484 0. 1 24 

-437 -2266 0. 1 24 

1023 -3604 0. 1 24 

-273 -2072 0. 1 24 

1275 -4744 0. 1 24 

-657 -2231 0. 1 24 

1267 -4505 0. 1 24 

-440 -2210 0. 1 24 

1129 -3763 0. 1 24 

-307 -2067 0. 1 24 

1269 -3631 0. 1 24 

461 -2001 0. 1 24 

1150 -3260 0. 1 24 

-405 -2083 0. 1 24 

1219 -4691 0. 1 24 

-363 -2313 0. 1 24 

1391 -5221 0. 1 24 

-689 -2366 0. 1 24 

1094 -4956 0. 1 24 

-355 -2329 0 1 24 

1219 -4691 0 1 24 

-297 -2313 0. 1 24 

-1285 -5062 0. 1 24 

355 -2382 0. 1 24 

1238 -4744 0. 1 24 

-318 -2324 0. 1 24 

1118 -4982 0. 1 24 

-350 -2390 0. 1 24 

照査値

a cl a ca 

0 01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0 01 

0 01 

0. 01 

0.01 

0 01 

0.01 

0.01 

0 01 

0 01 

0.01 

0. 01 

0 01 

0. 01 

0 01 

0.01 

0. 01 

0. 01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0 01 

0 01 

0.01 

0. 01 

0 01 

0.01 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-157 コンクリートの曲げ軸力照査結果（①ー①断面北基礎）
断面性状

検討
地震動

仮想
有効径

杭
ケース 評価位置 RC断面径

D'(mm) 
記号

</>'(mm) 

端部 1900 
s s-D 1 

1500 N6  

(H+, V+) 
中間部 1900 1500 N2  

端部 1900 1500 N6  
s s -D  1 
(H+, V-) 

中間部 1900 1500 N2  

端部 1900 1500 N6  
s s -D  1 
(H-, V+) 

中間部 1900 1500 N5  

s s -D  1 
端部 1900 1500 N6  

(H-, V-) 
中間部 1900 1500 N5  

端部 1900 1500 N6  

s s -1 1 
中間部 1900 1500 N2  

端部 1900 1500 N6  

S,-1 2 

中間部 1900 1500 N 2 

ケース①

端部 1900 1500 Nl 

s s -1 3 
中間部 1900 1500 N2  

端部 1900 1500 Nl 

S,-1 4 

中間部 1900 1500 N2  

端部 1900 1500 N6  

s s -2  1 
中間部 1900 1500 N5  

端部 1900 1500 N6  

S s -2 2 

中間部 1900 1500 N5  

端部 1900 1500 N6  
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1900 1500 N5  

s s -3  1 
端部 1900 1500 Nl 

(H-, V+) 
中間部 1900 1500 N2  

端部 1900 1500 N6  

ケース②
S s -3  1 

(H+, V+) 
中間部 1900 1500 N5  

端部 1900 1500 N6  

ケース③
S,-3 1 

(H+, V+) 
中間部 1900 1500 N5  

端部 1900 1500 N6  

ケース④
S,-3 1 

(H+, V+) 
中間部 1900 1500 N5  

端部 1900 1500 N6  

ケース⑤
S s -3 1 

(H+, V+) 
中間部 1900 1500 N5  

端部 1900 1500 N6  

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1900 1500 N5  

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース

発生断i5カ 圧縮 短期許容

曲げ
軸力

応力度 応力度

モーメント
(kN) 

(J C a ca 

(kN • m) (N/mmり (N/mmり

-1362 -1245 0. 1 24 

68 -1025 0 0 24 

-1354 -1223 0 1 24 

88 -945 0.0 24 

-1519 -1427 0. 1 24 

-284 -867 0. 2 24 

-1438 -1402 0. 1 24 

-269 -887 0. 1 24 

-781 -750 0. 1 24 

-66 -655 0.0 24 

-1334 -1185 0. 1 24 

68 -961 0.0 24 

442 -1178 0.0 24 

-98 -682 0 0 24 

302 -892 0 0 24 

-57 -643 0 0 24 

-1117 -911 0 1 24 

574 481 0 0 24 

-1176 -1081 0. 1 24 

-210 -568 0.0 24 

-1491 -1157 0. 1 24 

-254 -657 0. 1 24 

341 -1343 0.0 24 

-133 -836 0 0 24 

-1408 -1094 0 1 24 

166 -869 0 0 24 

-1666 -1294 0 2 24 

-272 -616 0. 1 24 

-1650 -1260 0. 2 24 

-279 -657 0 1 24 

-1541 -1204 0. 1 24 

-246 -656 

゜
24 

-1465 -1149 0. 1 24 

105 191 

゜
24 

照査値

a cl a ca 

0.01 

0.00 

0.01 

0.00 

0.01 

0.01 

0 01 

0 01 

0 01 

0 00 

0.01 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.01 

0.00 

0.01 

0 00 

0.01 

0.01 

0.00 

0 00 

0. 01 

0.00 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.00 

0.01 

0.00 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-158 コンクリートの曲げ軸力照査結果（③一③断面南基礎）

断面性状 発生断面カ

検討 仮想 曲げ
地震動 有効径 軸力

ケース 評価位置 RC断面径
D'(mm) 

モーメント
(kN) <P, (mm) 

S,-D 1 
東側 1900 1500 

(H+, V+) 
西側 1900 1500 

s s -D  1 東側 1900 1500 

(H+, V-) 
西側 1900 1500 

s s -D  1 東側 1900 1500 

(H-, V+) 
西側 1900 1500 

S,-D 1 
東側 1900 1500 

(H-, V-) 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s -1 1 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s -1 2 
西側 1900 1500 

ケース①

東側 1900 1500 

s s -1 3 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s -1 4 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s -2  1 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s -2  2 
西側 1900 1500 

s s -3  1 東側 1900 1500 

(H+, V+) 
西側 1900 1500 

s s -3  1 東側 1900 1500 

(H-, V+) 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース②
S.-D 1 

(H-, V+) 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース③
s s-D 1 
(H-, V+) 

西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース④
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース⑤
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース⑥
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1900 1500 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o）した解析ケース

(kN • m) 

-2016 -15175 

-2666 -12302 

-3012 -13655 

-2470 -13567 

-2197 -16359 

-2181 -11079 

-3847 -15398 

-2460 -10955 

1307 -9879 

-1776 -8341 

1353 -11434 

-1881 -9062 

1164 -12114 

-1941 -9359 

1327 -10710 

-1719 -9580 

1444 -12617 

-1714 -7874 

1341 -12301 

-1550 -9165 

-1138 -19490 

-1960 -10241 

-922 -15922 

2318 -16947 

-2470 -16138 

-1963 -10911 

-2345 -16410 

-2276 -11622 

-1347 -18473 

-2501 -9761 

-3770 -14847 

1703 -11767 

-3817 -15364 

1512 -11829 

圧縮 短期許容
応力度 応力度 照査値

a c a ca a,/ a ca 

(N/mmり (N/mmり

0.4 24 0.02 

0. 3 24 0.02 

0.4 24 0 02 

0.3 24 0.02 

0.4 24 0 02 

0.2 24 0 01 

0.5 24 0 03 

0.2 24 0 01 

0.2 24 0.01 

0.2 24 0.01 

0. 3 24 0.02 

0 2 24 0.01 

0 3 24 0 02 

0.2 24 0.01 

0 3 24 0 02 

0 2 24 0 01 

0. 3 24 0 02 

0 2 24 0.01 

0.3 24 0.02 

0.2 24 0 01 

0.5 24 0 03 

0.2 24 0.01 

0.4 24 0.02 

0.4 24 0 02 

0.4 24 0.02 

0.2 24 0.01 

0 5 24 0 03 

0 2 24 0 01 

0. 5 24 0.03 

0.2 24 0 01 

0 4 24 o. 02 

0 3 24 0.02 

0. 5 24 0.03 

0. 3 24 0.02 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

415 

419 



表 4.11-159 コンクリートの曲げ軸力照査結果（②一②断面北基礎）

断面性状 発生断面カ

検討 仮想 曲げ
地震動 有効径 軸力

ケース 評価位置 RC断面径
D'(mm) 

モーメント
(kN) 

<I>'(mm) 

S,-D 1 
東側 1900 1500 

(H+, V+) 
西側 1900 1500 

s s -D  1 東側 1900 1500 

(H+, V-) 
西側 1900 1500 

s s -D  1 東側 1900 1500 

(H-, V+) 
西側 1900 1500 

S,-D 1 
東側 1900 1500 

(H-, V-) 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s -1 1 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s - 1 2 
西側 1900 1500 

ケース①

東側 1900 1500 

s s -1  3 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s -1 4 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s -2  1 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s -2  2 
西側 1900 1500 

s s -3  1 東側 1900 1500 

(H+, V+) 
西側 1900 1500 

S,-3 1 
東側 1900 1500 

(H-, V+) 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース②
S,-3 1 

(H+, V+) 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース③
S,-3 1 

(H+, V+) 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース④
s s - 3 1 
(H+, V+) 

西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース⑤
S s-3 1 

(H+, V+) 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース⑥
S s - 3 1 

(H+, V+) 
西側 1900 1500 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) した解析ケース

③：地盤物性のばらっきを考慮(-1 a) した解析ケース

(kN • m) 

6161 -18078 

-3719 -12234 

6446 -16440 

-4492 -15352 

7527 -18908 

-5108 -14527 

6791 -19526 

-3870 -15473 

2928 -8596 

-3198 -8872 

3570 -10959 

-4461 -10734 

3644 -11476 

-4793 -11094 

3055 -11645 

-3342 -12375 

3734 -10576 

-2812 -8207 

4363 -10857 

-3704 -10810 

3840 -19435 

-3610 -11045 

4212 -14498 

-4080 -16865 

3622 -19199 

-3308 -10836 

4087 -19310 

-3503 -11203 

5081 -19279 

-3757 -11076 

2948 -21290 

-3595 -11063 

2815 -20903 

-3296 -10857 

圧縮 短期許容
応力度 応力度 照査値

0 c 6 ca o J o ca 
(N/mmり (N/mmり

0.5 24 0 03 

0.3 24 0.02 

0 4 24 0.02 

0 4 24 0.02 

0 5 24 0 03 

0.4 24 0 02 

0 5 24 0.03 

0.4 24 0.02 

0.2 24 0.01 

0.2 24 0.01 

0.3 24 0.02 

0.3 24 0 02 

0.3 24 0.02 

0.3 24 0 02 

0.3 24 0.02 

0.3 24 0 02 

0.3 24 0 02 

0.2 24 0.01 

0.3 24 0.02 

0.3 24 o. 02 

0.4 24 0.02 

0.3 24 0.02 

0.4 24 0.02 

0.4 24 0.02 

0.4 24 0.02 

0.3 24 0 02 

0.4 24 0 02 

0.3 24 0 02 

0 5 24 0.03 

0 3 24 0.02 

0 5 24 0.03 

0. 3 24 0.02 

0.5 24 0.03 

0 3 24 0.02 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

416 
420 



表 4.11-160 鉄筋の曲げ軸力照査結果（①一①断面南基礎）
断面性状

検討
地震動

仮想
有効径

杭
ケース 評価位置 RC断面径

D'(mm) 
記号

</>, (mm) 

端部 1900 1500 S 6 
S,-D 1 

(H+, V+) 
中間部 1900 1500 S 5 

s s -D  1 
端部 1900 1500 S 6 

(H+, V-) 
中間部 1900 1500 S 5 

S,-D 1 
端部 1900 1500 S 6 

(H-, V+) 
中間部 1900 1500 S 5 

S,-D 1 
端部 1900 1500 S 6 

(H-, V-) 
中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 

S,-1 1 

中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 

S s - 1 2 

中間部 1900 1500 S 5 

ケース①

端部 1900 1500 S 6 

s s -1 3 
中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 

s s - 1 4 
中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 

s s -2  1 
中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 

S,-2 2 

中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1900 1500 S 5 

s s -3  1 
端部 1900 1500 S6 

(H-, V+) 
中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 

ケース②
S s - 3 1 

(H+, V+) 
中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 

ケース③
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 

ケース④
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 

ケース⑤
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1900 1500 S 5 

端部 1900 1500 S 6 

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1900 1500 S 5 

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

発生断i目カ 引張 短期許容

曲げ 軸力
応力度 応力度

モーメント (kN) 
(J S (J sa 

(kN • m) (N/mmり (N/mmり

ー、1630 928 2 600 

-403 -1640 

゜
600 

1418 -4584 2 600 

-395 -1725 

゜
600 

-1733 820 2 600 

482 -1632 1 600 

-1579 1275 2 600 

472 -1725 1 600 

-1259 190 1 600 

286 -1858 

゜
600 

-1513 570 1 600 

-665 -1815 

゜
600 

-1299 238 1 600 

-435 -2107 

゜
600 

-975 -535 

゜
600 

-307 -1988 

゜
600 

-1693 657 2 600 

-437 -1826 

゜
600 

-1346 125 1 600 

-305 -2011 

゜
600 

-1855 1214 2 600 

559 -1465 3 600 

-1484 1073 2 600 

-670 -2295 

゜
600 

-1794 1431 2 600 

-493 -1375 

゜
600 

-1855 1214 2 600 

-535 -1171 

゜
600 

-1903 1566 3 600 

564 -896 4 600 

-1852 1222 2 600 

-533 -1465 

゜
600 

-1791 1431 

゜
600 

564 -1407 

゜
600 

照査値

(J S ! (J sa 

0.01 

0.00 

0.01 

0.00 

0.01 

0.01 

0.01 

0. 01 

0. 01 

0 00 

0 01 

0.00 

0 01 

0 00 

0.00 

0.00 

0 01 

0.00 

0 01 

0 00 

0.01 

0.01 

0.01 

0 00 

0.01 

0.00 

0.01 

0.00 

0.01 

0.01 

0.01 

0.00 

0.00 

0.00 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

417 

421 



表 4.11-161 鉄筋の曲げ軸力照査結果（①一①断面北基礎）
断面性状

検討
地震動

仮想
有効径

杭
ケース 評価位置 RC断面径

D'(mm) 
記号

<f,'(mm) 

s s - D 1 端部 1900 1500 N6  

(H+, V+) 
中間部 1900 1500 N5  

s s -D  1 端部 1900 1500 N6  

(H+, V-) 
中間部 1900 1500 N5  

s s -D  1 端部 1900 1500 N6  

(H-, V+) 
中間部 1900 1500 N2  

s s -D  1 端部 1900 1500 Nl 

(H-, V-) 
中間部 1900 1500 N2  

端部 1900 1500 N6  

s s -1 1 
中間部 1900 1500 N2  

端部 1900 1500 N6  

s s -1 2 
中間部 1900 1500 N5  

ケース①

端部 1900 1500 N6  

s s -1 3 
中間部 1900 1500 N5  

端部 1900 1500 N6  

s s - 1 4 
中間部 1900 1500 N5  

端部 1900 1500 Nl 

s s -2  1 
中間部 1900 1500 N2  

端部 1900 1500 Nl 

s s -2  2 
中間部 1900 1500 N 2 

端部 1900 
s s -3  1 

1500 N6  

(H+, V+) 
中間部 1900 1500 N2  

s s -3  1 
端部 1900 1500 N6  

(H-, V+) 
中間部 1900 1500 N5  

端部 1900 1500 N6 

ケース②
s s -3 1 
(H+, V+) 

中間部 1900 1500 N2  

端部 1900 1500 N6  

ケース③
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1900 1500 N2  

端部 1900 1500 N6  

ケース④
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1900 1500 N 2 

端部 1900 1500 N6  

ケース⑤
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1900 1500 N2  

端部 1900 1500 N6  

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

中間部 1900 1500 N2  

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

発生断inヵ 引張 短期許容

モー曲メげント
軸力

応力度 応力度

(kN) 
6 s (J sa 

(kN • m) (N/mmり (N/mmり

1325 1092 6 600 

211 49 2 600 

1313 1024 6 600 

194 64 2 600 

653 340 3 600 

95 215 1 600 

704 401 3 600 

102 174 1 600 

753 653 4 600 

76 132 1 600 

1330 1149 6 600 

177 68 2 600 

1125 1040 5 600 

211 149 2 600 

827 555 4 600 

140 208 2 600 

-1495 -1065 

゜
600 

574 481 2 600 

496 445 2 600 

89 llO 1 600 

607 312 3 600 

104 165 1 600 

1377 951 6 600 

276 89 2 600 

646 332 3 600 

105 178 1 600 

502 426 2 600 

153 49 1 600 

806 412 4 600 

115 243 1 600 

519 545 3 600 

106 178 1 600 

502 517 

゜
600 

105 191 

゜
600 

照査値

(J S ! (J sa 

0.01 

0 01 

0 01 

0 01 

0 01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0 01 

0 01 

0 01 

0.01 

0 01 

0 00 

0 01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0 01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.01 

0.00 

0 00 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

418 

422 



表 4.11-162 鉄筋の曲げ軸力照査結果（③一③断面南基礎）

断面性状 発生断面カ

検討
地震動

仮想
有効径 曲げ 軸力

ケース 評価位置 RC断面径
D'(mm) モーメント (kN} 

</>, (mm) 

s s -D  1 東側 1900 1500 

(H+, V+) 
西側 1900 1500 

s s -D  1 東側
1900 1500 

(H+, V-) 
西側 1900 1500 

S,-D 1 
東側 1900 1500 

(H-, V+) 
西側 1900 1500 

S,-D 1 
東側 1900 1500 

(H-, V-) 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s -1  1 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s -1  2 
西側 1900 1500 

ケース①

東側 1900 1500 

s s -1  3 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s -1  4 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s -2  1 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s -2  2 
西側 1900 1500 

s s -3  1 
東側 1900 1500 

(H+, V+) 
西側 1900 1500 

s s -3  1 東側 1900 1500 

(H-, V+) 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース②
S,-D 1 

(H-, V+) 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース③
S,-D 1 

(H-, V+) 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース④
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース⑤
S,-D 1 

(H-, V+) 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース⑥
s s -D  1 
(H-, V+) 

西側 1900 1500 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

(kN • m) 

-3561 9651 

3232 8512 

-3876 10081 

3261 8854 

-2766 7033 

4020 11561 

-2794 6095 

3955 9865 

-1333 2951 

922 4907 

-1455 2472 

-1103 4583 

-1445 2311 

-728 5967 

-1446 3910 

698 5506 

-1393 2749 

-1089 7314 

-1447 3421 

1524 5172 

-1608 4281 

3637 11716 

-2821 11482 

3495 7422 

-2684 6801 

4265 10246 

-3108 7993 

4835 11514 

-3378 7589 

5843 10919 

-2953 8858 

-410 12439 

-2992 8819 

-365 12294 

引張 短期許容

応力度 応力度

6 s 0 sa 

(N/mmり (N/mmり

37 600 

26 600 

40 600 

26 600 

28 600 

33 600 

27 600 

31 600 

13 600 

11 600 

13 600 

15 600 

12 600 

16 600 

15 600 

11 600 

13 600 

21 600 

15 600 

14 600 

17 600 

32 600 

35 600 

25 600 

28 600 

32 600 

32 600 

36 600 

33 600 

39 600 

32 600 

29 600 

32 600 

28 600 

照査値

a sla sa 

0 07 

0.05 

0.07 

0.05 

0 05 

0 06 

0.05 

0 06 

0 03 

0.02 

0.03 

0 03 

0 02 

0.03 

0.03 

0 02 

o. 03 

0. 04 

0 03 

0.03 

0 03 

0.06 

0 06 

0.05 

0 05 

0.06 

0 06 

0.06 

0.06 

0.07 

0.06 

0.05 

0.06 

0.05 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

419 

423 



表 4.11-163 鉄筋の曲げ軸力照査結果（②一②断面北基礎）

断面性状 発生断面カ

検討 仮想 曲げ地震動 有効径 軸力
ケース 評価位置 RC断面径 D'(mm) モーメント (kN) 

</>'(mm) 

S,-D 1 
東側 1900 1500 

(H+, V+) 
西側 1900 1500 

s s -D  1 東側 1900 1500 

(H+, V-) 
西側 1900 1500 

s s -D  1 東側 1900 1500 

(H-, V+) 
西側 1900 1500 

s s-D 1 東側 1900 1500 

(H-, V-) 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s -1  1 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

S,-1 2 

西側 1900 1500 

ケース①

東側 1900 1500 

s s -1 3 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

S s -1 4 

西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

s s -2  1 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

S,-2 2 

西側 1900 1500 

S,-3 1 
東側 1900 1500 

(H+, V+) 
西側 1900 1500 

s s -3  1 東側 1900 1500 

(H-, V+) 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース②
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース③
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース④
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース⑤
S,-3 1 

(H+, V+) 
西側 1900 1500 

東側 1900 1500 

ケース⑥
s s -3  1 
(H+, V+) 

西側 1900 1500 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (J)した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

(kN • m) 

-2882 6884 

8665 14214 

-2803 5641 

8595 12659 

7527 -18908 

9131 14108 

-2767 5679 

8607 12701 

-1556 2016 

3753 4439 

-2262 4748 

4837 6118 

-2323 4667 

4640 6733 

-2510 3785 

5453 6849 

-1022 1318 

5163 6500 

4378 -8632 

4635 6385 

-2393 4604 

9302 14982 

-3577 11018 

6990 10269 

-2383 4238 

9921 14847 

-2815 4305 

9634 15069 

-2479 4946 

9327 14755 

-2384 4606 

9005 14196 

-2376 4241 

9548 14037 

引張 短期許容
応力度 応力度

(J S cr sa 

(N/mmり (N/mmり

21 600 

55 600 

19 600 

52 600 

23 600 

56 600 

19 600 

52 600 

， 600 
21 600 

16 600 

27 600 

16 600 

28 600 

15 600 

31 600 

6 600 

29 600 

゜
600 

27 600 

16 600 

58 600 

30 600 

42 600 

16 600 

60 600 

17 600 

60 600 

17 600 

58 600 

16 600 

56 600 

16 600 

58 600 

照査値

(J S ! (Jsa 

0.04 

0. 10 

0.04 

0.09 

0 04 

0 10 

0.04 

0.09 

0.02 

0 04 

0 03 

0 05 

0.03 

o. 05 

0.03 

0 06 

0.01 

0.05 

o. 00 

0. 05 

0 03 

0. 10 

0 05 

0. 07 

0 03 

0. 10 

0 03 

0 10 

0.03 

0. 10 

0.03 

0. 10 

0.03 

0. 10 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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検討

ケース

③ 

① 

④ 

① 

表 4.11-164 コンクリートの曲げ軸力に対する照査結果（①一①断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状 発生断面カ 圧縮

評価位置
杭

曲げ
応力度

地震動
部材幅 部材高 有効高 記号 軸力

モーメント
(J C 

b (mm) h (mm) d (mm) 
(kN • m) 

(kN) (N/mmり

S s - 3 1 
北ー端部

H+, V+  
2800 2250 1875 N6  -1666 -1294 0. 2 

s s -D  1 
北ー中間部

H-, V+  
2800 1800 1275 N5  -284 -867 0.2 

S s-3 1 
南ー端部

H+, V+  
2800 2250 1875 S 6 -1285 -5062 0. 1 

S s - 3 1 
南ー中間部

H-, v+  
2800 1800 1275 S 2 -689 -2366 0. 1 

短期許容

応力度 照査値

a ca 6 e/ a ca 

(N/mmり

24 0. 01 

24 0. 01 

24 0.01 

24 0. 01 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

検討
ケース

① 

① 

④ 

④ 

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

評価位置は図 4.11-87に示す。

地震動

S s-1 2 

S s - 3 1 

H-, V+  

S s-3 1 

H+, V+  

S s - 3 1 

H+, V+  

表 4.11-165 鉄筋の曲げ軸力に対する照査結果（①一①断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状 発生断面カ 引張

評価位置
杭 応力度

部材幅 部材高 有効高 記号 曲げモールト 軸力 (J s 
b (mm) h (mm) d (mm) (kN・m) (kN) (N/mmり

北ー端部 2800 2250 1875 N6  1330 1149 6 

北ー中間部 2800 1800 1275 N5  276 89 2 

南ー端部 2800 2250 1875 S 6 -1903 1566 3 

南ー中間部 2800 1800 1275 S 5 564 -896 4 

短期許容

応力度 照査値

(Jsa a sl a sa 

(N/mmり

600 0. 01 

600 0. 01 

600 0.01 

600 0.01 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

評価位置は図 4.11-87に示す。
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表 4.11-166 コンクリートの曲げ軸力に対する照査結果（②一②断面，③一③断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状 発生断面カ 圧縮 短期許容

検討
地震動 評価位置 曲げ

応力度 応力度

ケース 部材幅 部材高 有効高
モーメント

軸力 (J C a ca 
b (mm) h (mm) d (mm) 

(kN • m) 
(kN) (N/mmり (N/rnrnり

① 
S s-3 1 

H-, V+  
北ー西側 1800 2800 2375 -4080 -16865 0.4 24 

① 
s s -D  1 

北ー東側 1800 2800 2375 6791 -19526 0. 5 24 
H-, V-

① 
S s - 3 1 

南ー西側 1800 2800 2300 2318 -16947 0.4 24 
H-, V+  

① 
S s - 3 1 

H+, V+  
南ー東側 1800 2800 2300 -1138 -19490 0.5 24 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

評価位置は図 4.11-87に示す。

表 4.11-167 鉄筋の曲げ軸力に対する照査結果（②ー②断面，③ー③断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状 発生断面カ 引張 短期許容

検討
地震動 評価位置

応力度 応力度

ケース 部材幅 部材高 有効高 曲げモーメント 軸力 a s a sa 
b (mm) h (mm) d (mm) (kN・m) (kN) (N/mmり (N/mmり

② 
S s - 3 1 

H+, V+  
北ー西側 1800 2800 2375 9921 14847 60 600 

① 
S s - 3 1 

H-, V+  
北ー東側 1800 2800 2375 -3577 11018 30 600 

④ 
s s -D  1 
H-, V+  

南ー西側 1800 2800 2300 5843 10919 39 600 

① 
S s-D  1 

H+, V-
南ー東側 1800 2800 2300 -3876 10081 40 600 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース

照査値

(Jcl(Jca 

0.02 

0.03 

0. 02 

0.03 

照査値

O s/ o sa 

0. 10 

0.05 

0.07 

0.07 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

評価位置は図 4.11-87に示す。
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(c) 概略配筋図

評価結果で決定された配筋を図 4.11-88, 図 4.11-89に示す。

図 4.11-88 鋼管杭頭部（仮想RC断面）

図 4.11-89 巻立て鉄筋コンクリート部（仮想RC断面）
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e. 頂版鉄筋コンクリート

(a) 曲げ軸力に対する評価結果

表 4.11-168～表 4.11-183に， 2次元元有効応力解析の実施ケース及び頂版鉄筋コン

クリートの曲げ軸力，及び鉄筋の曲げ軸力に対する照査値を示す。

頂版鉄筋コンクリートの曲げ軸力及び鉄筋の曲げ軸力に対する照査値が最大となるケ

ースを表 4.11-184～表 4.11-187にまとめ，それぞれの照査値が最大となる時刻の断面

また，評価位置図を図 4.11-90に示す。力を図 4.11-91～図 4.11-102に示す。

南基礎
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図 4.11-90 評価位置図（頂版鉄筋コンクリート）
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表 4.11-168 ①一①断面のコンクリートの曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地＼震動ス

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0.03 

H+, V- 0.04 
S s -D  1 

H-,v+ 0.04 

H-, V- 0.04 

S s - 1 1 0.02 

S s - 1 2 0. 03 

S s - 1 3 0.03 

S s - 1 4 0. 02 

S s - 2 1 0.04 

S s - 2 2 0.03 

H+, V+  0. 05 0.05 
S s - 3 1 

H-, V+  0. 03 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(j)した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1a) した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0. 05 0.05 0.05 

⑥ 

0.05 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (j)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-169 ①一①断面のコンクリートの曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地：：～へ9門□ 曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0. 06 

H+, V- 0. 05 
S s -D  1 

H-, V+  0. 05 

H-, V- 0.05 

s s -1 1 0. 03 

S s-1 2 0.05 

s s -1 3 0. 05 

S s-1 4 0.04 

S s - 2 1 0.05 

S s-2 2 0.03 

H+, V+  0. 05 0.05 
S s - 3 1 

H-, V+  0. 07 

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0. 05 0.05 0.05 

⑥ 

0.05 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-170 ③ー③断面のコンクリートの曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地；：＼～～竺り口
曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0.23 

H+, V- 0.20 
S s-D 1 

H-, V+  0.23 0.23 

H-,V- 0.24 

S s -1 1 0. 15 

S s -1 2 0. 15 

S s -1 3 0. 15 

S s -1 4 0. 16 

S s -2 1 0. 15 

S s-2 2 0. 15 

H+, V+  0.26 
S s -3 1 

H-, V+  0.28 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 16) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1u) した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0.23 0.24 0.23 

⑥ 

0.23 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-171 ②一②断面のコンクリートの曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地；；～～~ス 曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0.24 

H+, V- 0.26 
S s-D 1 

H-, V+  0.25 

H-, V- 0.25 

S s -1 1 0. 14 

S s -1 2 0. 19 

S s -1 3 0. 19 

S s -1 4 0. 19 

S s -2 1 0. 14 

S s-2 2 0. 18 

H+, V+  0. 27 0.26 
S s -3 1 

H-, V+  0.30 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(Y)した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (Y)した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0.27 0.27 0.27 

⑥ 

0. 26 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (Y)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-172 ①ー①断面の鉄筋の曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地：：～～～りり口 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0.06 

H+, V- 0.06 
S s-D 1 

H-, V+  0.05 

H-, V- 0. 05 

S s -1 1 0.03 

S s -1 2 0.04 

S s -1 3 0.03 

S s-1 4 0.02 

S s -2 1 0.05 

S s-2 2 0.04 

H+, V+  0. 06 0.05 
S s -3 1 

H-, V+  0. 06 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0. 06 0.06 0.06 

⑥ 

0.05 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-173 ①一①断面の鉄筋の曲げ軸力に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地＼震動ス

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② 

H+, V+  0.07 

H+, V- 0.07 
S s-D 1 

H-, V+  0.08 

H-, V- 0.08 

S s -1 1 0. 05 

S s-1 2 0.06 

S s -1 3 0. 05 

S s-1 4 0.03 

S s -2 1 0. 06 

S s-2 2 0.05 

H+, V+  0. 10 0. 10 
S s-3 1 

H-, V+  0.07 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1(J)した解析ケース

③ ④ ⑤ 

0. 11 0. 11 0. 11 

⑥ 

0. 10 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

427 

431 



表 4.11-174 ③ ー③断面 の鉄筋の曲げ軸力に対する検討ケー スと照査値（南 基礎）

地::¥¥’□□□ 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+ 0. 52 

H+, V- 0. 51 
s s -D 1 

H-, V+ 0. 59 0. 59 0. 59 0. 60 0. 61 0.61 

H-, V-1 □直可渾討ケrー-ス （追而）-~------ -----→ 
0. 62 

• 1 1 0. 31 

-1 2 0. 32 

-1 3 0. 34 

• 1 4 0. 29 

-2 1 0. 37 

-2 2 0. 37 

H+, V+ 0. 60 
s s -3  1 

H-, V+ 0. 48 

注記 ①

②

③

④

⑤

⑥

 

原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮（＋la) した解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮 （＋la)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-175 ② ー②断面の鉄筋の曲げ軸力に対する検討ケー スと照査値（北基礎）

地；；～～］□□□ 曲げ軸力照査（鉄筋曲 げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  0. 72 

H+, V- 0. 69 
S s -D 1 

H-, V+ 0. 77 

H-, V- 0. 69 

S s - 1 1 0. 31 

S s - 1 2 0. 37 

S s - 1 3 0. 41 

S s - 1 4 0. 38 

S s - 2 1 0. 50 

S s - 2 2 0. 38 

H+, V+ 0. 77 0. 75 0. 78 0. 78 0. 73 0. 71 
S s - 3 1 

H-, V+  0. 71 

注記 ①

②

③

④

⑤

⑥

 

原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮 （＋la)した解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮 (-1 o）した解析ケース

敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮（＋la) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-176 ::rンクリートの曲げ軸力照査結果（①ー①断面南基礎）
断面性状 発生断面カ 圧縮 短期許容

検討
部材幅 部材高

鉄筋仕様 曲げ
軸力

有効高 応力度 応力度

ケース
地震動

（引張鉄筋） モーメント d (mm) 6 c CJ ca 
b (mm) h (mm) 

(kN • m) 
(kN) 

(N/mmり (N/mmり
s s-D  1 

20500 5040 
（上） D38@214(2段）

43490 -16557 4783 0. 7 24 
(H+, V+) （下） D35@150(2段）

s s -D  1 
20500 5040 

（上） D38@214(2段）
45102 -18411 4783 0 8 24 

(H+, V-) （下） D35@150(2段）

s s-D  1 
20500 5040 

（上） D38@214(2段）
51467 -17708 4783 0.9 24 

(H-, V+) （下） D35@150(2段）

s s -D  1 
20500 5040 

（上） D38@214(2段）
51144 -17621 4783 0.9 24 

(H-, V-) （下） D35@150(2段）

S s - 1 1 20500 5040 
（上） D38@214(2段）

24202 -13573 4783 0.4 24 
（下） D35@150(2段）

s s -1  2 20500 5040 
（上） D38@214(2段）

30990 -15715 4783 0.5 24 
（下） D35@150(2段）

ケース①
（上） D38R214(2段）

S s - 1 3 20500 5040 
（下） D35@150(2段）

31718 -16143 4783 0.5 24 

S s-1 4 20500 5040 
（上） D38@214(2段）

-18218 -7409 4560 0.3 24 
（下） D35@150(2段）

S s-2 1 20500 5040 
（上） D38@214(2段）

45072 -15995 4783 0.8 24 
（下） D35@150(2段）

S s-2 2 20500 5040 
（上） D38@214(2段）

33016 -14902 4783 0.6 24 
（下） D35@150(2段）

S s-3 1 
20500 5040 

（上） D38@214(2段）
61181 -20342 4783 1. 1 24 

(H+, V+) （下） D35@150(2段）

S s-3 1 
20500 5040 

（上） D38@214(2段）
40505 -20042 4783 0. 7 24 

(H-, V+) （下） D35@150(2段）

ケース②
S s-3 1 

20500 5040 
（上） D38@214(2段）

59375 -20796 4783 1.0 24 
(H+, V+) （下） D35@150(2段）

ケース③
s s -3  1 

20500 5040 
（上） D38@214(2段）

61844 -20565 4783 1. 1 24 
(H+, V+) （下） D35@150(2段）

ケース④
s s -3  1 

20500 5040 
（上） D38@214(2段）

64345 -21192 4783 1 1 24 
(H+, V+) （下） D35@150(2段）

ケース⑤
s s -3  1 

20500 5040 
（上） D38@214(2段）

61108 -20401 4783 1. 1 24 
(H+, V+) （下） D35@150(2段）

ケース⑥
s s -3  1 

20500 5040 
（上） D38@214(2段）

59313 -20778 4783 1 0 24 
(H+, V+) （下） D35@150(2段）

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮 (-1a) した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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照査値

6 e/ o ca 

0.03 

0.04 

0.04 

0.04 

0.02 

0.03 

0.03 

0.02 

0.04 

0.03 

0.05 

0.03 

0.05 

0.05 

0.05 

0.05 

0.05 
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表 4.11-177 コンクリートの曲げ軸力照査結果（①一①断面北基礎）
断面性状 発生断面カ 庄縮 短期許容

検討
部材幅 部材嵩

鉄筋仕様 曲げ
軸力

有効高 応力度 応力度

ケース
地震動

（引張鉄筋） モーメント d (mm) a C <J ca 
b (mm) h (mm) 

(kN • m) 
(kN) 

(N／皿l2) (N/mmり
s s -D  1 

21200 5040 
（上） D38@214(2段）

79347 -41334 4783 1 3 24 
(H+, V+) （下） D35@150(2段）

s s -D  1 
21200 5040 

（上） D38@214(2段）
74160 -39755 4783 1 2 24 

(H+, V-) （下） D35@150(2段）

s s -D  1 
21200 5040 

（上） D38@214(2段）
61401 -32669 4783 1.0 24 

(H-, V+) （下） D35@150 (2段）

S.-D 1 
21200 5040 

（上） D38@214(2段）
65182 -38824 4783 1. 1 24 

(H-, V-) （下） D35@150(2段）

s s -1  1 21200 5040 （上） D38@214(2段） 38239 -30070 4783 0. 7 24 
（下） D35@150(2段）

S s-1 2 21200 5040 
（上） D38@214(2段）

71791 -39953 4783 1.2 24 
（下） D35@150 (2段）

ケース①
（上） D38@214(2段）

S.-1 3 21200 5040 
（下） D35@150 (2段）

67298 -39446 4783 1. 1 24 

S s-1 4 21200 5040 
（上） D38@214(2段）

49107 -32823 4783 0.8 24 
（下） D35@150 (2段）

S s-2 1 21200 5040 
（上） D38@214(2段）

58828 -33019 4783 1.0 24 
（下） D35@150(2段）

S s-2 2 21200 5040 
（上） D38@214(2段）

42663 -30085 4783 0. 7 24 
（下） D35@150(2段）

S s - 3 1 
21200 5040 

（上） D38@214(2段）
59326 -35176 4783 1.0 24 

(H+, V+) （下） D35@150(2段）

S s - 3 1 
21200 5040 

（上） D38@214(2段）
89722 -42852 4783 1. 5 24 

(H-, V+) （下） D35@150(2段）

ケース②
s s -3  1 

21200 5040 
（上） D38@214(2段）

57854 -35084 4783 1.0 24 
(H+, V+) （下） D35@150(2段）

ケース③
s s -3  1 

21200 5040 
（上） D38@214(2段）

60460 -34852 4783 1.0 24 
(H+, V+) （下） D35@150(2段）

ケース④
s s -3  1 

21200 5040 
（上） D38@214(2段）

68996 -37911 4783 1. 2 24 
(H+, V+) （下） D35@150(2段）

ケース⑤
s s -3  1 

21200 5040 
（上） D38@214(2段）

59822 -35402 4783 1.0 24 
(H+, V+) （下） D35@150(2段）

ケース⑥
S s-3 1 

21200 5040 
（上） D38@214(2段）

57464 -34972 4783 1.0 24 
(H+, V+) （下） D35@150(2段）

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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照査値

(J C! (Jca 

0 06 

0.05 

0.05 

0.05 

0.03 

0.05 

0.05 

0.04 

0.05 

0.03 

0 05 

0.07 

0.05 

0.05 

0.05 

0.05 

0.05 
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表 4.11-178 コンクリートの曲げ軸力照査結果（③一③断面南基礎）

断面性状

検討
地震動 部材幅 部材高

鉄筋仕様
ケース 評価位置

b (mm) h (mm) 
（引張鉄筋）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -D  1 （下） D51@180(2段）

(H+, V+) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -D  1 （下） D51@180(2段）

(H+, V-) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -D  1 （下） D51@180(2段）

(H-, V+) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -D  1 （下） D51@180(2段）
(H-, V-) 

東側 15500 5040 
(1:) D51@300 (7段）
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）s s -1 1 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5(2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）s s -1  2 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 

ケース①
（下） D51@176.5(2段）

（上） D51@300(2段）
西側 15500 5040 

（下） D51@180(2段）
s s - 1 3 

（上） D51@300(7段）
東側 15500 5040 

（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）s s - 1 4 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）s s -2  1 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）

s s -2  2 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5(2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -3  1 （下） D51@180(2段）

(H+, V+) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -3  1 （下） D51@180(2段）

(H-, v+) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース②
Ss-Dl （下） D51@180(2段）

(H-, V+) （上） D51@300(7段）
東側 15500 5040 

（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース③
Ss-D1 （下） D51@180(2段）
(H-, V+) （上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース④
Ss-D1 （下） D51@180(2段）
(H-, V+) （上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース⑤
Ss-Dl （下） D51@180(2段）
(H-, V+) （上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース⑥
Ss-Dl （下） D51@180(2段）

(H-, V+) （上） D51@300(7段）
東側 15500 5040 

（下） D51@1765 (2段）

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

卒生断面カ 圧縮

曲げ
軸力

有効高 応力度

モーメント
(kN) 

d (mm) 6 c 

(kN • m) (N/mmり

287400 -9415 4740 5.4 

307446 12565 4740 5. 1 

257453 -774 4740 4.8 

301358 9717 4740 4. 7 

-196676 -11646 4515 4 2 

352330 11984 4740 5.5 

-231454 -2903 4515 4.9 

355200 12199 4740 5.6 

188383 -8151 4740 3.6 

172925 4150 4740 2. 7 

181172 -7601 4740 3.4 

188913 1959 4740 3. 0 

190167 -7164 4740 3.6 

208598 3582 4740 3.3 

202169 -1931 4740 3 8 

178891 2101 4740 2. 8 

171644 -7555 4740 3. 3 

226640 3721 4740 3.6 

173504 -5152 4740 3.3 

225057 5085 4740 3.5 

-230331 -12186 4515 5.0 

366563 10306 4740 6.2 

359582 7638 4740 6 5 

290312 6995 4740 4 6 

-197932 -10693 4515 4. 3 

352884 12122 4740 5. 5 

-201554 -12425 4515 4 4 

352259 12378 4740 5 5 

223367 -5846 4740 4. 2 

362472 11867 4740 5. 7 

-241280 -8405 4515 5.2 

343895 15405 4740 5. 3 

-241741 -7697 4515 5.2 

349856 15711 4740 5 4 

短期許容
応力度 照査値

a ca 6 c/ a ca 

(N/mmり

24 0.23 

24 0.22 

24 0 20 

24 0.20 

24 0. 18 

24 0.23 

24 0.21 

24 0.24 

24 0. 15 

24 0 12 

24 0. 15 

24 0. 13 

24 0. 15 

24 0. 14 

24 0. 16 

24 0. 12 

24 0. 14 

24 0 15 

24 0. 14 

24 0. 15 

24 0. 21 

24 0.26 

24 0.28 

24 0.20 

24 0. 18 

24 0.23 

24 0. 19 

24 0.23 

24 0. 18 

24 0.24 

24 0.22 

24 0.23 

24 0.22 

24 0.23 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

鉄筋仕様（引張鉄筋）において，東側： （上） D51@300(7段）及び西側： （下） D51@180(2段）はSD685とする。
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表 4.11-179 ::rンクリートの曲げ軸力照査結果（②ー②断面北基礎）

断面性状

検討
部材幅 部材高

鉄筋仕様
ケース

地震動
評価位置 （引張鉄筋）

b (mm) h (mm) 

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -D  1 （下） D51@180(2段）

(H+, V+) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@176.5(2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s - D 1 （下） D51@180(2段）

(H+, V-) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -D  1 （下） D51@180(2段）

(H-, V+) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -D  1 （下） D51@180(2段）

(H-, V-) 
東側 15500 5040 

(I:) D51@300 (7段）
（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）

s s - 1 1 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）

s s - 1 2 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@1765 (2段）

ケース①
（上） D51@300(2段）

西側 15500 5040 
（下） D51@180(2段）

s s -1  3 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）

s s - 1 4 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5(2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）

s s -2  1 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5(2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）

s s -2  2 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5(2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -3  1 （下） D51@180(2段）

(H+, V+) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -3  1 （下） D51@180(2段）

(H-, V+) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース②
S s -3 I （下） D51@180(2段）

(H+, V+) （上） D51@300(7段）
東側 15500 5040 

（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース③
S s -3 1 （下） D51@180(2段）
(H+, V+) （上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース④
S s -3 1 （下） D51@180(2段）
(H+, V+) （上） D51@300(7段）

束側 15500 5040 
（下） D51@176.5(2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース⑤
Ss-31 （下） D51@180(2段）
(H+, V+) （上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース⑥
S s -3 1 （下） D51@180(2段）

(H+, V+) （上） D51@300(7段）
東側 15500 5040 

（下） D51@176.5 (2段）

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 16) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o) した解析ケース

発生断iiiカ 圧縮

曲げ
軸力

有効高 応力度

モーメント d (mm) (J C 

(kN • m) 
(kN) 

(N/mmり

301213 -4476 4740 5 6 

338812 1545 4740 5.4 

319393 -19117 4740 6. 1 

335587 312 4740 5.3 

308995 -12284 4740 5.9 

361774 -1696 4740 5.8 

306391 -13339 4740 5.8 

363909 702 4740 5 8 

163284 -15850 4740 3 2 

151963 -3015 4740 2 5 

235403 -16473 4740 4 5 

185591 -1194 4740 3.0 

231446 -14307 4740 4.4 

198550 -1236 4740 3. 2 

231884 -15283 4740 4 4 

204166 -2659 4740 3.3 

163666 -12102 4740 3. 2 

205609 -649 4740 3. 3 

210985 -20019 4740 4. 1 

184965 -1884 4740 3.0 

-263962 10132 4515 5. 5 

403565 7316 4740 6.4 

386495 -8641 4740 7. 2 

277385 -922 4740 4.4 

-258767 10178 4515 5.4 

394957 7206 4740 6.2 

-267399 11242 4515 5. 5 

407328 7233 4740 6 4 

-265017 10716 4515 5. 5 

397483 6072 4740 6.3 

-250139 9655 4515 5.2 

399169 7439 4740 6.3 

-242562 9640 4515 5.0 

390735 7551 4740 6.2 

短期許容
応力度 照査値

a ca 6 J o ca 
(N/mmり

24 0.24 

24 0.23 

24 0.26 

24 0 23 

24 0 25 

24 0 25 

24 0.25 

24 0.25 

24 0. 14 

24 0. 11 

24 0. 19 

24 0. 13 

24 0 19 

24 0. 14 

24 0 19 

24 0 14 

24 0 14 

24 0 14 

24 0. 18 

24 0. 13 

24 0.23 

24 0.27 

24 0. 30 

24 0. 19 

24 0.23 

24 0.26 

24 0.23 

24 0 27 

24 0 23 

24 0.27 

24 0 22 

24 0 27 

24 0.21 

24 0 26 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

鉄筋仕様（引張鉄筋）において，東側： （上） D51@300(7段）及び西側： （下） D51@180(2段）はSD685とする。
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表 4.11-180 鉄筋の曲げ軸力照査結果（①一①断面南基礎）

断面性状

検討
地震動 部材幅 部材高

鉄筋仕様
ケース

b (mm) h (mm) 
（引張鉄筋）

S 5-D 1 
20500 5040 

（上） D38@214(2段）

(H+, V+) （下） D35@150(2段）

s s -D  1 
20500 5040 

（上） D38@214(2段）

(H+, V-) （下） D35@150(2段）

S 5-D 1 
20500 5040 

（上） D38@214(2段）

(H-, V+) （下） D35@150(2段）

s s -D  1 
20500 5040 

（上） D38@214(2段）

(H-, V-) （下） D35@150(2段）

S s-1 1 20500 5040 
（上） D38@214(2段）
（下） D35@150(2段）

S.-1 2 20500 5040 
（上） D38@214(2段）
（下） D35@150(2段）

ケース①
（上） D38@214(2段）

S s-1 3 20500 5040 
（下） D35@150(2段）

S s-1 4 20500 5040 
（上） D38@214(2段）
（下） D35@150(2段）

S s-2 1 20500 5040 
（上） D38@214(2段）
（下） D35@150(2段）

S s-2 2 20500 5040 
（上） D38@214(2段）
（下） D35@150(2段）

s s -3  1 
20500 5040 

（上） D38@214(2段）

(H+, V+) （下） D35@150(2段）

S s-3 1 
20500 5040 

（上） D38@214(2段）

(H-, V+) （下） D35@150(2段）

ケース②
s s -3  1 

20500 5040 
（上） D38@214(2段）

(H+, V+) （下） D35@150(2段）

ケース③
s s -3  1 

20500 5040 
（上） D38@214(2段）

(H+, V+) （下） D35@150(2段）

ケース④
s s -3  1 

20500 5040 
（上） D38@214(2段）

(H+, V+) （下） D35@150(2段）

ケース⑤
S s -3 1 

20500 5040 
（上） D38@214(2段）

(H+, V+) （下） D35@150(2段）

ケース⑥
S s-3 1 

20500 5040 
（上） D38@214(2段）

(H+, V+) （下） D35@150(2段）

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮 (+lu) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 CJ)した解析ケース

発生断面カ 引張

曲げ 軸力
有効高 応力度

モーメント (kN) 
d (mm) (J s 

(kN • m) (N/mmり

-17913 1785 4560 23 

-17781 2505 4560 25 

-17385 365 4560 19 

49937 -16413 4783 18 

-13184 -2430 4560 ， 
-13788 33 4560 15 

-13507 -1114 4560 12 

-14685 -4053 4560 7 

-17087 275 4560 19 

-19031 -1993 4560 16 

58731 -18374 4783 23 

-14238 3727 4560 24 

-13242 639 4560 21 

59768 -18759 4783 23 

60755 -18190 4783 24 

58645 -18389 4783 22 

56303 -18223 4783 21 

短期許容
応力度 照査値

(Jsa a sl a Sa 

(N/mmり

435 0.06 

435 0.06 

435 0.05 

435 0.05 

435 0.03 

435 0. 04 

435 0. 03 

435 0. 02 

435 0.05 

435 0.04 

435 0.06 

435 0.06 

435 0.05 

435 0.06 

435 0.06 

435 0.06 

435 0.05 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1CJ)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-181 鉄筋の曲げ軸力照査結果（①一①断面北基礎）

断面性状

検討
地震動 部材幅 部材高

鉄筋仕様
ケース

b (mm) h (mm) 
（引張鉄筋）

S 5-D 1 
21200 5040 

（上） D38@214(2段）

(H+, V+) （下） D35@150(2段）

s s -D  1 
21200 5040 

（上） D38@214(2段）

(H+, V-) （下） D35@150(2段）

s s -D  1 
21200 5040 

（上） D38@214(2段）

(H-, V+) （下） D35@150(2段）

S 5-D 1 
21200 5040 

（上） D38@214(2段）

(H-, V-) （下） D35@150(2段）

S s - 1 1 21200 5040 
（上） D38@214(2段）
（下） D35@150(2段）

S s-1 2 21200 5040 
（上） D38@214(2段）

（下） D35@150 (2段）
ケース①

（上） D38@214(2段）
S s-1 3 21200 5040 

（下） D35@150 (2段）

s s -1  4 21200 5040 
（上） D38@214(2段）

（下） D35@150(2段）

S s-2 1 21200 5040 
（上） D38@214(2段）
（下） D35@150(2段）

S.-2 2 21200 5040 
（上） D38@214(2段）
（下） D35@150(2段）

s s -3  1 
21200 5040 

（上） D38@214(2段）

(H+, V+) （下） D35@150 (2段）

s s -3  1 
21200 5040 

（上） D38@214(2段）

(H-, V+) （下） D35@150 (2段）

ケース②
s s -3  1 

21200 5040 
（上） D38@214(2段）

(H+, V+) （下） D35@150(2段）

ケース③
s s -3  1 

21200 5040 
（上） D38@214(2段）

(H+, V+) （下） D35@150(2段）

ケース④
s s -3  1 

21200 5040 
（上） D38@214(2段）

(H+, V+) （下） D35@150(2段）

ケース⑤
s s -3  1 

21200 5040 
（上） D38@214(2段）

(H+, V+) （下） D35@150(2段）

ケース⑥
s s -3  1 

21200 5040 
（上） D38@214(2段）

(H+, V+) （下） D35@150 (2段）

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

発生断面カ 引張

曲げ 軸力
有効高 応力度

モーメント (kN) 
d (mm) 6 s 

(kN • m) (N/mmり

-27303 83 4560 29 

-22159 2670 4560 30 

-22264 4212 4560 33 

-22287 4081 4560 33 

-17106 -317 4560 18 

-24045 -1354 4560 23 

-19114 1335 4560 19 

-13839 -472 4560 11 

-27996 -1826 4560 26 

-22418 -2506 4560 18 

-27685 6120 4560 43 

-23739 1656 4560 29 

-26000 6232 4560 42 

-29401 6716 4560 47 

-29208 6611 4560 46 

-28188 6134 4560 44 

-26727 6119 4560 42 

短期許容

応力度

a sa 

(N/mmり

435 

435 

435 

435 

435 

435 

435 

435 

435 

435 

435 

435 

435 

435 

435 

435 

435 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1o) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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照査値

6 s / 6 s a 

0.07 

0.07 

0.08 

0.08 

0.05 

0.06 

0.05 

0.03 

0.06 

0.05 

0. 10 

0. 07 

0. 10 

0. 11 

0. 11 

0. 11 

0 10 
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表 4.11-182 鉄筋の曲げ軸力照査結果（③一③断面南基礎）

断面性状

検討
部材幅 部材高

鉄筋仕様
地震動

ケース 評価位置
b (mm) h (mm) 

（引張鉄筋）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -D 1 （下） D51@180(2段）

(H+, V+) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -D  1 （下） D51@180(2段）

(H+, V-) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -D  1 （下） D51@180(2段）

(H-, V+) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -D  1 （下） D51@180(2段）
(H-, V-) 

東側 15500 5040 
(J::) D51@300 (7段）
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）s s -1  1 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）

s s -1  2 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5 (2段）

ケース①
（上） D51@300(2段）

西側 15500 5040 
（下） D51@180(2段）

s s -1  3 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）

s s -1  4 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5(2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）

s s -2  1 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5(2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）

S,-2 2 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -3  1 （下） D51@180(2段）

(H+, V+) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -3  1 （下） D51@180(2段）

(H-, V+) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース②
Ss-Dl （下） D51@180(2段）

(H-, V+) （上） D51@300(7段）
東側 15500 5040 

（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース③
Ss-Dl （下） D51@180(2段）
(H-, V+) （上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース④
Ss-Dl （下） D51@180(2段）
(H-, V+) （上） D51@300(7段）

束側 15500 5040 
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース⑤
Ss-Dl （下） D51@180(2段）
(H-, V+) （上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース⑥
S s -D 1 （下） D51@180(2段）
(H-, V+) （上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5 (2段）

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース

発生断i日カ 引張

曲げ 軸力
有効高 応力度

モーメント (kN) 
d (mm) 6 s 

(kN • m) (N/mmり

-172880 -6368 4515 185 

307464 12734 4740 224 

-168126 -4009 4515 186 

298195 13552 4740 219 

-194324 -9730 4515 202 

350852 12908 4740 254 

-231990 -1566 4515 266 

354612 12906 4740 256 

-118240 -2227 4515 132 

171541 5383 4740 123 

-113789 1246 4515 135 

187020 3131 4740 131 

-125186 -6800 4515 129 

206106 4564 4740 145 

-111050 -2419 4515 123 

173410 4048 4740 122 

-125251 -4141 4515 135 

225902 4513 4740 159 

-129817 557 4515 152 

224543 5431 4740 159 

-229134 -9882 4515 242 

364507 11008 4740 260 

358653 10285 4740 259 

289772 7349 4740 205 

-195383 -8437 4515 207 

350804 13664 4740 254 

-180465 785 4515 211 

348768 13668 4740 253 

-177583 -9649 4515 183 

360373 12584 4740 260 

-239233 -6522 4515 262 

340570 16420 4740 251 

-239726 -5699 4515 265 

348661 16237 4740 256 

短期許容
応力度 照査値

a sa a sl a Sa 

(N/mmり

435 0 43 

435 0 52 

435 0 43 

435 0. 51 

435 0.47 

435 0.59 

435 0.62 

435 0.59 

435 0. 31 

435 0 29 

435 0 32 

435 0. 31 

435 0. 30 

435 0. 34 

435 0.29 

435 0.29 

435 0. 32 

435 0.37 

435 0. 35 

435 0.37 

435 0 56 

435 0.60 

600 0.44 

435 0.48 

435 0.48 

435 0.59 

435 0.49 

435 0.59 

435 0.43 

435 0.60 

435 0.61 

435 0.58 

435 0.61 

435 0 59 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

鉄筋仕様（引張鉄筋）において，東側： （上） D51@300(7段）及び西側： （下） D51@180(2段）はSD685とする。

435 
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表 4.11-183 鉄筋の曲げ軸力照査結果（②一②断面北基礎）

断面性状

検討
部材高

鉄筋仕様
地震動 部材幅

ケース 評価位置
b (mm) h (mm) 

（引張鉄筋）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -D  1 （下） D51@180(2段）

(H+, V+) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -D  1 （下） D51@180(2段）

(H+, V-) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -D  1 （下） D51@180(2段）

(H-, V+) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -D  1 （下） D51@180(2段）

(H-, V-) 
東側 15500 5040 

(1:) D51@300 (7段）
（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）

S s - 1 1 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5(2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）

s s -1  2 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5 (2段）

ケース①
（上） D51@300(2段）

西側 15500 5040 
（下） D51@180(2段）s s -1  3 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）s s -1  4 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5(2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）s s -2  1 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）
（下） D51@180(2段）s s -2  2 
（上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -3  1 （下） D51@180(2段）

(H+, V+) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@176.5(2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

s s -3  1 （下） D51@180(2段）

(H-, V+) 
東側 15500 5040 

（上） D51@300(7段）
（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース②
S s - 3 1 （下） D51@180(2段）

(H+, V+) （上） D51@300(7段）
東側 15500 5040 

（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース③
S s - 3 1 （下） D51@180(2段）
(H+, V+) （上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@176.5 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース④
S s - 3 1 （下） D51@180(2段）

(H+, V+) （上） D51@300(7段）
東側 15500 5040 

（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース⑤
S s - 3 1 （下） D51@180(2段）

(H+, V+) （上） D51@300(7段）
東側 15500 5040 

（下） D51@1765 (2段）

西側 15500 5040 
（上） D51@300(2段）

ケース⑥
S s - 3 1 （下） D51@180(2段）
(H+, V+) （上） D51@300(7段）

東側 15500 5040 
（下） D51@1765 (2段）

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1(J)した解析ケース

発生断面カ 引張

曲げ 軸力
有効高 応力度

モーメント (kN) 
d (mm) 6 s 

(kN • m) (N/mmり

-242403 13096 4515 313 

330546 7983 4740 234 

-222660 17009 4515 300 

335742 572 4740 228 

-246833 18051 4515 331 

356968 1550 4740 244 

-221867 15700 4515 296 

362649 1110 4740 247 

-90987 10324 4515 131 

144760 746 4740 99 

-125110 5675 4515 159 

185415 -1112 4740 124 

-123735 12740 4515 175 

198550 -1236 4740 133 

-117882 9777 4515 161 

202001 -1104 4740 136 

-119921 8555 4515 160 

205631 -159 4740 214 

-123606 8351 4515 164 

184965 -1884 4740 123 

-263553 10495 4515 331 

403301 7446 4740 282 

-182565 9340 4515 307 

-220836 -1532 4515 148 

-258607 10503 4515 326 

395008 7424 4740 277 

-267399 11242 4515 338 

406762 7486 4740 285 

-264517 11313 4515 335 

396422 6934 4740 277 

-249967 9820 4515 314 

398951 7636 4740 280 

-242562 9640 4515 305 

390257 7650 4740 274 

短期許容
応力度 照査値

(J sa (J S !(J sa 

(N/mmり

435 0. 72 

435 0.54 

435 0.69 

435 0. 53 

435 0. 77 

435 0.57 

435 0 69 

435 0 57 

435 0. 31 

435 0.23 

435 0 37 

435 0 29 

435 0.41 

435 0. 31 

435 0.38 

435 0.32 

435 0. 37 

435 0 50 

435 0.38 

435 0.29 

435 0 77 

435 0 65 

435 0 71 

600 0.25 

435 0. 75 

435 0.64 

435 0. 78 

435 0.66 

435 0. 78 

435 0.64 

435 0. 73 

435 0.65 

435 0. 71 

4.35 0.63 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

鉄筋仕様（引張鉄筋）において，東側： （上） D51@300(7段）及び西側： （下） D51@180(2段）は SD685とする。
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検討

ケース

① 

④ 

表 4.11-184 コンクリートの曲げ軸力に対する照査結果（①一①断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状 発生断面カ 圧縮

評価位置
鉄筋仕様

曲げ
応力度

地震動
部材幅 部材高 有効高 （引張鉄筋） 軸力

モーメント
(J C 

b (mm) h (mm) d (mm) 
(kN • m) 

(kN) (N/mmり

s s -3  1 
北 21200 5040 4783 

（上） D38@214(2段）
89722 -42852 1. 5 

H-, V+  （下） D35@150 (2段）

s 5-3 1 
南 20500 5040 4783 

（上） D38@214(2段）
64345 -21192 1. 1 

H+, V+  （下） D35@150 (2段）

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

短期許容

応力度 照査値

a ca (Jcl(Jca 

(N/mmり

24 0.07 

24 0.05 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

評価位置は図 4.11-90に示す。

表 4.11-185 鉄筋の曲げ軸力に対する照査結果（①一①断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状

検討
評価位置

鉄筋仕様
ケース

地震動
部材幅 部材高 有効高 （引張鉄筋）
b (mm) h (mm) d (mm) 

③ 
S s-3 1 

北 21200 5040 4560 
（上） D38@214 (2段）

H+, v+  （下） D35@150 (2段）

① 
s s-D  1 

南 20500 5040 4560 
（上） D38@214 (2段）

H+, V- （下） D35@150 (2段）

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

評価位置は図 4.11-90に示す。
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発生断面カ 引張

応力度

曲げモーメント 軸力 G s 

(kN・ m) (kN) (N/mmり

-29401 6716 47 

-17781 2505 25 

短期許容

応力度 照査値

a sa (J S! (Jsa 

(N/mmり

435 0. 11 

435 0. 06 

441 



検討
ケース

① 

③ 

① 

① 

表 4.11-186 コンクリートの曲げ軸力に対する照査結果（②一②断面，③一③断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状 発生断面カ 圧縮 短期許容

地震動 評価位置
鉄筋仕様

曲げ
応力度 応力度

部材幅 部材高 有効高 （引張鉄筋）
モーメント

軸力 (j C CJ ca 

b (mm) h (mm) d (mm) 
(kN • m) 

(kN) (N/mmり (N/mmり

s s -3  1 
北ー西側 15500 5040 4740 

（上） D51@300 (2段）
386495 -8641 7.2 24 

H-, V+  （下） D51@180 (2段）

s 5-3 1 
北ー東側 15500 5040 4740 

（上） D51@300(7段）
407328 7233 6. 4 24 

H+, V+  （下） D51@176.5 (2段）

s s -3  1 
南ー西側 15500 5040 4740 

（上） D51@300 (2段）
359582 7638 6.5 24 

H-, V+  （下） D51@180(2段）

s s -3  1 
南ー東側 15500 5040 4740 

（上） D51@300(7段）
366563 10306 6. 2 24 

H+, V+  （下） D51@176.5(2段）

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

検討
ケース

③ 

③ 

① 

① 

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (j)した解析ケース

鉄筋仕様（引張鉄筋）において，東側： （上） D51@300(7段）及び西側： （下） D51@180(2段）はSD685とする。

評価位置は図 4.11-90に示す。

表 4.11-187 鉄筋の曲げ軸力に対する照査結果（②一②断面，③一③断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状 発生断面カ 引張 短期許容

鉄筋仕様 応力度 応力度
地震動 評価位置

部材幅 部材高 有効高 （引張鉄筋） 曲げモーメント 軸力 (J S a sa 

b (mm) h (mm) d (mm) (kN・m) (kN) (N/mmり (N/mmり

S s-3 1 
北ー西側 15500 5040 4515 

（上） D51@300 (2段）
-267399 11242 338 435 

H+, V+  （下） D51@180(2段）

s s -3  1 
北ー東側 15500 5040 4740 

（上） D51@300(7段）
406762 7486 285 435 

H+, V+  （下） D51@176.5 (2段）

S.-D 1 
南ー西側 15500 5040 4515 

（上） D51@300(2段）
-231990 -1566 266 435 

H-, V- （下） D51@180(2段）

S s-3 1 
南ー東側 15500 5040 4740 

（上） D51@300(7段）
364507 11008 260 435 

H+, V+  （下） D51@176.5 (2段）

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o）した解析ケース

鉄筋仕様（引張鉄筋）において，東側： （上） D51@300(7段）及び西側： （下） D51@180(2段）はSD685とする。

評価位置は図 4.11-90に示す。
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照査値

a cl a ca 

0. 30 

0.27 

0. 28 

0 26 

照査値

(Jsl(Jsa 

0. 78 

0.66 

0.62 

0. 60 
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(Ss-31 〔H-, V＋〕t=8. 79 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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(Ss-31 国＋， v+〕t=8. 76 s) 

（検討ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）
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（検討ケース③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o) した解析ケース）
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図 4.11-94 鉄筋の曲げ軸力が最も厳しい時刻の断面力（①一①断面南基礎）

(Ss-Dl 旧＋， V-〕t=68. 92 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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(Ss-31 〔H-,V+〕t=8. 88 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-96 コンクリートの曲げ軸力が最も厳しい時刻の断面力（②一②断面北基磋

(Ss-31 田＋， v+〕t=8. 98 s) 

（検討ケース③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1(J) 

東側）

した解析ケース）
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(Ss-31 [H-, V十〕t=8. 79 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-99 鉄筋の曲げ軸力が最も厳しい時刻の断面力（②一②断面北基礎 西側）

(Ss-31 田＋，v+〕t=8. 95 s) 

（検討ケース③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o)した解析ケース）
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（検討ケース③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-la)

東側）

した解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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(b) せん断力に対する評価結果

表 4.11-188～表 4.11-195に， 2次元元有効応力解析の実施ケース及び頂版鉄筋コン

クリートのせん断力に対する照査値を示す。

頂版鉄筋コンクリートのせん断力に対する照査値が最大となるケースを表 4.11-196及

それぞれの照査値が最大となる時刻の断面力を図 4.11-104~ び表 4.11-197にまとめ，

図 4.11-109に示す。また，評価位置図を図 4.11-103に示す。
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表 4.11-188 ①一①断面のせん断に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地：：～へ」巳□① ② 

H+, V+  0.26 

H+, V- 0.26 
S s-D 1 

H-, V+  0. 23 

H-, V- 0. 22 

S s - 1 1 0. 13 

S s - 1 2 0. 23 

S s - 1 3 0.22 

S s-1 4 0. 16 

s s -2  1 0.20 

S s-2 2 0. 14 

H+, V+  0.25 0.26 
s s -3  1 

H-, V+  0. 30 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

せん断力照査

③ ④ ⑤ 

0. 26 0.28 0. 25 

⑥ 

0.25 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-189 ①一①断面のせん断に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地;;¥¥9]ロ
① ② 

H+, V+  0.20 

H+, V- 0.20 
S s-D 1 

H-, V+  0.22 

H-, V- 0.22 

S s - 1 1 0. 14 

S s -1 2 0. 18 

S s -1 3 0. 17 

S s -1 4 0. 14 

S s -2 1 0.20 

S s-2 2 0. 15 

H+, V+  0.26 0.26 
S s-3 1 

H-, V+  0.23 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (J)した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o）した解析ケース

せん断力照査

③ ④ ⑤ 

0. 26 0.26 0.26 

⑥ 

0.26 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-190 ③一③断面のせん断に対する検討ケースと照査値（南基礎）

地：：＼＼」巳□
① ② 

H+, V+  0. 19 

H+, V- 0. 19 
S s-D 1 

H-, V+  0.20 0.20 

H-, V- 0.20 

S s -1 1 0. 13 

S s -1 2 0. 13 

S s -1 3 0. 14 

S s -1 4 0. 14 

S s -2 1 0. 14 

S s-2 2 0. 13 

H+, V+  0. 21 
S s -3 1 

H-,v+ 0. 19 

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

せん断力照査

③ ④ ⑤ 

0. 20 0. 21 0. 19 

⑥ 

0. 19 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

表 4.11-191 ②一②断面のせん断に対する検討ケースと照査値（北基礎）

地＼震動ス ① ② 

H+, V+  0. 22 

H+, V- 0. 24 
S s -D  1 

H-, V+  0. 23 

H-, V- 0. 23 

S s -1 1 0. 13 

S s -1 2 0. 18 

S s -1 3 0. 18 

S s -1 4 0. 18 

S s -2 1 0. 13 

S s -2 2 0. 17 

H+, V+  0. 24 0.24 
S s -3 1 

H-, V+  0.27 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 CY) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮 (-lo-)した解析ケース

せん断力照査

③ ④ ⑤ 

0. 24 0.24 0.23 

⑥ 

0. 22 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮 (+lo-)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-192 鉄筋コンクリートのせん断力に対する照査（①一①断面南基礎）

断面性状
検討

地震動 部材幅 部材高 有効高
ケース

b (mm) h (mm) d'(mm) 

s s -D  1 
20500 5040 4560 

(H+, V+) 

S 5-D 1 
20500 5040 4560 

(H+, V-) 

S s-D 1 
20500 5040 4560 

(H-, V+) 

s s -D  1 
20500 5040 4783 

(H-, V-) 

S s -1 1 20500 5040 4560 

S s -1 2 20500 5040 4560 

ケース①

S s-1 3 20500 5040 4560 

S s-1 4 20500 5040 4560 

S $-2 1 20500 5040 4560 

s s -2  2 20500 5040 4560 

S s-3 1 
20500 5040 4783 

(H+, V+) 

S s -3 1 
20500 5040 4560 

(H-, V+) 

ケース②
S s -3 1 

20500 5040 4560 
(H+, V+) 

ケース③
S s -3 1 

20500 5040 4783 
(H+, V+) 

ケース④
S s -3 1 

20500 5040 4783 
(H+, V+) 

ケース⑤
S s -3 1 

20500 5040 4783 
(H+, v+) 

ケース⑥
s s -3  1 

20500 5040 4783 
(H+, V+) 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (J)した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ゲース

発生 短期許容
鉄筋仕様

せん断力 せん断力
照査値

（せん断補強筋）
V (kN) Va (kN) 

v/Va 

3.333-D35@150 34939 137690 0.26 

3.333-D35@150 34738 137690 0.26 

3.333-D35@150 31498 137690 0.23 

3.333-D35@150 31382 144424 0.22 

3.333-D35@150 17806 137690 0. 13 

3.333-D35@150 30933 137690 0.23 

3.333-D35@150 29213 137690 0.22 

3.333-D35@150 20681 137690 0. 16 

3.333-D35@150 27493 137690 0.20 

3.333-D35@150 18100 137690 0. 14 

3.333-D35@150 35919 144424 0.25 

3.333-D35@150 40165 137690 0. 30 

3.333-D35@150 35614 137690 0.26 

3.333-D35@150 36443 144424 0.26 

3.333-D35@150 39800 144424 0.28 

3. 333-D35@150 35862 144424 0.25 

3.333-D35@150 35586 144424 0.25 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-193 鉄筋コンクリートのせん断力に対する照査（①一①断面北基礎）

断面性状
検討

地震動 部材幅 部材高 有効高
ケース

b (mm) h （皿n) d'(mm) 

s s -D  1 
21200 5040 4560 

(H+, V+) 

S s-D 1 
21200 5040 4560 

(H+, V-) 

S.-D 1 
21200 5040 4560 

(H-, V+) 

s s -D  1 
21200 5040 4560 

(H-, V-) 

S s -1 1 21200 5040 4560 

s s -1 2 21200 5040 4560 
ケース①

s s -1 3 21200 5040 4560 

S s-1 4 21200 5040 4560 

S s -2 1 21200 5040 4560 

S s-2 2 21200 5040 4560 

S s -3 1 
21200 5040 4560 

(H+, V+) 

S s -3 1 
21200 5040 4560 

(H-, V+) 

ケース②
S s -3 1 

21200 5040 4560 
(H+, V+) 

ケース③
S s -3 1 

21200 5040 4560 
(H+, V+) 

ケース④
S s -3 1 

21200 5040 4560 
(H+, V+) 

ケース⑤
S s -3 1 

21200 5040 4560 
(H+, V+) 

ケース⑥
S s -3 1 

21200 5040 4560 
(H+, V+) 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o) した解析ケース

発生 短期許容
鉄筋仕様

せん断力 せん断力
照査値

（せん断補強筋）
V (kN) Va (kN) 

v/Va 

3.333-D35@150 27003 138835 0.20 

3.333-D35@150 26671 138835 0.20 

3. 333-D35@150 29853 138835 0.22 

3. 333-D35@150 29593 138835 0.22 

3.333-D35@150 18567 138835 0. 14 

3.333-D35@150 24141 138835 0. 18 

3.333-D35@150 23328 138835 0. 17 

3.333-D35@150 18074 138835 0. 14 

3.333-D35@150 27442 138835 0.20 

3.333-D35@150 20802 138835 0. 15 

3. 333-D35@150 35137 138835 0.26 

3. 333-D35@150 31593 138835 0.23 

3.333-D35@150 34884 138835 0.26 

3.333-D35@150 35742 138835 0.26 

3.333-D35@150 35950 138835 0.26 

3.333-D35@150 35049 138835 0.26 

3.333-D35@150 34741 138835 0.26 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-194 鉄筋コンクリートのせん断力に対する照査（③一③断面南基礎）

断面性状

検討
地震動 部材幅 部材高 有効高

ケース 評価位置
b (mm) h (mm) d'(mm) 

s s -D  1 西側 15500 5040 4515 

(H+, V+) 
東側 15500 5040 4740 

s s -D  1 西側 15500 5040 4515 

(H+, V-) 
東側 15500 5040 4740 

s s-D 1 西側 15500 5040 4515 

(H-, V+) 
東側 15500 5040 4740 

s s -D  1 西側 15500 5040 4515 

(H-, V-) 
東側 15500 5040 4740 

西側 15500 5040 4515 
s s -1  1 

東側 15500 5040 4740 

西側 15500 5040 4515 
s s -1  2 

東側 15500 5040 4740 
ケース①

西側 15500 5040 4515 
s s -1  3 

東側 15500 5040 4740 

西側 15500 5040 4515 
s s -1  4 

東側 15500 5040 4740 

西側 15500 5040 4515 
S,-2 1 

東側 15500 5040 4740 

西側 15500 5040 4515 
s s -2  2 

東側 15500 5040 4740 

s s -3  1 西側 15500 5040 4515 

(H+, V+) 
東側 15500 5040 4740 

s s -3  1 西側 15500 5040 4515 

(H-, V+) 
東側 15500 5040 4740 

Ss-Dl 
西側 15500 504.0 1515 

ケース②
(H-, V+) 

東側 15500 5040 4740 

Ss-Dl 
西側 15500 5040 4515 

ケース③
(H-, V+) 

東側 15500 5040 4740 

Ss-Dl 
西側 15500 5040 4515 

ケース④
(H-, V+) 

東側 15500 5040 4740 

Ss-Dl 
西側 15500 5040 4515 

ケース⑤
(H-, V+) 

東側 15500 5040 4740 

Ss-D1 
西側 15500 5040 4515 

ケース⑥
(H-, V+) 

東側 15500 5040 4740 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o）した解析ケース

発生 短期許容
鉄筋仕様

せん断力 せん断力
照査値

（せん断補強筋）
V (kN) Va (kN) 

v/Va 

3.333-D35@150 79509 419676 0. 19 

3.333-D38@150 85929 519953 0. 17 

3. 333-D35@150 78661 419676 0. 19 

3. 333-D38@150 87959 519953 0. 17 

3 333-D35@150 69062 419676 0. 17 

3.333-D38@150 101450 519953 0 20 

3. 333-D35@150 73487 419676 0. 18 

3 333-D38@150 99737 519953 0.20 

3. 333-D35@150 50989 419676 0 13 

3. 333-D38@150 52254 519953 0. 11 

3.333-D35@150 53980 419676 0. 13 

3.333-D38@150 59396 519953 0. 12 

3.333-D35@150 56061 419676 0. 14 

3.333-D38@150 63144 519953 0. 13 

3.333-D35@150 55767 419676 0. 14 

3.333-D38@150 56232 519953 0. 11 

3.333-D35@150 49215 419676 0. 12 

3.333-D38@150 69438 519953 0. 14 

3.333-D35@150 52708 419676 0. 13 

3.333-D38@150 66348 519953 0. 13 

3.333-D35@150 73525 419676 0. 18 

3.333-D38@150 104388 519953 0.21 

3.333-D35@150 96065 419676 0.23 

3.333-D38@150 83688 519953 0. 17 

3.333-D35@150 68306 119676 0. 17 

3.333-D38@150 100752 519953 0.20 

3.333-D35@150 71188 419676 0. 17 

3.333-D38@150 101556 519953 0.20 

3.333-D35@150 68570 419676 0. 17 

3.333-D38@150 104279 519953 0.21 

3.333-D35@150 73812 419676 0. 18 

3.333-D38@150 94506 519953 0. 19 

3.333-D35@150 74009 419676 0 18 

3.333-D38@150 94998 519953 0. 19 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-195 鉄筋コンクリートのせん断力に対する照査（②一②断面北基礎）

断面性状

検討
地震動 部材幅 部材高 有効高

ケース 評価位置
b (mm) h (mm) d'(mm) 

s s -D  1 西側 15500 5040 4515 

(H+, V+) 
東側 15500 5040 4740 

S,-D 1 
西側 15500 5040 4515 

(H+, V-) 
東側 15500 5040 4740 

s s -D  1 西側 15500 5040 4515 

(H-, V+) 
東側 15500 5040 4740 

s s -D  1 西側 15500 5040 4515 

(H-, V-) 
東側 15500 5040 4740 

西側 15500 5040 4515 
s s -1  1 

東側 15500 5040 4740 

西側 15500 5040 4515 
s s -1  2 

東側 15500 5040 4740 
ケース①

西側 15500 5040 4515 
s s -1  3 

東側 15500 5040 4740 

西側 15500 5040 4515 
S,-1 4 

東側 15500 5040 4740 

西側 15500 5040 4515 
s s -2  1 

東側 15500 5040 4740 

西側 15500 5040 4515 
s s -2  2 

東側 15500 5040 4740 

s s -3  1 西側 15500 5040 4515 

(H+, V+) 
東側 15500 5040 4740 

s s -3  1 西側 15500 5040 4515 

(H-, V+) 
東側 15500 5040 4740 

S s -3 1 
西側 15500 5040 4515 

ケース②
(H+, V+) 

東側 15500 5040 4740 

Ss-31 
西側 15500 5040 4515 

ケース③
(H+, V+) 

東側 15500 5040 4740 

Ss-31 
西側 15500 5040 4515 

ケース④
(H+, V+) 

東側 15500 5040 4740 

S s -3 1 
西側 15500 5040 4515 

ケース⑤
(H+, V+) 

東側 15500 5040 4740 

S s -3 1 
西側 15500 5040 4515 

ケース⑥
(H+, V+) 

東側 15500 5040 4740 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1 (J）した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1(J)した解析ケース

発生 短期許容
鉄筋仕様

せん断力 せん断力
照査値

（せん断補強筋）
V (kN) Va (kN) 

V/Va 

3.333-D35@150 91061 419676 0 22 

3. 333-D38@150 103127 519953 0.20 

3 333-D35@150 99104 419676 0.24 

3 333-D38@150 103541 519953 0.20 

3.333-D35@150 93483 419676 0.23 

3.333-D38@150 115112 519953 0.23 

3.333-D35@150 94549 419676 0.23 

3.333-D38@150 112309 519953 0.22 

3.333-D35@150 53117 419676 0 13 

3. 333-D38@150 50156 519953 0. 10 

3. 333-D35@150 74429 419676 0. 18 

3 333-D38@150 59705 519953 0. 12 

3.333-D35@150 72305 419676 0. 18 

3.333-D38@150 63286 519953 0. 13 

3.333-D35@150 74512 419676 0. 18 

3.333-D38@150 64770 519953 0. 13 

3.333-D35@150 52801 419676 0. 13 

3.333-D38@150 63920 519953 0. 13 

3.333-D35@150 68837 419676 0. 17 

3.333-D38@150 61014 519953 0. 12 

3 333-D35@150 97920 419676 0.24 

3. 333-D38@150 115092 519953 0.23 

3 333-D35@150 112414 419676 0.27 

3.333-D38@150 85850 519953 0. 17 

3.333-D35@150 97603 119676 0.24 

3.333-D38@150 112622 519953 0.22 

3. 333-D35@150 99215 419676 0.24 

3.333-D38@150 116218 519953 0 23 

3.333-D35@150 97733 419676 0.24 

3.333-D38@150 115968 519953 0.23 

3.333-D35@150 93316 419676 0.23 

3.333-D38@150 113475 519953 0 22 

3.333-D35@150 92278 419676 0.22 

3.333-D38@150 111251 519953 0.22 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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検討

ケース

④ 

① 

表 4.11-196 鉄筋コンクリートのせん断力に対する照査結果（①一①断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状
発生 短期許容

地震動 評価位置
鉄筋仕様 せん断力 せん断力

部材幅 部材高 有効高 （せん断補強筋） V Va 
b (mm) h (mm) d (mm) (kN) (kN) 

S s - 3 1 
北

H+, V+  
21200 5040 4560 3.333-D35@150 35950 138835 

s s -3  1 
南 20500 5040 

H-, V+  
4560 3.333-D35@150 40165 137690 

照査値

V/Va 

0.26 

0.30 

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

評価位置は図 4.11-103に示す。

表 4.11-197 鉄筋コンクリートのせん断力に対する照査結果（②一②断面，③一③断面）

（各評価位置において最も厳しい照査値とその地震波）

断面性状

検討
地震動 評価位置

ケース 部材幅 部材高 有効高
b (mm) h (mm) d (mm) 

① 
s s -3  1 

北ー西側 15500 5040 4515 
H-, V+  

③ 
S s - 3 1 

北ー東側
H+, V+  

15500 5040 4740 

① 
S s - 3 1 

南ー西側 15500 5040 4515 
H-, v+  

① 
S s - 3 1 

南ー東側
H+, V+  

15500 5040 4740 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮 (-1a）した解析ケース

評価位置は図 4.11-103に示す。
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発生 短期許容

鉄筋仕様 せん断力 せん断力 照査値

（せん断補強筋） V Va V/Va 
(kN) (kN) 

3. 333-D35@150 112414 419676 0.27 

3. 333-D38@150 116218 519953 0.23 

3. 333-D35@150 96065 419676 0.23 

3. 333-D38@150 104388 519953 0.21 
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した解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

図 4.11-109
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(c) 概略配筋図

評価結果で決定された配筋を図 4.11-111～図 4.11-118に示す。
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図 4.11-110 頂版鉄筋コンクリートの矢視図

図 4.11-111 頂版鉄筋コンクリートの概略配筋図 (A-A断面）

図 4.11-112 頂版鉄筋コンクリートの概略配筋図 (B-B断面）
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図 4.11-113 頂版鉄筋コンクリートの概略配筋図 (C-C断面）

図 4.11-114 頂版鉄筋コンクリートの概略配筋図 (D-D断面）
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図 4.11-115 頂版鉄筋コンクリートの概略配筋図 (E-E断面）

図 4.11-116 頂版鉄筋コンクリートの概略配筋図 (F-F断面）
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図 4.11-ll7 頂版鉄筋コンクリートの概略配筋図 (G-G断面）
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図 4.11-118 頂版鉄筋コンクリートの概略配筋図 (H-H断面）
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f. 各基準地震動に着目した地震時断面力図と照査値

基礎構造の各基準地震動における最も厳しい照査値と照査項目を表 4.11-198～表

4. 11-200に示す。基準地震動ssによる断面力（曲げモーメント，軸力，せん断力）を図
4. 11-119～図 4.11-154に示す。本図は検討ケース①において，コンクリートの曲げ軸力に

対する照査，鉄筋の曲げ軸力に対する照査及び鉄筋コンクリートのせん断力に対する照査並

び鋼管杭の曲げ軸力に対する照査及びせん断力に対する照査にのうち，照査値が最も厳しく

なる部材の評価時刻における断面力を示したものである。
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表 4.11-198 検討ケース①において最も厳しい照査値とその照査項目及び評価位置

（①一①断面）

抽出照査値と照査項目

照査地震動 位相
照査項目 基礎照査値

位置

中実鉄筋コンクリ 卜
上部 南基礎s s Dl H+, V+  0. 73 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
上部 南基礎s s Dl H+, V- 0. 73 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s Dl H , v+  0. 73 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s Dl H V- 0. 72 

せん断力
， 

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s 1 1 0.42 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
上部 南基礎s s 1 2 0.61 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
上部 南基礎s s 1 3 0.58 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
上部 南基礎s s 1 4 0.42 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s 2 1 0.67 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s 2 2 0.47 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s 3 1 H+, V+  0.81 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
上部 南基礎s s 3 1 H-, V+  0.81 

せん断力
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表 4.11-199 検討ケース①において最も厳しい照査値とその照査項目及び評価位置

（③一③断面）

抽出照査値と照査項目
地震動 位相

照査項目 照査位置 基礎照査値

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s Dl H+, V+  0.57 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s Dl H+, V- 0.58 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s Dl H-, V+  0.66 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s Dl H-, V- 0.66 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s 1 1 0.34 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s 1 2 0.38 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s 1 3 0.43 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s 1 4 0.37 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s 2 1 0.44 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s 2 2 0.43 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s 3 1 H+, V+  0.66 

せん断力

中実鉄筋コンクリ 卜
中央（上） 南基礎s s 3 1 H-, V+  0.57 

せん断力 | 
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表 4.11-200 検討ケース①において最も厳しい照査値とその照査項目及び評価位置

（②一②断面）

抽出照査値と照査項目
地震動 位相

照査項目 照査位置 基礎照査値

頂版鉄筋コンクリ 卜
西側 北基礎s s Dl H+, V+  0. 72 

鉄筋の曲げ軸力

頂版鉄筋コンクリ 卜
西側 北基礎s s Dl H+, V- 0.69 

鉄筋の曲げ軸力

頂版鉄筋コンクリ 卜
西側 北基礎s s Dl H-, V+  0. 77 

鉄筋の曲げ軸力

頂版鉄筋コンクリ 卜
西側 北基礎s s Dl H-, v- 0.69 

鉄筋の曲げ軸力

頂版鉄筋コンクリ 卜
西側 北基礎s s 1 1 0.31 

鉄筋の曲げ軸力

頂版鉄筋コンクリ 卜
西側 北基礎s s 1 2 0.37 

鉄筋の曲げ軸力

頂版鉄筋コンクリ 卜
西側 北基礎s s 1 3 0.41 

鉄筋の曲げ軸力

頂版鉄筋コンクリ 卜
西側 北基礎s s 1 4 0. 38 

鉄筋の曲げ軸力

頂版鉄筋コンクリ 卜
東側 北基礎s s 2 1 0.50 

鉄筋の曲げ軸力

頂版鉄筋コンクリ 卜
西側 北基礎s s 2 2 0. 38 

鉄筋の曲げ軸力

頂版鉄筋コンクリ 卜
西側 北基礎s s 3 1 H+, V+  0. 77 

鉄筋の曲げ軸力

頂版鉄筋コンクリ 卜
西側 北基礎s s 3 1 H-, V+  0. 52 

鉄筋の曲げ軸力
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図 4.11-119 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（①一①断面南基礎上部）

(Ss-Dl 田＋， v+〕t=68. 79 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-120 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（①一①断面南基礎上部）

(Ss-Dl 旧＋， V-〕，t=68. 80 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-121 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（①一①断南基礎中央（上））

(S s - D 1 [H-, V十〕，t=68.78 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-122 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（①一①断面南基礎 中央（上））

(Ss-D1 国ー， V-〕，t=68. 78 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-123 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（①一①断面南基礎 中央（上））

(S s - 1 1, t =68. 64 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-124 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（①一①断面南基礎上部）

(Ss-12, t=31.71 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-125 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（①一①断面南基礎上部）

(S s - 1 3, t = 28. 89 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-126 中実鉄筋コ ンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（①一①断面南基礎上部）

(Ss-14, t=31.91 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.ll-127 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（①一①断面南基礎 中央（上））

(S s - 2 1, t =66. 33 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-128 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（①一①断面南基礎 中央（上））

(S s - 2 2, t = 102. 82 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

484 

488 



-4000000 -2000000 

10.0 

5.0 

0.0 

-5.0 

-10.0 

0

0

0

0

 

．

．

 

5

0

5

0

 

1

2

2

3

 

―

―

―

 

ー

（

日

）

．

d
．

L

遅
飴

-35.0 

-40.0 

-45.0 

-50.0 

-55.0 

2000000 4000000 

曲げモーメント（kN• m) 

-400000 

10.0 

5.0 

0.0 

-5.0 

-10.0 

o

o

o

n

~

 

g

⑳

年

的

（

日

）

．

d
．

L

返
藍

-35.0 

-40.0 

-45.0 

-50.0 

-55.0 

―-
+
(
.
|
二
K
+

-200000 

-600000 

10.0 

5.0 

0.0 

-5.0 

-10.0 

0

0

0

0

 

g

⑳

四

知

（

日

）

．

d
.
L

遅
聴

-35.0 

-40.0 

-45.0 

-50.0 

-55.0 

200000 

-400000 -200000 

゜
200000 

-194044 

-107464 

ン
＋
↑
ー

1

↓
X
+

.

.
 

軸力 (kN)

400000 

S
+
l
●
ー
ー
ー
ー
ー
1

↓
s
+

せん断力 (kN)

図 4.11-129 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（①一①断面南基礎 中央（上））

(Ss-31 〔H+, V+ぶt=8. 83 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

485 

489 



-4000000 -2000000 

゜
2000000 4000000 -600000 -400000 -200000 

゜
200000 

10 0 10 0 

so so 

00 00 

-5 0 -5 0 

-10 0 -10 0 

-15 0 -15 0 

＾ ． 日 ヽヽ日

-20 0 -20 0 

0..: 2 

← 已

-25 0 -25 0 

こ-30 0 ： 
-30 0 

-35 0 -35 0 

I そ
子 I 

-400 -40 0 ↑ 

＾ ＼ニIノ
I 

庭

.［ . 
-45 0 -45 0 ＇ I 

-50 0 -50 0 ↓ 
ぞ そ

-55 0 -55 0 

曲げモーメン ト（kN• rn) 軸力 (kN)

-400000 -200000 

゜10 0 

50 

00 

-5 0 

-10 0 

-15 0 

＾ ` 日
-20 0 
Q 
ビ
-25 0 

： -30 0 
-35 0 

-40 0 

-45 0 

-50 0 

-55 0 

200000 400000 

S
+
 

r
 

↓
s
+
 

せん断力 (kN)

図 4.11-130 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（①一①断面南基礎上部）

(Ss-31 〔H-, V＋〕, t =8. 84 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

487 

491 



-4000000 -2000000 

10.0 

5.0 

0.0 

-5.0 

-10.0 

0

0

0

0

 

5

0

5

0

 

1

2

2

3

 

ー
（
日
）
―
.d
.
L
-

亜
藍

-35.0 

-40.0 

-45.0 

-50.0 

-55.0 

2000000 4000000 

-766433 

岳
1
「

T
一
米
井
一

(
4

)

米
d-

蔀
↑

曲げモーメント（kN• m) 

-200000 

10.0 

一：
二
[
|
』

--+

-100000 

-600000 

10.0 

5.0 

0.0 

-5.0 

-10.0 

0

0

0

0

 

．

．

．

 

5

0

5

0

 

1

2

2

3

 

_

_

_

 

-

（
日
）
．
d

．
↑
返
藝

-35.0 

-40.0 

-45.0 

-50.0 

-55.0 

5.0 

0.0 

-5.0 

-10.0 

0

0

0

0

 
．

．

 

5

0

5

0

 

1

2

2

3

 

―

―

―

―
 

（
日
）
．
d

．
↑
嘔
藍
．
 

-35.0 

-40.0 

-45.0 

-50.0 

-55.0 

100000 

-400000 -200000 200000 

-101103 

そ
＋

↑

．

i

ン

＋

軸力 (kN)

200000 

s
+
」

●

ー

ー

ー

ー

―

↓

s
+

せん断力 (kN)

図 4.11-132 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

488 

492 



-4000000 -2000000 

10.0 

5.0 

0.0 

-5.0 

-10.0 

0

0

0

0

 

5

0

5

0

 

1

2

2

3

 

ー（日）―

．d
．↑

一
亜

誌

-35.0 

-40.0 

-45.0 

-50.0 

-55.0 

2000000 4000000 

-850297 

-:+<||)

K+

-600000 

10.0 

5.0 

0.0 

-5.0 

-10.0 

0

0

0

0

 

．
 

5

0

5

0

 

1

2

2

3

 

_

_

_

 

-

（日）

・d
.
L

返
藝

-35.0 

-40.0 

-45.0 

-50.0 

-55.0 

曲げモーメ ント（kN• m) 

-200000 

10.0 

5.0 

0.0 

-5.0 

-10.0 

o

o

o

c

~

 

5

0

5

0

 

1

2

2

3

 

―

―

―
 

＿
（
日
）
．
d

．
↑
達
藍

-35.0 

-40.0 

-45.0 

-50.0 

-55.0 

-100000 

゜
100000 

-400000 -200000 200000 

-98155 

ン
＋
↑
一

1

↓
7
+

軸力 (kN)

200000 

s
+
 
r

|

l

↓
s
+
 

せん断力 (kN)
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（③一③断面南基礎 中央（上））

(S s- D 1 田ー， v+〕t=68. 77 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-134 中実鉄筋コ ンクリ ー トのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（③一③断面南基礎 中央（上））

(S s- D 1 田 ー，V-〕t=68. 78 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-135 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（③一③断面南基礎 中央（上））

(Ss-11, t=25.74 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-136 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（③一③断面南基礎 中央（上））

(S s - 1 2, t = 31. 59 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-137 中実鉄筋コンクリ ー トのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（③ー③断面南基礎 中央（上））

(S s - 1 3, t = 28. 80 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-138 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（③一③断面南基礎 中央（上））

(S s - 1 4, t = 31. 04 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-139 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（③ー③断面南基礎 中央（上））

(Ss-21, t=65.99 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-140 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（③一③断面南基礎 中央（上））

(S s- 2 2, t = 90. 43 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

496 

500 



-4000000 -2000000 

10.0 

5.0 

0.0 

-5.0 

-10.0 

0

0

0

0

 

．

．

 

5

0

5

0

 

1

2

2

3

 

＿

（

日

）

―

.
d
.
L
-

亜
蕊

-35.0 

-40.0 

-45.0 

-50.0 

-55.0 

2000000 4000000 

-666688 

曲げモーメン ト（kN• m) 

-200000 

10.0 

-

:
[

|

)

h+
 

5.0 

0.0 

-5.0 

-10.0 

0

0

9

0

 

5

0

5

0

 

1

2

2

3

 
―

―

 

＿

（

日

）

'd

・1
 

~
藍

-35.0 

-40.0 

-45.0 

-50.0 

-55.0 

-100000 

-600000 

10.0 

5.0 

0.0 

-5.0 

-10.0 

0

0

0

0

 

5

0

5

0

 

1

2

2

3

 

―

―

―

―

 

（

日

）

．

d
．

1

返
藝

-35.0 

-40.0 

-45.0 

-50.0 

-55.0 

100000 

-400000 -200000 200000 

-105861 

ご

＋

↑

・

I

↓

ン

＋

軸力 (kN)

200000 

s
*
l
 f
 

!
 

T
s
+
 

せん断力 (kN)

図 4.11-141 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（③一③断面南基礎 中央（上））

(S s- 3 1 〔H土 V＋〕t=8. 83 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-142 中実鉄筋コンクリートのせん断力が最も厳しい時刻の断面カ

（③一③断面南基礎 中央（上））

(S s- 3 1 〔H口 v＋〕t=8.81 s) 
（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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(S s- D 1 田＋， v+〕t=22.64 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（②一②断面北基礎西側）

(Ss-11, t=23.31 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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(Ss-12, t=37.59 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（②一②断面北基礎西側）

(S s - 1 3, t = 28. 77 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（②ー②断面北基礎西側）

(Ss-14, t=31.87 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（②一②断面北基礎東側）

(S s - 2 1, t = 66. 02 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-152 頂版鉄筋コンクリートの鉄筋の曲げ軸力が最も厳しい時刻の断面カ

（②一②断面北基礎西側）

(S s- 2 2, t =85. 62 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-153 頂版鉄筋コンクリートの鉄筋の曲げ軸力が最も厳しい時刻の断面カ

（②一②断面北基礎西側）

(S s- 3 1 旧＋， v+〕t=8. 94 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-154 頂版鉄筋コンクリートの鉄筋の曲げ軸力が最も厳しい時刻の断面カ

（②一②断面北基礎西側）

(S s- 3 1 〔H三 V+〕t=9. 77 s) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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(2) 鋼製防護壁の評価結果

a. 鋼製防護壁の評価結果

鋼製防護壁の板厚構成図を図 4.11-155～図 4.11-166に示す。

図 4.11-155 板厚構成図（その 1)
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図 4.11-156 板厚構成図（その 2)
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図 4.11-157 板厚構成図（その 3)
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図 4.11-158 板厚構成図（その4)
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図 4.11-159 板厚構成図（その 5)
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図 4.11-160 板厚構成図（その6)
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図 4.11-161 板厚構成図（その 7)
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図 4.11-162 板厚構成図（その8)
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図 4.11-163 板厚構成図（その 9)
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図 4.11-164 板厚構成図（その 10) 
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図 4.11-165 板厚構成図（その 11) 
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図 4.11-166 板厚構成図（その 12) 
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検討

ケース

④ 

b. 外壁及び隔壁からなる主部材の評価結果

外壁及び隔壁からなる部材の評価結果を表 4.11-201に示す。

外壁及び隔壁からなる部材の照査は，図 4.11-167に示す6成分の断面力の絶対値が最大

となる時刻における組合せに対して実施する。

各成分の最大応力発生個所を図 4.11-168に示す。

表 4.11-201 外壁及び隔壁からなる主部材の評価結果

地震動 応力成分 材質 発生応力度 許容限界 照査値＊2

①一①断面
直応力度o

S s-D 1 SBHS700 368 615 0.60 
(N/mmり

〔H+, Vー〕

せん断応力度て
SBHS700 175 352.5 0.50 

②一②断面 (N/mmり

③一③断面

S s-D 1 
合成応力度 k*l

SBHS700 0.54 1. 2 0.45 

〔H-, V+〕
(-) 

注記 ＊1 :直応力度a=M/Z+N/A

せん断応力度て＝Q/Aw

合成応力度k= (a/aa)吐（て／てa)2 

ここで，

M:設計曲げモーメント (N• mm) 

N ：設計軸力 (N)

Q ：設計せん断力 (N)

z ：断面係数 (mmり

A ：全断面積 (mmり

Aw ：ウェブ断面積 (mmり

6a  ：許容引張応力度 (N/mmり

てa ：許容せん断応力度 (N/mmり

*2:水平2方向及び鉛直方向地震力の同時加振による断面力の組合せを用いた照査値

検討ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した

解析ケース
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図 4.11-167 主部材の断面カ
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図 4.11-168 最大応力発生個所
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c. 中詰め鉄筋コンクリートと鋼殻の接合部の評価結果

中詰め鉄筋コンクリートと鋼殻とは，鋼殻側にずれ止めのためのスタッドを配置し一体

化する。南北基礎の各断面力成分が最大値をとる時刻の発生断面力の足し合わせを設計断

面力として必要スタッド量を算定した。評価結果を表 4.11-202に，スタッドの仕様及び配

置図を

図 4.11-169に示す。スタッドは，外面鋼板の内面及び鉛直隔壁の両面に配置する。

表 4.11-202 中詰め鉄筋コンクリートと鋼殻の一体化のためのスタッドの評価結果

面外 面内 水平回転 面外回転 面内回転
必要！

部位 せん断力 せん断力 モーメント モーメント モーメント
スタッド量＊

(kN) (kN) (kN • m) (kN • m) (kN • m) 

196皿n
南北面 52669 19181 1231040 252805 229676 

X 196皿n

186皿n
東西面 17038 28090 20709 5470 1346520 

X 186皿n

注記 ＊：水平2方向及び鉛直方向地震力の同時加振による評価結果

図 4.11-169 スタッドの仕様及び配置図
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d. 補剛材の評価結果

「道路橋示方書 (II鋼橋編）・同解説」（日本道路協会，平成 14年3月）の規定に基づい

た必要剛度を満たす補剛材を配置し，主部材の座屈に対する安全性を確保する

主構断面となる隔壁は，「道路橋示方書 (II鋼橋編）・同解説」（日本道路協会，平成 14

年3月）の解説に基づいて座屈に対する安全照査を実施し，補剛材の追加配置の必要性を

確認する。

補剛材の例を図 4.11-170に，主部材に対する補剛材の評価結果を表 4.11-203～表

4. 11-205に示す。

・縦リブの必要断面積

AL  r<>n = b • t /(10 • n) req 

・縦リブの必要剛度

3 
I L = b. t /11. yL 
req,  • reg 

•横リブの必要剛度

3 

I creq=(b • t.j/11)・(1+n ・yLreq)/(4 ・岳）

・縦リブの必要剛度比

(a~ a。かつ横リブの剛度が IC を満足する場合）
req 

y L req = 4 • a2 • n • (t。/t)2 • (1 + n • 8 L) -(a2 + 1) 2 / n (t ~ t o) 

y L r<>n = 4 • a2 • n • (1 + n • o L)ー（必＋ 1/ /n (t < to) req 

（上記以外の場合）

2 2 2 

y L reg = [ { 2 • n 2 • (t。/tr ・ (1 + n • Ii L) -1 r -1 l / n (t ;,; t ol 
2 

y L req = [ { 2 • n 2 • (1 + n • o L) -1 r -1 ] / n (t < t o) 

ここで， t :補剛材の板厚 (mm)

b :補剛材の全幅 (mm)

a :横リブ間隔 (mm)

n :パネルが縦リブによって区切られる数

a ：補剛材の縦横寸法比

ao :限界縦横寸法比
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6 L ：縦リブ 1個の断面積比

yL:縦リブの剛比

to :「道路橋示方書 (II鋼橋編）・同解説」表ー4.2.6に示す板厚 (mm)

f :応力勾配による係数（＝ 1)

AL：縦リブ 1本の断面積 (mmり

IL :縦リブ1本の断面2次モーメント (mmり

I C ：横リブ1本の断面2次モーメント (mmり

(A-A断面図）

図 4.11-170 補剛材の一例
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表 4.11-203 補剛材の評価結果（その 1)

主部材 補剛材

部位 材質
板厚

成分 必要量
(mm) 

配置量＊

断面積 (cmり 31. 4 108.8 
ZO-Zl SBHS700 65 

断面2次モーメント (cmり 18506 37137 

断面積 (cmり 29.0 108.8 
ZO-Zl SBHS500 60 

断面2次モーメント (cmり 8347 37137 

断面積 (cmり 19.3 108.8 
ZO-Zl SBHS500 40 

断面2次モーメント (cmり 17073 37137 

断面積 (cmり 14. 5 108.8 
ZO-Zl SBHS700 30 

断面2次モーメント (cmり 24382 37137 

断面積 (cmり 12. 1 108.8 
ZO-Zl SBHS500 25 

断面2次モーメント (cmり 12879 37137 

断面積 (cmり 35.8 108.8 
Zl-Z2 SBHS700 65 

断面2次モーメント (cmり 26483 37137 

断面積 (cmり 33.0 108.8 
Zl-Z2 SBHS700 60 

断面2次モーメント (cmり 19206 37137 

断面積 (cmり 22.0 108.8 
Zl-Z2 SBHS500 40 

断面2次モーメント (cmり 20480 37137 

断面積 (cmり 16.5 108.8 
Zl-Z2 SBHS700 30 

断面2次モーメント (cmり 20475 37137 

断面積 (cmり 13.8 108.8 
Zl-Z2 SBHS500 25 

断面2次モーメント (cmり 10717 37137 

断面積 (cmり 33.0 108.8 
Z2-Z3 SBHS500 60 

断面2次モーメント (cmり 15895 37137 

断面積 (cmり 22.0 108.8 
Z2-Z3 SBHS700 40 

断面2次モーメント (cmり 25715 37137 

断面積 (cmり 16. 5 108.8 
Z2-Z3 SBHS700 30 

断面2次モーメント (cmり 20475 37137 

断面積 (cmり 13.8 108. 8 
Z2-Z3 SBHS500 25 

断面2次モーメント (cmり 10717 37137 

断面積 (cmり 22.0 108.8 
Z3-Z4 SBHS700 40 

断面2次モーメント (cmり 25715 37137 

断面積 (cmり 16. 5 108.8 
Z3-Z4 SBHS700 30 

断面2次モーメント (cmり 20475 37137 

注記 ＊：水平2方向及び鉛直方向地震力の同時加振による断面力の組合せを用いた照査による評価結果
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表 4.11-204 補剛材の評価結果（その 2)

主部材 補剛材

部位 材質
板厚

成分 必要量 配置量＊
(mm) 

断面積 (cmり 13.8 108.8 
Z3-Z4 SBHS700 25 

断面 2次モーメント (cmり 12879 37137 

断面積 (cmり 16. 5 108.8 
Z4-Z5 SBHS700 30 

断面2次モーメント (cmり 21515 37137 

断面積 (cmり 13.8 108.8 
Z4-Z5 SBHS700 25 

断面 2次モーメント (cmり 13481 37137 

断面積 (cmり 16.5 108.8 
Z5-Z6 SBHS500 30 

断面 2次モーメント (cmり 19971 37137 

断面積 (cmり 13.8 108. 8 
Z5-Z6 SBHS700 25 

断面 2次モーメント (cmり 11155 37137 

断面積 (cmり 15.0 108.8 
Z6-Z7 SBHS500 30 

断面 2次モーメント (cmり 15487 37137 

断面積 (cmり 12.5 108.8 
Z6-Z7 SBHS500 25 

断面 2次モーメント (cmり 15480 37137 

断面積 (cmり 10.0 108.8 
Z6-Z7 SBHS500 20 

断面 2次モーメント (cmり 7354 37137 

断面積 (cmり 8.0 108.8 
Z6-Z7 SBHS500 16 

断面 2次モーメント (cmり 5161 37137 

断面積 (cmり 6.0 108.8 
Z6-Z7 SM490Y 12 

断面 2次モーメント (cmり 1058 37137 

断面積 (cmり 10.0 108.8 
Z7-Z8 SBHS700 20 

断面 2次モーメント (cmり 8883 37137 

断面積 (cmり 8.0 108.8 
Z7-Z8 SBHS500 16 

断面 2次モーメント (cmり 4272 37137 

断面積 (cmり 8.0 108.8 
Z7-Z8 SM570 16 

断面 2次モーメント (cmり 5161 37137 

断面積 (cmり 6.0 108.8 
Z7-Z8 SM490Y 12 

断面 2次モーメント (cmり 1058 37137 

断面積 (cmり 10.0 108.8 
Z8-Z9 SBHS500 20 

断面2次モーメント (cmり 8883 37137 

断面積 (cmり 8.0 108.8 
Z8-Z9 SBHS500 16 

断面2次モーメント (cmり 4272 37137 

注記 ＊：水平2方向及び鉛直方向地震力の同時加振による断面力の組合せを用いた照査による評価結果
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表 4.11-205 補剛材の評価結果（その 3)

主部材 補剛材

部位 材質
板厚

成分 必要量 配置量＊
(mm) 

断面積 (cmり 8.0 108.8 
Z8-Z9 SM570 16 

断面2次モーメント (cmり 4272 37137 

断面積 (cmり 8.0 108.8 
Z8-Z9 SM490Y 16 

断面2次モーメント (cmり 4272 37137 

断面積 (cmり 6.0 108.8 
Z8-Z9 SM490Y 12 

断面2次モーメント (cmり 1058 37137 

注記 ＊：水平2方向及び鉛直方向地震力の同時加振による断面力の組合せを用いた照査による評価結果
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e. 添接板の評価

添接板は道路橋示方書 (II鋼橋編）・同解説（日本道路協会，平成 14年 3月）

び7.3項に基づき照査を実施する。

外壁及び隔壁の主部材の照査値が最大となる接合部近傍で，ボルト接合の対象となる母

材板厚が最大 30mmとなる箇所の照査を示す。対象箇所を図 4.11-171に，添接板に対する

評価結果を表 4.11-206に示す。添接板の配置断面積が必要断面積以上であることを確認し

3.2項及
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表 4.11-206 添接板の評価結果

応力状態
配置断面積 必要断面積

材質
(cmり (cmり

引張軸力最大時 270. 3 70.3 SBHS700 

圧縮軸力最大時 373. 9 67. 5 SBHS700 
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(3) 接合部の評価結果

検討

ケース

④ 

a. 接合部の耐震評価に用いる断面カ

接合部の耐震評価に用いる断面力は，鋼製防護壁の地震応答解析結果から抽出する。接

合部の耐震評価に用いる断面力を表 4.11-207に示す。断面力の概念図を図 4.11-172に示

す。

表 4.11-207 接合部の耐震評価に用いる断面カ

地震動 基礎
着目 Mx My Mz N SX Sy 

ケース (kN • m) (kN • m) (kN • m) (kN) (kN) (kN) 

M晨大 182009 199230 473112 -30519 4725 -13856 
- ．． ト・一← ... ,・・・ ... 

M晨大 66696 785996 109495 -6220 -10557 -5608 
~....................... 0••, 冨疇•.........-----·一•••••• •••••-••• ••-••••s ・・・・・・・・・・・・・・・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・-・・・・・・・・・・ ・・・・・- ・・・・・-・・・・・・・・・・- • ・ • • 

N最大 -167590 682721 -746039 21 -10894 28476 
.......................... -•••• • •• • -• • • •囀●● • • • • •• • • • • • • •一•・ ................................................ ・・・・・・・・・・・・・・-・・・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・-・・ ・・・・・・・・・・・-・ ．．．． ． ．．．ー・......l・・・......

M晨大 133832 363050 513325 -22508 15062 -7395 
ー・-・-・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-・ •••••·••••••••••·•··•·•·••••••···••••••··•·•• ・・・・・・・・・・・・・・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・- っ •ーー・・ 冨― —— 冨•-... .^• •一•

Sx最大 -193005 -419693 -436086 -57814 37197 43214 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-・・・・・・・・・・ ·-···········—• ●●● ●ー・．．．．．．．．．．．．．．．．．ー・............................... ．．．．．．．．- ......._.............._......... ー・ ーヽー • --•ヽ

釘最大 -233537 -960340 -625176 -71097 35267 58042 
南基礎

M晨小 -289754 74160 -969423 -29639 13758 52407 
•·••·····•·•············•····•·····•··•·····• 十一＋・・ •・十●臀●臀... ....●●●噸ー贔 ●・・・・・・・・・・・ ·•······· ................................................ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-・-・・・・・・・・ l - ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-・・・・・・・・-・・・・・・・・ • ・-』- • ----・- -.』- -•·•一ニ

M晨小 5470 -1346520 -20709 -81620 28090 17038 
................................o....... --...........................•ー~．．．．．．囀• ............・ー・． ．．． ．．．．． ．．．．．．．．．．． ・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-・・ ・・・・・・・・・・・-・・・・・・・・・・・-・・-・・・・・・・-・・・・・・・・ . - ---

N最小 -15801 -1334780 -14434 -87821 26837 24256 
- ・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・-................................................ ．．．．．．．．．．．．．．．.......................... ト——· - ・・-・-・・・-・・・・・・-・・・・・・・・-・・・・・・・・・ 

M晨小 -252805 -229676 -1231040 -43927 19181 52669 
- -・・・・・・・・・・・・・・・・ - ...................... ・・・・・・・・・・・-・．．．．．．．．．．．．．．． • 』己一』・ • • • .富•---• •-·•·····•······· 

Sx最小 15971 435896 -156173 -18753 -18622 1234 
•••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• .......................... • ・ ............ -.................... ．．．．．．．．．．．．．-・・・・・・・・．．．．．．．．．．．-・・ -

Sy最小 131973 115362 306700 -20013 -15681 -15107 
S s-D 1 

M晨大 282957 789071 -792601 -74662 -30811 -23312 
- ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．...... ................................................ .................................. ．．．．．．．．．．．．．． ••—· • • • • •. • • •---~・ ・ • ・ • ・噸

M晨大 74960 1006490 -98491 -78206 -16386 4123 
••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• -・・・・・・・・-・・・・・・・・ ,............................ ..................................... "•• ................ ・・・・-....... ．．→ • 

N最大 -72703 -1059030 -6635 9144 3609 12708 
I・ - I・・...... トー•-·· ..~... ., 

M晨大 -208571 -144491 623915 -28268 -15378 35136 
・・-・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・- ••••••a..•••••••••H•••••••••••• ••••••- •••• ............................................... --------------------------------------------- ............................................ 

SX最大 -124627 -260447 330873 -32099 13857 25356 
••••·••·•••••••·••••••••·•••·•·••·•••·•···••·· ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． - ・・,....................................▼．．． ...............".............. • ••· 

Sy最大 -236756 -162778 559496 -26537 3735 42135 
北基礎

M晨小 -236956 -183427 591041 -26214 -4989 40888 
．．．．．．．．．．．．．．，． ...................•囀 ••••••••••••·••••••rn••••• ••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• - ••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• 

M晨小 -64569 -1108550 -169260 8235 -3466 12023 
•ー・ ． ．．． ．．．． ． ．` 9．▼”. ．． 

N最小 -24043 969779 200323 -80108 -14967 17957 
..... • ・ • • • ● ---- --.... --- ----

M晨小 234673 276980 -1191110 -38378 -6297 -28651 
,.. ••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• ・・・・・・・・・・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ -・・・・-.. ・・-

SX最小 50201 109277 69422 -53221 -37195 3705 
・・・・-・．．．．．．．．．．． ............ ・・・・・・・・-・● ● ● ●● ●ー●●ー・......←・・・・・ • ・・・・・・・・・・-・・・・・・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ------ ---

Sy最小 256302 407638 -1175250 -51106 -18339 -30237 

注記 ④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

軸力 (N)は引張： ＋ 
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Iアンカーボルトで抵抗 I 

［中詰め鉄筋コンクリートで抵抗

図 4.11-172 接合部の断面カ
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b. アンカーボルトの評価結果

アンカーボルトの評価結果を表 4.11-208に，アンカーボルトの仕様を図 4.11-173に，

配置を図 4.11-174に示す。

アンカーボルトの照査は，曲げモーメントMx,My及び軸力Nの絶対値が最大となる時

刻の断面力の組合せに対して実施する。

表 4.11-208 アンカーボルトの照査結果

アンカーボルト

検討
引張応力度 (N/mmり

地震動 基礎
ケース 照査i町

発生応力度 短期許容応力度

33 315.0 0. 11 

156 315.0 0.50 

150 315.0 0.48 
南基礎

40 315.0 0. 13 

203 315.0 0.65 

197 315.0 0.63 
④ S s-D 1 

120 315.0 0. 39 

144 315.0 0.46 

224 315.0 0. 72 
北基礎

42 315.0 0. 14 

232 315.0 0. 74 

132 315.0 0.42 

注記 ④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

＊ ：水平2方向及び鉛直方向地震力の同時加振による照査値
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図 4.11-173 アンカーボルトの仕様

図 4.11-174 アンカーボルトの配置（南北基礎共通）
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c. アンカーボルトの定着長

アンカーボルトの定着長を表 4.11-209に示す。

表 4.11-209 アンカーボルトの定着長

定着長 (cm) | 必要定着長 (cm) 1 照査値＊

270.0 236.9 0.88 

注記 ＊：水平2方向及び鉛直方向地震力の同時加振による断面力の組合せを用いた照査値

d. アンカーボルトのコーンせん断の評価結果

アンカーボルトのコーンせん断力に対する評価結果を表 4.11-210に示す。

表 4.11-210 アンカーボルトのコーンせん断力

定着部の コンクリート 鉄筋補強 必要 配置

コーンせん断 強度で決まる による 鉄筋量 鉄筋量

基礎 に対する コーン コーンせん断 (mm2/mり 2-D25 照査値＊

許容応力度 せん断強度 強度の増加 @300 

(N/mmり (N/mmり (N/mmり (mm2/mり

南基礎 1. 018 0.825 0.606 2019 3378 0.60 

北基礎 1. 145 0.825 0. 733 2442 3378 0. 73 

注記 ＊：水平2方向及び鉛直方向地震力の同時加振による断面力の組合せを用いた照査値
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e. 中詰め鉄筋コンクリートの水平せん断力の評価結果

中詰め鉄筋コンクリートの水平せん断力に対する評価結果を表 4.11-211に示す。また，

中詰め鉄筋コンクリートの概略配筋図を図 4.11-175に示す。

表 4.11-211 中詰め鉄筋コンクリートの水平せん断力に対する照査結果

基礎
設計せん断力

配置鉄筋
疇碑せは祈力

照査f直cl
(kN) (kN) 

南基礎 58042 14-D35 221212 0.27 

北基礎 42135 14-D35 221212 0.20 

注記 ＊1 ：水平2方向及び鉛直方向地震力の同時加振による断面力の組合せを用いた照査値

図 4.11-175 中詰め鉄筋コンクリートの概略配筋図（南北基礎共通）
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f. 中詰め鉄筋コンクリートの水平回転モーメントの評価結果

中詰め鉄筋コンクリートの水平回転モーメントに対する評価結果を表 4.11-212に示す。

表 4.11-212 中詰め鉄筋コンクリートの水平回転モーメントに対する照査結果

設計 水平鉄筋 鉛直鉄筋

水平回転 発生 短期 発生 疇
基礎 配置

応力 訊容応力度
配置

応力 許容応力度モーメント 照査i直 疇霊

(kN • m) 
鉄筋

(N/mmり (N/mmり
鉄筋

(N/mmり (N/mmり

南基礎 1231040 7-D38 185 435 0.43 7-D51 107 435 0.25 

北基礎 1191110 7-D38 179 435 0.42 7-D51 103 435 0.24 

注記 ＊：水平2方向及び鉛直方向地震力の同時加振による断面力の組合せを用いた照査値
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(4) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果

支持性能について，中実鉄筋コンクリート底面における評価結果を表 4.11-213～表

4. 11-216に，基礎地盤における接地圧分布を図 4.11-177～図 4.11-244に示す。また，鋼管

杭下端においては，評価位置図を図 4.11-176に，群杭効果を考慮した評価結果を表

4. 11-217～表 4.11-220に示す。

鋼製防護壁の南基礎地盤の最大接地圧は，杭下端においてSs-31 〔H十9

ケース①，③一③断面）で 4379kN/而であり，南基礎地盤の極限支持力度 5039kN/而以下で

また，北基礎地盤の最大接地圧は，中実鉄筋コンクリート底面においてSs-31 〔H

で4777kN/而であり，北基礎地盤の極限支持力度

V十〕（検討

ある。

V十〕（検討ケース④，①ー①断面）

6116 kN/而以下である。

以上のことから，鋼製防護壁の基礎地盤は，基準地震動ssに対し，支持性能を有すること

＋， 

を確認した。
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図 4.11-176 評価位置図（鋼管杭）
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表 4.11-213 ①一①断面南基礎地盤の支持性能評価結果（中実鉄筋コンクリート底面）

検討ケース 地震動 位相

H+, V+  

H+, V-
S s-D 1 

H-, V+  

H-, V-

S s -1 1 

① 
S s-1 2 

S s-1 3 

S s-1 4 

S s-2 1 

S s-2 2 

H+, V+  
S s-3 1 

H-, V+  

② S s-3 1 H+, V+  

③ S s-3 1 H+, V+  

④ S s-3 1 H+, V+  

⑤ S s-3 1 H+, V+  

⑥ S s -3 1 H+, V+  

注記 ：①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース

最大接地圧 極限支持力度

(kN/mり (kN/mり

2232 5991 

2249 5991 

2355 5991 

2324 5991 

2198 5991 

2309 5991 

2269 5991 

2238 5991 

2377 5991 

2198 5991 

2402 5991 

2279 5991 

2397 5991 

2407 5991 

2371 5991 

2398 5991 

2391 5991 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケーつ＜
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表 4.11-214 ①一①断面北基礎地盤の支持性能評価結果（中実鉄筋コンクリート底面）

検討ケース 地震動 位相

H+, V+  

H+, V-
S s-D 1 

H-, V+  

H-, V-

S s -1 1 

① 
S s-1 2 

S s -1 3 

S s-1 4 

s s -2 1 
S s-2 2 

H+, V+  
S s-3 1 

H-, V+  

② S s-3 1 H+, V+  

③ S s-3 1 H+, V+  

④ S s-3 1 H+, V+  

⑤ S s-3 1 H+, V+  

⑥ S s-3 1 H+, V+  

注記 ：① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

最大接地圧 極限支持力度

(kN/mり (kN/mり

4064 6116 

4022 6116 

4229 6116 

4161 6116 

3196 6116 

3842 6116 

3600 6116 

3086 6116 

4168 6116 

3349 6116 

4673 6116 

4144 6116 

4638 6116 

4720 6116 

4777 6116 

4645 6116 

4600 6116 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-215 ③一③断面南基礎地盤の支持性能評価結果（中実鉄筋コンクリート底面）

検討ケース 地震動 位相

H+, V+  

H+, V-
s s -D  1 

H-, V+  

H-, V-

S s-1 1 

① 
S s -1 2 

S s-1 3 

S s-1 4 

S s-2 1 

S s -2  2 

H+, V+  
S s-3 1 

H-, V+  

② S s-D 1 H-, V+  

③ S s-D 1 H-, V+  

④ S s-D 1 H-, V+  

⑤ S s-D 1 H-, V+  

⑥ S s-D 1 H-, V+  

注記 ：① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

最大接地圧 極限支持力度

(kN/mり (kN/mり

2015 5991 

1969 5991 

2093 5991 

2074 5991 

1841 5991 

1908 5991 

1887 5991 

1886 5991 

1976 5991 

2035 5991 

1979 5991 

2001 5991 

2090 5991 

2097 5991 

2136 5991 

2007 5991 

1986 5991 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-216 ②一②断面北基礎地盤の支持性能評価結果（中実鉄筋コンクリート底面）

検討ケース 地震動 位相

H+, V+  

H+, V-
S s-D 1 

H-, V+  

H-, V-

S s -1 1 

① 
S s-1 2 

S s -1 3 

S s -1 4 

S s-2 1 

S s-2 2 

H+, V+  
S s-3 1 

H-, V+  

② S s-3 1 H+, V+  

③ S s-3 1 H+, V+  

④ S s-3 1 H+, V+  

⑤ S s-3 1 H+, V+  

⑥ S s-3 1 H+, V+  

注記 ：①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

最大接地圧 極限支持力度

(kN/mり (kN/mり

2776 6116 

2805 6116 

2787 6116 

2895 6116 

2110 6116 

2372 6116 

2375 6116 

2399 6116 

2290 6116 

2282 6116 

2587 6116 

2475 6116 

2602 6116 

2592 6116 

2643 6116 

2498 6116 

2492 6116 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケーヌ
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース）

-1000 

0

0

0

0

0

0

 

[

0

0

0

0

0

 

0

0

0

0

0

0

 

l

2

3

4

5

6

 

(

f

f

E

/

N

>
i
)
出
妾
班

2407 kN/而

極限支持力度5991kN/m2 

7000 
-2.0 0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 

距離(m)

図 4.11-190 ①ー①断面南基礎地盤の接地圧分布図 (Ss -3 1 〔H土 V+〕）

（検討ケース③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1(J)した解析ケース）
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地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）
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（検討ケース⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース）
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非液状化の条件を仮定した解析ケース）
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（検討ケース①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

-1000 

o
o
o
o
o
o
o
o
o
o
o
o
 

1
0
2
0
3
0
4
0
5
0
8
0
 

宕
/

N

)
j
)
出
芸
班

中実鉄筋コンクリート

3842 kN/m2 

極限支持力度6116kN/m2 

7000 
-2.0 0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 

距離(m)

図 4.11-199 ①一①断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-12)

（検討ケース①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J'）した解析ケース）
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（検討ケース③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース）
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（検討ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）
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（検討ケース⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-217 ③ー③断面南基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-13)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-219 ③一③断面南基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-21)

（検討ケース①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-220 ③一③断面南基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-22)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-222 ③一③断面南基礎地盤の接地圧分布図 (Ss - 3 1 〔H-＇ V十〕)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-223 ③一③断面南基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-Dl 〔H-, V+〕）

（検討ケース② ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース）
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（検討ケース③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1(J)した解析ケース）
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図 4.11-225 ③一③断面南基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-Dl 〔H-, V＋〕）

（検討ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）

561 

565 



-1000 

0

0

0

0

0

0

 

o
o
o
o
o
u
o
 

0

0

0

0

0

0

 

1

2

3

4

5

6

 

(
n
E
/
N

>
t
)
出
妾
班

中実鉄筋コンクリート

2007 kN/m2 

極限支持力度5991kN/m2 

7000 
-z.o 0.0 z.o 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 

距離(m)

図 4.11-226 ③一③断面南基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-Dl 〔H-, V＋〕）

（検討ケース⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース）
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図 4.11-227 ③一③断面南基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-Dl 〔H-, V+り

（検討ケース⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して

非液状化の条件を仮定した解析ケース）
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図 4.11-228 ②一②断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-Dl 〔H+, V+J) 

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-229 ②ー②断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-D 1 [H+, Vー〕）

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-230 ②一②断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-Dl 〔H-9 V+り

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-231 ②一②断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-Dl [ H —, v→） 
（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

-1 000 

O
O
O
O
O
O
O
O
O
O
O
O
 

10

幻

3
0
4
0
5
0
6
0

宕
/

N

>
t
)
出
妾
班

2110 kN/m2 

極限支持力度6116kN/而

7000 
-Z.O 0.0 Z.O 4.0 6.0 8.0 10.0 lZ.O 

距離(m)

図 4.11-232 ②ー②断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-11)

（検討ケース①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-233 ②一②断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-12)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-234 ②一②断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-13)

（検討ケース①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-235 ②ー②断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-14)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-236 ②一②断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-21)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-237 ②一②断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-22)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-238 ②ー②断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-31 〔H土 v+り

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-239 ②一②断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-31 〔H —,V+ 〕）

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-240 ②一②断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-31 〔H+, V+〕)

（検討ケース② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース）
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図 4.11-241 ②一②断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-31 〔H+, V+り

（検討ケース③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o）した解析ケース）
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図 4.11-242 ②一②断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-31 〔H+, V+  J) 

（検討ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）
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図 4.11-243 ②一②断面北基礎地盤の接地圧分布図 (Ss-31 〔H+, V十D

（検討ケース⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース）
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（検討ケース⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して

非液状化の条件を仮定した解析ケース）
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表 4.11-217 ①一①断面南基礎地盤の支持性能評価結果（鋼管杭下端）

検討ケース 地震動 位相
杭

位置

H+, V+  S6 

H+, V- S 1 
S s-D 1 

H-, V+  S6 

H-, V- S6 

S s-1 1 S6 

S s-1 2 S2 
① 

S s-1 3 S2 

s s -1 4 S2 

S s-2 1 S6 

S s-2 2 S6 

H+, V+  S6 
S s -3 1 

H-, V+  S 2 

② S s-3 1 H+, V+  S6 

③ S s-3 1 H+, V+  S6 

④ S s-3 1 H+, V+  S6 

⑤ S s-3 1 H+, V+  S6 

⑥ S s-3 1 H+, V+  S6 

注記 ： ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

最大接地圧 極限支持力度

(kN/mり (kN/mり

1429 5039 

1378 5039 

1582 5039 

1367 5039 

1055 5039 

1321 5039 

1241 5039 

1058 5039 

1288 5039 

1166 5039 

1401 5039 

1929 5039 

1389 5039 

1420 5039 

1552 5039 

1414 5039 

1404 5039 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-218 ①ー①断面北基礎地盤の支持性能評価結果（鋼管杭下端）

検討ケース 地震動 位相
杭

位置

H+, V+  Nl 

H+, V- Nl 
S s-D 1 

H-, V+  N6 

H-,V- N6 

S s -1 1 Nl 

s s -1 2 Nl 
① 

S s -1 3 Nl 

S s-1 4 Nl 

S s-2 1 N6 

S s-2 2 N6 

H+, V+  N6 
S s -3 1 

H-, V+  Nl 

② S s -3 1 H+, V+  N6 

③ S s-3 1 H+, V+  N6 

④ S s-3 1 H+, V+  N6 

⑤ S s -3 1 H+, V+  N6 

⑥ S s-3 1 H+, V+  N6 

注記 ： ① :原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1(J)した解析ケース

最大接地圧 極限支持力度

(kN/mり (kN/mり

1381 5092 

1223 5092 

1331 5092 

1128 5092 

756 5092 

1224 5092 

1118 5092 

832 5092 

1307 5092 

889 5092 

1525 5092 

1807 5092 

1528 5092 

1494 5092 

1707 5092 

1547 5092 

1555 5092 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケーつ＜
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表 4.11-219 ③一③断面南基礎地盤の支持性能評価結果（鋼管杭下端）

検討ケース 地震動 位相
杭

位置

H+, V+  w 

H+, V- w 
S s-D1 

H-, V+  E 

H-,V- w 

S s-1 1 w 

S s-1 2 w 
① 

S s-1 3 w 

S s-1 4 w 

S s-2 1 w 

S s-2 2 E 

H+, V+  w 
S s -3 1 

H-, V+  w 

② S s-D 1 H-, V+  E 

③ S s-D 1 H-, V+  E 

④ S s-D 1 H-, V+  E 

⑤ S s -D  1 H-, V+  E 

⑥ S s-D 1 H-, V+  E 

注記 ：① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-16) した解析ケース

最大接地圧 極限支持力度

(kN/mり (kN/mり

3863 5039 

3867 5039 

3965 5039 

3898 5039 

3592 5039 

3383 5039 

3399 5039 

3404 5039 

3579 5039 

3683 5039 

4379 5039 

3599 5039 

3964 5039 

3933 5039 

4042 5039 

4136 5039 

4156 5039 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 4.11-220 ②ー②断面北基礎地盤の支持性能評価結果（鋼管杭下端）

検討ケース 地震動 位相
杭

位置

H+, V+  E 

H+, V- E 
S s-D 1 

H-, V+  E 

H-, V- E 

S s -1 1 w 
s s -1 2 w 

① 
S s-1 3 w 
s s -1 4 w 
S s-2 1 E 

s s -2 2 w 
H+, V+  E 

S s -3 1 
H-, v+  w 

② S s -3 1 H+, V+  E 

③ S s-3 1 H+, V+  E 

④ S s -3 1 H+, V+  E 

⑤ S s -3 1 H+, V+  E 

⑥ S s -3 1 H+, V+  E 

注記 ：① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1(J)した解析ケース

最大接地圧 極限支持力度

(kN/mり (kN/mり

4313 5092 

4185 5092 

4017 5092 

4244 5092 

3704 5092 

3870 5092 

3889 5092 

3791 5092 

3701 5092 

3853 5092 

4166 5092 

4231 5092 

4120 5092 

4169 5092 

4264 5092 

4128 5092 

4071 5092 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケ~ス
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(5) 地盤改良体（セメント系）の内的安定に対する評価

地盤改良体（セメント系）における時刻歴最大のせん断応力に対する局所安全係数分布を

図 4.11-245～図 4.11-278に示す。各図には引張破壊に対する評価結果も併記した。

同図より，いずれの解析ケースにおいても引張破壊している要素はなく，局所安全係数は

1.5を上回っていることから，地盤改良体（セメント系）としての安定性を確認した。
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図 4.11-245 ③ー③断面の局所安全係数分布図 (Ss-Dl 〔H十＇ V十り

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-246 ③一③断面の局所安全係数分布図 (Ss-Dl [H+, Vー〕）

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-247 ③ー③断面の局所安全係数分布図 (Ss-Dl 〔H_，V＋り

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-248 ③一③断面の局所安全係数分布図 (Ss-Dl 〔H三 V→)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-249 ③ー③断面の局所安全係数分布図 (Ss-11)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-250 ③ー③断面の局所安全係数分布図 (Ss-12)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

575 

579 



局所安全係数

ご

1

1

せ

引

5
 

―

■
―― 

図 4.11-251 ③一③断面の局所安全係数分布図 (Ss-13)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-252 ③一③断面の局所安全係数分布図（Ss-14)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-253 ③ー③断面の局所安全係数分布図 (Ss-21)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-254 ③ー③断面の局所安全係数分布図 (Ss-22)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-255 ③一③断面の局所安全係数分布図 (Ss-31 〔H十'V十り

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-256 ③一③断面の局所安全係数分布図 (Ss-31 〔H-, V+り

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-257 ③一③断面の局所安全係数分布図 (Ss-Dl 〔H-,V十り

（検討ケース② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) した解析ケース）
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図 4.11-258 ③一③断面の局所安全係数分布図 (Ss-Dl 〔Hー＇ V+り

（検討ケース③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1(J)した解析ケース）
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図 4.11-259 ③一③断面の局所安全係数分布図 (Ss-Dl 〔H口 v+J) 

（検討ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）
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図 4.11-260 ③一③断面の局所安全係数分布図 (Ss-Dl 〔H三 V十り

（検討ケース⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース）
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 図 4.11-261 ③一③断面の局所安全係数分布図 (Ss-Dl 〔H一＇v＋り

（検討ケース⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋1 (J）して

非液状化の条件を仮定した解析ケース）
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図 4.11-262 ②一②断面の局所安全係数分布図 (Ss-Dl 〔H+, V十り

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-263 ②一②断面の局所安全係数分布図 (Ss-Dl 〔H九 V-り

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-264 ②一②断面の局所安全係数分布図 (Ss-Dl 〔H三 V+り

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-265 ②一②断面の局所安全係数分布図 (Ss-Dl 〔H三 V→）

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-266 ②一②断面の局所安全係数分布図 (Ss-11)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-267 ②ー②断面の局所安全係数分布図 (Ss-12)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-268 ②ー②断面の局所安全係数分布図 (Ss-13)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-269 ②ー②断面の局所安全係数分布図 (Ss-14)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

局所安全係数

ご

5
 
1

1

せ

引

―

■
―＿ 

図 4.11-270 ②一②断面の局所安全係数分布図 (Ss-21)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-271 ②ー②断面の局所安全係数分布図 (Ss-22)

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-272 ②ー②断面の局所安全係数分布図 (Ss-31 〔H土 V+り

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-273 ②一②断面の局所安全係数分布図 (Ss-31 〔H三 v+り

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 4.11-274 ②ー②断面の局所安全係数分布図 (Ss-31 〔H土 v+ぃ
（検討ケース② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1 o) した解析ケース）
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図 4.11-275 ②ー②断面の局所安全係数分布図 (Ss-31 〔H土 v+り

（検討ケース③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 O')した解析ケース）
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図 4.11-276 ②ー②断面の局所安全係数分布図 (Ss-31 〔H三 V+り

（検討ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）
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図 4.11-277 ②ー②断面の局所安全係数分布図 (Ss-31 〔H九 v+り

（検討ケース⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース）
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図 4.11-278 ②一②断面の局所安全係数分布図 (Ss-31 〔H土 V+り

（検討ケース⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1o) して

非液状化の条件を仮定した解析ケース）
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(6) 構造物の変形性に対する評価結果

地震時における止水ジョイント部の異種構造物間の相対変位量に対する照査結果を表

4. 11-221に示す。異種構造物間の相対変位は，防潮堤（鋼製防護壁）と鉄筋コンクリート防

潮壁の発生変位を各方向毎に足し合わせて求めたか， 妃， かによる 3成分合成によって算

出する。

地震時における止水ジョイント部の異種構造物間の相対変位量に対する照査を行った結

果，止水ジョイント部の相対変位量が許容限界以下であることを確認した。

表 4.11-221 異種構造物間の地震時相対変位量

位置番号
0 X 8 y 8 z 最大発生変位量[m] 許容限界

(m) (m) (m) [ (6占 o/+ o /) (m) 

南側 0.692 1. 102 0. 100 1. 305 2.0 

北側 0.695 1. 268 0. 110 1. 450 2.0 
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5. まとめ

防潮堤（鋼製防護壁）について，基準地震動ssによる地震力に対し，構造物の曲げ軸力及びせん

断力，並びに基礎地盤の接地圧が許容限界以下であることを確認した。

以上のことから，防潮堤（鋼製防護壁）は，基準地震動ssによる地震力に対して，要求機能を維

持できる。

なお，接合部におけるアンカーボルト，頂版鉄筋コンクリート及び中詰め鉄筋コンクリートの設

計については，「4. 防潮堤（銅製防護壁）の接合部アンカーに関する補足説明」において実施した

3次元解析にて妥当性を確認した。
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6. 鋼製防護壁の耐震安全性評価に関する参考資料
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（参考1)減衰定数の設定について

地震応答解析における減衰定数については，固有値解析により求められる固有周期及び減衰比に

基づき，質量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の Rayleigh減衰にて与

える。なお， Rayleigh減衰をa=Oとなる剛性比例型減衰とする。 Rayleigh減衰の設定は，地盤の

低次のモードの変形が特に支配的となる地中埋設構造物のような地盤及び構造系全体に対して，そ

の特定の振動モードの影響が大きいことを考慮し，かつ，振動モードの影響が全体系に占める割合

の観点から，刺激係数に着目し行う。

固有値解析による刺激係数及びモード図を図 l～図 12に示す。また，設定した Rayleigh減衰を図

13～図24に示す。

1次の基準モードについては，地盤及び構造系全体がせん断変形しているモードを選定してい

る。構造物の 1次モードについては，構造系がせん断変形しているモードに着目することにより選

定している。

なお，初期減衰定数は，地盤の減衰定数は 1%（解析における減衰は，ひずみが大きい領域では

履歴減衰が支配的となる。そのため，解析上の安定のためになるべく小さい値として 1％を採用し

ている。），線形材料としてモデル化する鋼材の減衰定数は 3%（道路橋示方書 (V耐震設計編）同

解説（平成24年 3月）），コンクリートの減衰定数は 5% (J EA  G 4 6 0 1 -1987) とする。
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図 13 設定した Rayleigh減衰

ー 1％：地盤

ー 3%：鋼材

ー 5%:コンクリート
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（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

（①一①断面）
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図 14 設定した Rayleigh減衰

- 1%：地盤

ー 3%：鋼材

ー 5%:コンクリート

3. 5 4.0 4. 5 

（検討ケース② ：地盤物性のばらっきを考慮（＋ 1 (J）した解析ケース）

（①一①断面）
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（検討ケース③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) 
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図 16 設定した Rayleigh減衰

（検討ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）

（①一①断面）
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図 17 設定した Rayleigh減衰

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）
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図 18 設定した Rayleigh減衰

（検討ケース② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1 (J）した解析ケース）

（②ー②断面）
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（検討ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により

設定した Rayleigh減衰

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）
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図21 設定した Rayleigh減衰

（検討ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

（③ー③断面）
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図22 設定した Rayleigh減衰

（検討ケース② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1 (J）した解析ケース）

（③一③断面）
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図23 設定した Rayleigh減衰

ー 1％：地盤
ー 3%:鋼材

ー 5%:コンクリート

3. 5 4. 0 4. 5 

（検討ケース③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース）
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図24 設定した Rayleigh減衰

（検討ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）

（③一③断面）
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（参考2)鋼製防護壁基礎間に生じる地震時相対変位の影響について

1. 検討方針

鋼製防護壁基礎間に堤軸直交方向の地震時相対変位が生じた場合，相対変位が鋼製防護壁を介し

て南北の鋼製防護壁基礎（以下「南基礎」「北基礎」という。）に与える影響（荷重伝達）につい

て，以下の手順で検討を行う。検討フローを図 lに示す。また，防潮堤（鋼製防護壁）の平面図を

図2に示す。

① 鋼製防護壁基礎に対する堤軸直交方向の 2次元有効応力解析結果から南基礎の時刻歴最大照

査値となった時刻の断面力と鋼製防護壁基礎天端間の相対変位を抽出する。さらに，最大相

対変位時等の相対変位の大きい時刻の断面力と鋼製防護壁基礎天端間の相対変位を抽出す

る。

② 鋼製防護壁基礎の堤軸直交方向の天端での相対変位が鋼製防護壁を介して鋼製防護壁基礎に

与える影響を断面力増分として求める。堤軸直交方向の鋼製防護壁基礎天端での相対変位に

よる影響を検討するモデルの概念図を図 3に示す。 1次元有効応力解析に基づく応答変位法

による荷重を北基礎のみに与え， 3次元静的フレーム解析により南基礎での断面力増分と鋼

製防護壁基礎天端間の相対変位増分を求める。この断面力増分を鋼製防護壁基礎天端間の相

対変位増分で除することにより，単位相対変位増分当たりの南基礎断面力増分を求める。な

お， 3次元静的フレーム解析で応答変位法による地震力を与えるのは，堤軸直交方向変位が

比較的大きい北基礎とする。地震力は断面力増分の傾向を把握することが目的であるため，

3次元静的フレーム解析で用いたSd-D1とする。

③ ①の時刻歴最大照査値となった時刻等の鋼製防護壁基礎天端間の相対変位に，②で求めた単

位相対変位増分当たりの南基礎断面力増分をかけることにより，南基礎の地震時断面力増分

を求める。

④ ①で抽出した南基礎の時刻歴最大照査値となった時刻の断面力及び照査値と③で求めた南基

礎の地震時断面力増分及び照査値増分を比較することにより，堤軸直交方向の鋼製防護壁基

礎天端間の相対変位が鋼製防護壁を介して鋼製防護壁基礎に与える影響度合いを確認する。
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2次元有効応力解析結果から南基礎の時刻歴最大

照査値となった時刻の断面力と鋼製防護壁基礎天

端間の相対変位を抽出

さらに，最大相対変位時等の相対変位の大きい時

刻の断面力と鋼製防護壁基礎天端間の相対変位を

抽出

1次元有効応力解析に基づく応答変位法による荷

重を北基礎に与え， 3次元静的フレーム解析によ

り南基礎での断面力増分と鋼製防護壁基礎天端間

の相対変位増分を求め，この断面力増分を鋼製防

護壁基礎天端間の相対変位増分で除することによ

り，単位相対変位増分当たりの南基礎断面力増分

を算定

2次元有効応力解析結果から抽出した南基礎の時

刻歴最大照査値となった時刻の鋼製防護壁基礎天

端間の相対変位に単位相対変位増分当たりの南基

礎断面力増分をかけて南基礎の地震時断面力増分

を算定

2次元有効応力解析結果から抽出した南基礎の時

刻歴最大照査値となった時刻の断面力及び照査値

と地震時断面力増分及び照査値増分を比較し，鋼

製防護壁を介して基礎に伝達する相対変位の影響

度合いを確認

二
図1 検討フロー
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五

①
 

①
 

防潮堤（鋼製防護壁）

③
 

②
 

図2 防潮堤（鋼製防護壁）の平面図

相対変位により

発生する断面カ

---------------------:――――1―---1 
I I 

----~----...- ----------------------------------------1 I 
I I 
I I 

鋼製防護壁

南基礎 北基礎

図3 堤軸直交方向相対変位により鋼製防護壁基礎間に生じる断面力増分を算定する

モデル概念図
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2. 2次元有効応力解析から算定される断面力と鋼製防護壁基礎天端間の相対変位の抽出

鋼製防護壁基礎に対する堤軸直交方向の 2次元有効応力解析結果から，南基礎の中実鉄筋コンク

リートの時刻歴最大照査値となった時刻の断面力と鋼製防護壁基礎天端間の相対水平変位を抽出す

る。

2次元有効応力解析は堤軸直交方向の②一②断面，③一③断面で照査値が大きくなる Ss-D 1 〔H

-, V十〕の検討ケース③ （地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース）において実施す

る。

解析の結果，表 1に示す鉄筋の曲げ軸力に対する照査値が最大となった時刻 68.77秒における鋼

製防護壁基礎天端間の相対水平変位は 0.04cm（南基礎自体の天端の水平変位は 22.4cm) である。

鋼製防護壁基礎天端間の相対水平変位の時刻歴を図 4に，水平変位の時刻歴を図 5に示す。また，

時刻 68.77秒の南基礎の断面力分布を図 6に示す。

一方，表2に示すせん断力に対する照査値が最大となった時刻も鉄筋の曲げ軸力に対する照査値

が最大になった時刻 68.77秒と同時刻であり，その時刻の南基礎の断面力分布も図 6と同じであ

る。

以上のことから，中実鉄筋コンクリートの曲げ軸力及びせん断の最大照査値発生時刻の鋼製防護

壁基礎天端間の相対水平変位は0.04cmと小さいため，相対水平変位の影響がほとんどないものと

考えられ，鋼製防護壁基礎天端間の相対水平変位が大きい時刻として以下の 2ケースについて確認

を行った。

鋼製防護壁基礎天端間の相対水平変位最大時刻は， 27.40秒であり，相対水平変位は 22.1 cmであ

る。この時刻の鋼製防護壁基礎天端の水平変位は8.5 cmであり，断面力分布を図 7に示す。

また，上記の最大照査値発生時刻 68.77秒付近で鋼製防護壁基礎天端間の相対水平変位及び南基

礎天端の水平変位が大きい時刻として，時刻 67.66秒を確認した。この時刻の鋼製防護壁基礎天端

間の相対水平変位は 14.3cmであり，南基礎天端の水平変位は 20.5 cmである。この時刻の断面カ

を図 8に示す。

なお，図 5に示すとおり南基礎より北基礎の方が鋼製防護壁基礎天端の変位が大きくなる。
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表 l 中実鉄筋コンクリートの堤軸直交方向の曲げ軸力照査結果（鉄筋曲げ軸力について）

地::~~9口口 曲げ軸力照査 （鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  0. 18 

H+, V- 0. 17 
S s -D 1 

H-,v+ 0.20 I I o 20 0. 20 0 20 0. 20 0.20 

H-, V- 0. 20 

S s - 1 1 0. 10 

S s - 1 2 0. 10 

S s - 1 3 0 12 

S s - 1 4 0. 10 

S s - 2 1 6. 13 
S s - 2 2 0. 12 

H+, V+  0.22 
S s - 3 1 

H-, V+  0. 19 

H+, V+  0. 13 

H+, V- 0. 12 
S s - 3 2 

H-, V+  0. 22 

H-, V- 0. 19 

表2 中実鉄筋コ ンク リートの堤軸直交方向のせん断照査結果

地：：＼～」］口
せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  0. 57 

H+, V- 0. 58 
S s -D  1 

H-, V+  o 65 I I 0.61 0.66 0.66 0.63 0. 64 

H-, V- 0.66 

S s -1 1 0. 34 

S s -1 2 0. 38 

S s - 1 3 0.43 

S s -1 4 0. 37 

S s - 2 1 0.44 

S s - 2 2 0.43 

H+, V+  0.66 
S s - 3 1 

H-, V+  0. 57 

H+, V+  0.44 

H+, V- 0.43 
S s - 3 2 

H-, V+ 0.66 

H-, V- 0. 57 
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67. 66:-.......... i 68. 77 

゜
20 40 60 

時間 (sec)

80 100 120 140 

図4 鋼製防護壁基礎天端間の相対水平変位時刻歴

5

4

3

2

1

0

1

2

3

4

5

 

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

 

一

＿
l

-

＿＿

(

U

)

送
紐
丹
妥

゜
20 40 

＇ 67. 661 
＇ 

60 

時間 (sec)

80 100 

—北側基礎天端

—南側基礎天端

120 140 

図5 鋼製防護壁基礎天端間の水平変位時刻歴

613 
617 



堤軸直交方向曲げモーメント

() I I 
--------------j 

軸力 堤軸直交方向せん断力

-5 

-10 

-] 5 

-20 

u" 
?
-

一

．

↑

）

゜
3
 

迄
土

-35 

-,15 

-so 
-:ioooooo-1 "00000 o 1500000 :rnooooo 

曲Iずモーメント (K¥m) 

(

E

 

-o 

-l () 

-l 5 

-20 

5

0

 

9

-

3

 

―

―

 

-

.

.
 [
.
)
•
•
『
·
-
l

竺

-36 

-10 

-Iii 

-50 
-300000 -200000 -100000 

軸）） （k¥) 

ー
な
i

-3 

-IO 

-] ~ 

-20 

一

t::. -2.ズ

-'.lO 

o-
-33 

-10 

-• i 5 

-50 
-:!00000 -] 00000 0 100000 '.200000 

せん断）） （k¥) 

図6 鉄筋の曲げ軸力最大照査時及びせん断力最大照査時

（時刻 68.77秒，相対水平変位 0.04 cm) の南基礎断面力分布

堤軸直交方向曲：fモーメント 軸力 堤軸直交方向せん断力

―-----------r---------------
-'i 

-10 

-15 

ごー25

迄
i
a -3(I 

-35 

-45 

L立n

宕ー2UI-------I0------lニエロ

中央て下〗

-4ll 1~--二

下部

-50 
-2,000000-1 SUOOUO U ! 500000 3UOOOUO 

曲：ギモーメント (k¥m) 

官

-5 

-10 

-]5 

-20 

5

U

 

2

3

 

i

-

1
 
・
.
1
.
)
 

1
1

,
¥
l
;
t
 

-35 

-1() 

-15 

-50 
-300000 -'..'00000 -100000 

軸り (K¥.

(

E

 

む
i

-a 

-10 

-] 5 

-20 

一

t:: -~.) 

-:i(J 

―’― JO 

-40 

-45 

上部

叶 つ丈 ＼L )

中ぅR （下）

下部

I -50 
-200000 -1 noooo o 100000 2nooon 

せん断力 (K¥)

図7 相対水平変位最大時（時刻 27.40秒，相対水平変位 22.1 cm) の南基礎断面力分布

614 

618 



堤軸直交方向曲げモーメント

9゚------_L__ー一 ―-_J-------
-5 

-10 

-15 

I _______,__ 

-20 
ヽ
E 

::... 1-------r--= ---
ご一25

こ
-30 

-3 5 

——---—·--------下部
-4 5 

l ------L -—上」

-50 1 1 | 
-'.lOUOOOO-I SOOOOO O I 5UOOOU'.lOOUOOO 

曲：fモーメント (k¥mJ 

-5 

-10 

-]5 

0

5

0

 

2

2

3

 

―

-

l

 
-.
)
芸
王

-35 

ー •10

-15 

軸力

-50 
-300000 -:zoonoo -100000 

軸 h(K¥

-3 

-]() 

-1 5 

0

-

3

0

 

2

2

3

 

―

―

―

 l.
)

迄
た
i

-35 

-.j(J 

-・15 

堤軸直交方向せん断力

上部

-50 ' | | 1 
-200000 -] 0()ooo o I oonoo 200000 

せん断）J （KN) 

図8 時刻 67.66秒（相対水平変位 14.3 cm) の南基礎断面力分布

615 
619 



3. 単位相対変位増分当たりの南基礎断面力増分の算定

鋼製防護壁基礎の堤軸直交方向の相対変位が鋼製防護壁を介して南北基礎に与える影響につい

て， 3次元静的フレームモデルにより検討を実施する。 3次元静的フレーム解析モデルは鋼製防護

壁基礎が鋼製防護壁を介して接続されているため，鋼製防護壁基礎の堤軸直交方向に相対変位が発

生した際の鋼製防護壁を介した荷重伝達を考慮することができる。

3次元静的フレーム解析モデルの概念図を図 9に示す。同モデルは，重畳時の検討に用いたモデ

ルであり，ここでは余震時の地盤バネと応答変位を用いて解析を実施する（その他の荷重条件は考

慮しない）。なお，応答変位の設定の照査については後述するが，北基礎の堤軸直交方向の応答変位

のみを考慮することで鋼製防護壁基礎の相対変位を評価する。

3次元静的フレーム解析モデルにおいては，鋼製防護壁（格子モデル）と中実鉄筋コンクリート，

巻立て鉄筋コンクリート及び鋼管杭で構成される鋼製防護壁基礎を構造梁要素によりモデル化し，

中実鉄筋コンクリートをモデル化した構造梁要素には仮想剛梁要素を配置することで中実鉄筋コンク

リートの幅を考慮する。鋼製防護壁と鋼製防護壁基礎の接続については，鋼製防護壁の軸心と頂版鉄

筋コンクリート及び中実鉄筋コンクリートの軸心には，堤軸直交方向に1.15mの差異があるため，剛

体要素を介して結合することにより，鋼製防護壁基礎（中実鉄筋コンクリート，巻立て鉄筋コンクリ

ート及び鋼管杭）から鋼製防護壁，鋼製防護壁から鋼製防護壁基礎への並進及び回転の伝達を行う。

また，頂部鉄筋コンクリートは平板要素によりモデル化する。

3次元静的フレーム解析は，南北両基礎に対して 1次元有効応力解析を行い，鋼製防護壁基礎の

堤軸方向，堤軸直交方向の地盤バネ定数及び反力上限値を設定し，堤軸直交方向変位が大きい北基

礎の堤軸直交方向の地盤変位を算定する。 3次元静的フレーム解析モデルに地盤バネ4を設定し，

北基礎に地盤変位を与え解析する。 1次元有効応力解析において考慮する地震動はSd-D 1（余震）

とする。

地盤バネは，「道路橋示方書 (I 共通編 •IV下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 24 年 3

月）」に準拠し，地盤のバネ定数と反力上限値を考慮したバイリニア型とする。

本検討で用いる地盤バネは，表 3に示した地盤バネケースのうち，地盤バネ4を選定する。地盤

バネ4は， 1次元有効応力解析により得られる最大地表面変位発生時の平均有効主応力(Jm' 及びせ

ん断ひずみッの深度分布に基づいて，地盤バネのバネ定数及び反力上限値を設定する。水平方向地

盤反力係数及び反力上限値を図 10に示す。また，地盤バネ4は，表 4に示す7種類の地盤物性のう

ち，上記のせん断ひずみが最大値を示す③’ 地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

（液状化パラメータ非適用）に基づき設定する。ここで，地盤バネ 4を選定した理由は，重畳時にお

いて南基礎の中実鉄筋コンクリートの照査値が最大になるためであり，照査値の観点から表 4に示

した地盤バネケースの中で最も保守的な地盤バネと考えられる。

一方，応答変位についても，地盤バネ 5に対応した応答変位を 1次元有効応力解析により算定し

た。 3次元静的フレーム解析では，算定した応答変位を用いた応答変位法により北基礎にのみ荷重

を与え，鋼製防護壁基礎天端間の相対変位増分と相対変位増分により発生する南基礎の断面力増分

を算定する。 3次元静的フレーム解析モデルヘの応答変位の設定について図 11に概念図を示す。

3次元静的フレーム解析より算定された変形図を図 12に示す。図に示すとおり鋼製防護壁基礎天

端間の相対変位増分は 8.1 cmとなった。 3次元静的フレーム解析より算定された南基礎の断面力図

を図 13に示す。
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図13に示す断面力増分を鋼製防護壁基礎天端間の相対変位増分8.1 cmで除することにより，単

位相対変位増分当たり(1.0 cm) の南基礎断面力増分を算定した。単位相対変位増分当たりの南基

礎断面力増分を図 14に示す。

表 3 地盤バネケース

地盤バネのバネ定数及び
ケース名 備考

反力上限値

Sd波による 1次元有効応力解析から 地盤抵抗が
地盤バネ 3

地表面応答加速度が最大となる地盤物性により設定 大きいケース

Sd波による 1次元有効応力解析から
地盤バネ4

地表面応答変位が最大となる地盤物性により設定 地盤抵抗が

Sd波による 1次元有効応力解析から 小さいケース
地盤バネ 5

せん断ひずみが最大値を示す地盤物性により設定

＊上記のケースより，せん断ひずみ最大ケースを選定して地盤バネを設定する。

表4 3次元静的フレーム解析における 1次元有効応力解析検討ケース

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ③’ 

原地盤に 地盤物性 地盤物性 地盤を強 原地盤に 地盤物性の 地盤物性

基づく液 のばらっ のばらっ 制的に液 おいて非 ばらつきを のばらっ

状化強度 きを考慮 きを考慮 状化させ 液状化の 考慮（＋ 1 きを考慮

検討ケース 特性を用 (+ 1 (-1 ることを 条件を仮 (J) して非 (-1 

いた解析 o) した o) した 仮定した 定した解 液状化の条 o) した

ケース（基 解析ケー 解析ケー 解析ケー 析ケース 件を仮定し 解析ケー

本ケース） ス ス ス た解析ケー ス

ス

原地盤に 原地盤に 原地盤に 敷地に存

基づく液 基づく液 基づく液 在しない
液状化パ 液状化パ 液状化パ

液状化強度特性 状化強度 状化強度 状化強度 豊浦標準
ラメータ ラメータ ラメータ

の設定 特性（標 特性（標 特性（標 砂の液状
を非適用 を非適用 を非適用

準偏差を 準偏差を 準偏差を 化強度特

考慮） 考慮） 考慮） 性
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鋼製防護壁

鋼製防護壁至磋 く

笞杭及び
巻立て鉄筋コンクリート
を線形梁要素にてモデル化

図9 3次元静的フレーム解析モデルの概念図
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4. 南基礎の地震時断面力の算定

「2. 2次元有効応力解析から算定される断面力と鋼製防護壁基礎天端間の相対変位の抽出」で抽

出された鉄筋の曲げ軸力及びせん断力において時刻歴最大照査値となった時刻の鋼製防護壁基礎天

端間の相対変位0.04cmに，「3. 単位相対変位増分当たりの南基礎断面力増分の算定」で算定され

た単位相対変位増分当たり(1.0 cm) の南基礎断面力増分をかけて，南基礎の地震時断面力増分を

算定した。南基礎の地震時断面力増分を図 15の青線に示す。

相対水平変位最大となった時刻の鋼製防護壁基礎天端間の相対変位22.1 cmに， 「3. 単位相対

変位増分当たりの南基礎断面力増分の算定」で算定された単位相対変位増分当たり(1.0 cm) の南

基礎断面力増分をかけて，南基礎の地震時断面力増分を算定した。南基礎の地震時断面力増分を図

16の青線に示す。

鋼製防護壁基礎天端間の相対水平変位及び南基礎天端の水平変位が大きい時刻として選定した時刻

67.66秒の相対水平変位 14.3 cmに， 「3. 単位相対変位増分当たりの南基礎断面力増分の算定」で

算定された単位相対変位増分当たり（1.0cm) の南基礎断面力増分をかけて，南基礎の地震時断面

力増分を算定した。南基礎の地震時断面力増分を図 17の青線に示す。

図15及び図 17に示すとおり地震時増分断面力は， 2次元動的解析による地震時の断面力に対し

て十分小さい。

図16においては，相対水平変位最大時の南基礎の地震時の曲げモーメント及びせん断力は非常に

小さいことが確認できる。地震時の相対水平変位は最大になっているが，南基礎の中実鉄筋コンク

リートの曲げ及びせん断変形はほとんど発生していないため，上記のように曲げモーメント及びせ

ん断力が非常に小さくなっていると考えられる。これに対して，地震時増分断面力においても曲げ

モーメント及びせん断力が同様の発生状況となっている。

以上のことから，銅製防護壁基礎における堤軸直交方向の基礎天端間の相対変位が鋼製防護壁を

介して鋼製防護壁基礎に与える影響度合いは小さく，耐震評価における鋼製防護壁基礎個別の解析

モデルによる評価結果が妥当であると考えられる。
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図 15 南基礎の地震時断面力増分
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図 16 南基礎の地震時断面力増分

（相対水平変位最大時，時刻 27.40秒，相対変位 22.1 cm) 
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図 17 南基礎の地震時断面力増分

（時刻 67.66秒，相対変位 14.3 cm) 
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5. 南基礎の時刻歴最大照査値となる断面力と地震断面力増分による照査値の比較

「2. 2次元有効応力解析から算定される断面力と鋼製防護壁基礎天端間の相対変位の抽出」で抽

出した南基磋の時刻歴最大照査値となった時刻の断面力及び照査値と 「4. 南基礎の地震時断面力の

算定」で求めた南基礎の地震時断面力増分及び照査値を表 5及び表 6に示す。

鉄筋の曲げ軸力に対する照査値は，地震時断面力増分による照査値増分が0.02~0.04程度であ

り，時刻歴最大照査値となった時刻の照査値に対して小さく，十分な安全余裕がある。一方，せん

断力に対する照査値も，地震時断面力増分による照査値増分が 0.03~0.06程度であり，時刻歴最大

照査値となった時刻の照査値に対して小さく，十分な安全余裕がある。

発生断面力（曲げモーメント，軸力及びせん断力）についても地震時断面力増分は，鉄筋の曲げ軸

力及びせん断力の時刻歴最大照査値となった時刻の断面力に対して十分小さい。

表 5 南基礎の鉄筋の曲げ軸力照査結果 （堤軸直交方向（③一③断面））
断面性状 発生断面カ

部材 部材
引張 短期許容

検討 評価
輻 高

鉄筋仕様
断面カ

曲げ
軸力

応力度 応力度 照査値

ケース 位謄 （引張鉄筋） モーメント
(kN) 

o. a" o J o.. 
b h (kN • m) (N/mmり (N/mmり
(mm) (mm) 

68 77秒 1143444 30407 86 3 435 0 20 

上部 10700 10700 
D51@150 

(8段）
地震時断面力増分 156215 1182（引張） 14 4 435 0 04 

68. 77秒 1249632 110047 60 7 435 0 14 
中央

10700 10700 
D51@150 

（上） (11段）
地展時断面力増分 183701 1136（引張） 12 8 435 0 03 

③S,-D 1 

旧—, V十〕
68. 77秒 1559595 104130 71 3 435 0 17 

中央
10700 10700 

D51@150 

（下） (17 5段）
地震時断面力培分 190010 1118（引張） 13. 1 435 0 04 

68. 77秒 987231 154017 37 8 435 0 09 

下部 10700 10700 
D51@150 

(11段）
地震時断面力増分 72647 671 4.8 435 0. 02 

注記 ③： 地盤物性のばらつきを考慮(-1 CT) した解析ケース

表 6 南基礎のせん断力照査結果（堤軸直交方向（③一③断面））
断面性状 発生 短期許容

V• に
検討 評価

部材幅 部材高 有効高さ
鉄筋仕様

断面カ
せん断力 せん断力

対する
ケース 位置 （せん断補強筋） V v. 

照査値
b (mm) h (mm) d (mm) (kN) (kN) 

68 77秒 136697 221969 0 62 

上部 10700 10700 9976 16-D29@!50 

地震時断面力増分 11992 221969 0 06 

中央 68. 77秒 143257 217138 0 66 

10700 10700 9759 16-D29@150 

③ S,-D 1 （上） 地震時断面力増分 5899 217138 0 03 

町-,V十〕
中央 68. 77秒 134401 227399 0 60 

10700 10700 9262 18-D29@150 

（下） 地展時断面力増分 9093 227399 0 04 

68. 77秒 88195 194677 0 46 

下部 10700 10700 9759 14-D29@150 

地震時断面力増分 8666 194677 0 05 

注記 ③ ：地盤物性のばらつき を考慮 (-1 a)した解析ケース
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相対水平変位最大時 (27.40秒）及び時刻 67.66秒についても同様の比較・検討を行うと，以下

のとおりになる。

相対水平変位最大時の鉄筋の曲げ軸力に対する照査値は，表 7に示すとおり地震時断面力増分に

よる照査値増分が 0.01~0.02程度であり，相対水平変位最大となった時刻の照査値と同等であり，

十分な安全余裕がある。一方，せん断力に対する照査値も，表 8に示すとおり地震時断面力増分に

よる照査値増分が0.02~0.03程度であ り，相対水平変位最大となった時刻の照査値と同等であり，

十分な安全余裕がある。

以上のことから，表 7に示す南基磋の鉄筋の曲げ軸力の照査値及び表 8に示す南基礎のせん断力

の照査値は，最大相対変位となった時刻の断面力による照査値と地震時断面力増分による照査値増

分を考慮しても，時刻歴最大照査値となった時刻の断面力による照査値より小さいことを確認し

た。

表7 相対水平変位最大時の南基礎の鉄筋の曲げ軸力照査結果（堤軸直交方向（③ー③断面））
断面性状 発生断面カ

部材 部材
引張 短期許容

検討 評価
幅 混

鉄筋仕様
断面カ

曲げ
軸力

応力度 応力度 照査値

ケース 位置 （引張鉄筋） モーメント
(kN) °” 6,/ o.. 

b h (kN • m) (N/mmり (N/rnmり
(mm) (mm) 

27.40秒 58838 90186 10 1 435 0 03 

上部 10700 10700 
D51@150 

(8段）
地震時断面力増分 59104 447（引張） 5 4 435 0 02 

27 40秒 45211 114047 10 3 435 0 03 
中央

10700 10700 
D51@150 

（上） (11段）
地渓時断面力増分 69503 430（引張） 4 9 435 0 02 

③S,-D 1 

旧-,V十〕
27 40秒 1484 150879 10 1 435 0 03 

中央
10700 10700 

D51@150 

（下） (17 5段）
地震時断面力増分 71890 423（引張） 5 0 436 0 02 

27.40秒 36003 174604 14. 9 435 0 04 

下部 10700 10700 
D51@150 

(11段）
地震時断面力増分 27486 254 1 8 435 0 01 

注記 ③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 CT) した解析ケース

表8 相対水平変位最大時の南基礎のせん断力照査結果（堤軸直交方向（③一③断面））
断面性状 発生 短期許容 v.に

検討 評価
部材幅 部材高 有効高さ

鉄筋仕様
断面カ

せん断力 せん断力
対する

ケース 位置 （せん断補強筋） V v. 
照査値

b (mm) h (mm) d (mm) (kN) (kN) 

27.40秒 2524 221969 0 02 

上部 10700 10700 9976 16-D29@150 

地頒時断面力増分 4537 221969 0 03 

中央 27 40秒 2431 217138 0 02 

10700 10700 9759 16-D29@150 

③S,-D 1 （上） 地震時断面力増分 2232 217138 0 02 

(H-, V十〕
中央 27.40秒 3830 227399 0 02 

10700 10700 9262 18-D29@150 

（下） 地媛時断面力増分 3440 227399 0 02 

27 40秒 2186 194677 0 02 

下部 10700 10700 9759 14-D29@150 

地震時断面力増分 3279 194677 0 02 

注記 ③： 地盤物性のばらつきを考慮(-1(J)した解析ケース
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時刻 67.66秒の鉄筋の曲げ軸力に対する照査値は， 表 9に示すとお り地震時断面力増分による照

査値増分が 0.02~0. 04程度であり ，時刻 67.66秒の照査値に対して小さ く， 十分な安全余裕があ

る。一方， せん断力に対する照査値も，地震時断面力増分による照査値増分が 0.03~0.05程度であ

り，時刻 67.66秒の照査値に対して小さ く，十分な安全余裕がある。

発生断面力（曲げモーメン ト，軸力及びせん断力）についても表 10に示すとお り地震時断面力増分

は，時刻 67.66秒の断面力に対して十分小さい。

表9 時刻67.66秒の南基礎の鉄筋の曲げ軸力照査結果（堤軸直交方向（③一③断面））
断面性状 発生断面カ

部材 部材
引張 短期許容

検討 評価
幅 高

鉄筋仕様
断面カ

曲げ
軸力

応力度 応力度 照査値

ケース 位置 （引張鉄筋） モーメント a • °” (J,/ (J.. 

b h (kN • m) 
(kN) 

(N/mmり (N/mmり
(mm) (mm) 

67 66秒 869095 29778 63 9 435 0 15 

上部 10700 10700 
D51@150 

(8段）
地震時断面力増分 143248 1084（引張） 13 2 435 0 04 

67 66秒 986329 111933 43 5 435 0 11 
中央

10700 10700 
D51@150 

（上） (11段）
地痰時断面力増分 168452 1042（引張） 11 8 435 0 03 

③S,-D 1 

(H-, V十〕
67.66秒 1225233 112010 51 7 435 0 12 

中央
10700 10700 

D51@150 
（下） (17 5段）

地展時断面力増分 174237 1025（引張） 12 0 435 0 03 

67 66秒 782420 163899 23 1 435 0 06 

下部 10700 10700 
D51@150 

(11段）
地緩時断面力増分 66617 615 4 4 435 0. 02 

注記 ③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 o）した解析ケース

表 10 時刻 67.66秒の南基礎のせん断力照査結果（堤軸直交方向（③一③断面））
断面性状 発生 短期許容

V• に
検討 評価 鉄筋仕様 せん断力 せん断力

ケース 位置
部材幅 部材高 有効高さ

（せん断補強筋）
断面カ

V v. 対する

b (mm) h (mm) d (mm) (kN) (kN) 
照査値

67. 66秒 106967 221969 0 49 

上部 10700 10700 9976 16-D29@150 

地窟時断面力増分 10996 221969 0 05 

中央 67 66秒 113446 217138 0 53 

10700 10700 9759 16-D29@150 

③S,-D 1 （上） 地笈時断面力増分 5409 217138 0 03 

IB-, v+J 
中央 67. 66秒 107649 227399 0 48 

10700 10700 9262 18-D29@150 

（下） 地震時断面力増分 8338 227399 0 04 

67.66秒 68628 194677 0 36 

下部 10700 10700 9759 14-D29@150 

地袋時断面力増分 7946 194677 0 05 

注記 ③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース
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6. まとめ及び考察

南基礎における鉄筋の曲げ軸力及びせん断力の時刻歴最大照査値となった時刻 68.77秒におい

て，鋼製防護壁基礎間の相対水平変位により発生する地震時断面力増分及び照査値増分を算定し

た。地震時断面力増分及び照査値増分が，発生断面力及び照査値に対して小さいことから，相対水

平変位が鋼製防護壁基礎に与える影響が小さいことを確認した。

最大相対水平変位 22.1cmとなった時刻 27.40秒においては，南基礎の水平変位が小さいために発

生断面力及び照査値は小さく，算出した地震時断面力増分及び照査値増分も非常に小さいことか

ら，相対水平変位が最大の場合にも鋼製防護壁基礎に与える影響は小さいことを確認した。

さらに，南基礎天端の水平変位が大きいケース（時刻 67.66秒）を選定して相対水平変位の影響

を確認した結果，地震時断面力増分及び照査値増分が，発生断面力及び照査値に対して小さく，相

対水平変位が鋼製防護壁基礎に与える影響が小さいことを確認した。

以上のことから，堤軸直交方向における鋼製防護壁基礎天端間の相対水平変位が鋼製防護壁を介

して鋼製防護壁基礎に与える影響度合いは小さいことを確認した。
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（参考3)高強度材料（SBHS500• SD685)の適用性について

1. SBHS500の適用性

道路橋示方書 (W下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成24年 3月）では鋼管杭は，JISA 

5525の規格 (SKK400,SKK490) に適合するものを標準とし，規定以外の鋼管杭でも所要試験を実施

して本規定に定められた鋼管杭と同等以上の性能を有することが確認された場合には用いても良い

としている。よって，許容応力度設計において，土木学会の「新しい高性能鋼材の利用技術調査研

究報告書～SBHS500(W),SBHS700(W)の設計・制作ガイドライン（案） （平成 21年 11月）」に基づき実

施する。

また， SBHS500(JIS G 3140(2011)の鋼管杭の製作においては，所要試験（溶接施工試験（開先溶

接試験），材料検査（母材，溶接材）等を実施し，JISA 5525規格の鋼管杭と同等の性能を有するこ

とを確認する。

なお，既工認においては他施設でも SBHS500の鋼管杭を用いた施工実施がある。

・東海第二発電所におけるエ認審査実績※

①v-2-2-12緊急時対策所用発電機燃料貯蔵タンク基礎の地震応答計算書

②V-2-2-13緊急時対策所用発電機燃料貯蔵タンク基礎の耐震性についての計算書

③V-2-10-2-4構内排水路逆流防止設備の耐震性についての計算書

④V-3ー別添 3-2-3構内排水路逆流防止設備の強度計算書

【補足ー60-1】5.19耐震及び耐津波設計における許容限界について

※平成 30年 10月 18日付け原規規発第 1810181号にて認可された工事計画
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2. 高強度鉄筋 SD685の適用性

2. 1 SD685の適用に必要となる評価項目について

コンクリ ート標準示方書設計編・施工編の改定資料（土木学会， 2017) では，高強度鉄筋の適

用性に伴 う改定が なされ， SD685鉄筋までが利用可能となった。 改定に関わる解説資料では，

SD685の適用に当たっては，従来の評価式や新たな評価式の適用性が確認できた項目 について利用

可能としているため，図 lに示す項目について確認を実施する。

2.3 SD490を超える強度の異形鉄筋の取り扱い

2. 3. l 概要

異形鉄筋は，JISでは SD490までは規格化されているが，高強度鉄筋を用いれば鉄筋益を減らすことがで

き過密鉄筋が回避できる，部材断面寸法を縮小できる，寸法縮小に伴い部材重位を減らすことができるなど，

多くのメ リットがあるそのため，SD490を超える鉄筋を使用した場合の研究は数多く行われている．今回

の改訂では， SD685までの鉄筋単体および部材挙動の検討を行い，従来の評価式や新たな評価式の適用性が

確認できた項目については，SD685まで利用可能にした なお，検肘が不十分で適用性が確認できなかった

項目については，別途検討すれば利用可能という形にした．

示方塾の鉄筋強度に関わる項目としては，以下が挙げられる

• 本編 5 . 3.lコンク リート強度のよ£よ』；

• 本編 5 .4.l鋼材の強度， 5.4.2鋼材の疲労強度， 5.4.3鋼材の応力ひずみ関係

・標準 3編安全性に関する照査における 2章の各種耐力の算定

・標準 3編安全性に関する照査における 3章の疲労強度の算定

・標準4編使用性に関する照査における 2章のひぴ割れ幅や応力度の算定

・標準4編使用性に関する照査における 3章の変位 ・変形の蹄定

・標準 5編耐震設計および耐震性に関する照査における 5章の部材の力学モデルのモデル化

・標準5編耐震設計および耐裳性に関する照査における 5茸の鋼材のモデル化

・標準7編鉄筋コンクリートの前提および構造細目における 2章の鉄筋の曲げ形状

図 1 SD490を超える強度の異形鉄筋の取り扱い

出典：コ ンク リートライ ブラリー149

コンク リート標準示方書設計編・施工編の改定資料 （土木学会， 2017)
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2.2 付着強度

SD685を用いた部材の付着強度算定式について，コンクリート標準示方書設計編・施工編の改

定資料 （土木学会， 2017)では図 2に示すとおり，他の鉄筋材質 (SD590以下）と同様に適用でき

るとの記載がある。記載内容を図 2に示す。

2.3.2 付笥強度

付沿強度を求める実験が， PC鋼棒など高強度銅材を使って実施されており 1>,SD685まで付舒強度算定式

が適用できることを確認したまた， 2.3.6節で示すが， SD685を用いたRC部材に対し，数値解析の適用性

を検討したところ，従来の付培強度ーすべり関係を用いてひび割れ間隔やひび割れ幅を妥当に評価できるこ

とを併せて確認した．

図2 SD685を用いた場合の軸方向圧縮耐力及び曲げ耐力について

出典：コンクリートライブラリー149

コンクリート標準示方書設計編・施工編の改定資料（土木学会， 2017)

2.3 応力ひずみ関係

SD685を用いた部材の応力ひずみ関係について，コンクリート標準示方書設計編・施工編の改

定資料（土木学会， 2017)では図 3に示すとおり，従来どおりの式が過用できることを確認して

いる。

2.3.3 応力ひずみ

2.3.3. 1に示すように明確な降伏点が生じる製品が出されていることを確認した．

た，鉄筋の引張強度に対する砕伏点強度の比は，鉄筋強度が高くなるほど大きくなる．そのため，引張強度

に対する降伏点強度の比を65~80％と記述していたが， 65~85％と修正した．

筋の応力ひずみ関係については，棟準 5,ta耐震設計及び耐震性に関する照

析による性能照査でひずみ硬化を巧感した引張応力 Fの式が示されているがJ巴ー』2」！こ実験結果と
で示されている式との比較を行ったが，両者はよく 一致しており， S0685までは従来通りの式が適用

した．ただし，繰返し応力下の適用性の孤認は十分できなかったため，繰返し荷重下の問

は，履歴モデルについて適用範囲を判断する必要がある．
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図3 SD685鉄筋を用いた場合の応力ひずみ関係について

出典：コンクリートライブラリー149

コンクリート標準示方書設計編・施工編の改定資料（土木学会， 2017)
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2.4 各種耐力

2.4. 1 軸方向圧縮耐力及び曲げ耐力

SD685鉄筋を用いた部材の軸方向圧縮耐力及び曲げ耐力について，コンクリート標準示方書

設計編・施工編の改定資料（土木学会， 2017)では図 4に示すとおり，既往の耐力評価手法

を同様に用いて問題がないことが示されている。なお， SD685鉄筋は本構造においてせん断補

強筋として使用しない。

2.3.4 断面耐力

軸方向圧縮耐力および曲げ耐力については，SD685よりも強度の高いPC銅棒で既に適用されているため，

SD685も同様に用いれば問題がない棒部材のせん断耐力については， 2012年版からせん断補強鉄筋の設計

降伏強度は 800N/m而 まで適用範囲となっている．せん断伝達耐力，ねじり耐）］については十分な検討を行

うことができなかったため，その箕定の際には SD490の強度を用いることとし，高強度の影聘を考廊する場

合は別途検討した場合に使用してよいとした．

図4 SD685を用いた場合の軸方向圧縮耐力及び曲げ耐力について

出典：コンクリートライブラリー149

コンクリート標準示方書設計編・施工編の改定資料（土木学会， 2017)
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2.4. 2 最大鉄筋量

SD685を用いた部材の最大鉄筋量について，コンクリート標準示方書基本原則編・設計編・

維持管理編の改訂資料 （土木学会， 2022) では図 5に示すとおり，高強度鉄筋 SD685まで適

用を拡大したとの記載がある。

2.4.3.2 

することを原則とする．」とさう従来の規定を踏展することとしたこの規定は，主に断而破壊時にコンクリート

の破出が先行する脆性的な破洩を回避する月的で定められているが．これを釣合鉄筋比の 15％以下としたことに

ついては，材料強度のばらつきや鉄筋配性の施工芯苑等を考虚して余裕を持たせたという定性的な考察唸＞．過去

の実験データ））を基に釣合破均に対して非超過確率 30％程度の安全余裕を確保したとする準定hほりな巧察 4)があ

るものの，明確な根拠は不明であったまた，高強炭材科を用いた場合の適用性等について検証されているかも不

朋であった．そこで，高強度材料を用いた場合も含めたJ此大鉄筋凪について，簡易な計符ではあるが定伍的な検か

も含めた考瑛を行った．

釣合鉄筋比は，設計紺［揉準］ 7祖の式（解2.3.3)より次式により勾定される．

な．公
μb =“¢’“+ fydIE≫ fyd 

(2.4. l) 

ここに， 八 ：釣合鉄筋比

•V8--0.0041Qただし， a~0.68

s'o ：コンクリートの終局ひずみで［設計編：標祁］ 3紺の函2.4.1で示された俯としてよい．

／” :鉄筋の設計引張陥伏強度(N/mmり

Id  ：コンクリー トの設計圧縮強度 (N/mmり

丘 ：鉄筋のヤング係数(N/mmり

図2.4.5より，＾ （突強度相当） ／＾（設計強度）は75%~79％程度となっている．これは， 月I張鉄筋

度により麻定した釣合鉄筋比の 75％以下とすれば，実構造物において引張鉄筋の降伏強度が設計強度の l.2倍で

あっても釣合破祓を概ね回避できることを示している．ただし，図2.4.5に示す＾ （実強度相当） If>o （設計強度）

の数倍は，コンクリート強度および鉄筋の引張降伏強度が大きいほど小さくなる傾向にあり，このことは，設計強

度に対する釣合鉄筋比の 75％とする最大鉄筋伍は，材料強度が大きいほど釣合破炭に対する余裕が低下すること

を意味する．したがって，高強度材料の出合には，コンクリートの応カーひずみ曲線や鉄筋の強度特性等を適切に

評価した上で，部材の破扱性状を確認することが沼ましい．

80% 

g泣i7訟
合 1.,.ん " SD68~fck50N/mmね75％以上

)16% 、
四・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．ー．．．
74% 
20 30 40 so 60 70 80 

／a{N/血）

図2.4. 5 p人実強度）／pb（設計強度）

図5 SD685を用いた場合の最大鉄筋量の考え方について

出典：コンクリートライブラリー162

コンクリート標準示方書基本原則編・設計編・維持管理編の改訂資料（土木学会， 2022)
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2.5 ひび割れ幅

SD685を用いた部材のひび割れ幅算定式について，コンクリート標準示方書設計編・施工編の

改定資料（土木学会， 2017)の「2.3.6ひび割れ幅及び変位・変形 （1) SD685を用いた部材実験

による検討」において，部材実験を実施している （図6参照）。SD685を使用した梁のひび割れ幅

の変化は，降伏点までほぼ直線的に増加しており，大きなひずみ及び応力が作用してもひび割れ

幅に大きな影響を与えないことを確認している（図 7参照）。

2.3. 6 ひび割れ幅および変位・変形

(1) $0685を用いた部材実験による検討

図 2.3.6.1に示す，引張鉄筋を・段配沢＂および ご．段配f代した均合の部材・K験を行い， SD685を用いた楊

合のひひ割れ幅と紅期の変位 ・変形のn定式の近用性を砿認したまた， 1岱強度飲筋を用いる場合は利強度
コンクリートと組合わせて使用される場合が多いため， 表2.3. 6. 1に示すようにコンクリート強炭と鉄筋強

度を組み合わせ4つの供試体を作成した．コンクリートについては，示方芥の適用範囲の 80N/mm2に近い

70N/mm2程度と普通強度の 30N/mm2程度．奴筋については SD345とSD685を｝｛Iいた．＇火験では，曲げひび

割れ幅は，新たなひび割れ発生が疏品されたらその都度（が「iを除（；iし，断面 1：端部のひぴ割れ位伐にバイゲ

ージを設沢して測定した 1III；れは，＾噸う曲げ区間内で叔荷点と部材中央の 3点で鉛直変位を測定し．等曲げ区

間の‘四均曲社を江定した．

図2.3.61 一段配

図6 SD685を用いた部材実験による検討

出典：コンクリートライブラリー149

コンクリート標準示方書設計編・施工編の改定資料（土木学会， 2017)

ひび割れ幅算定式

w = 1.1 k,柘k3(4c+ 0.7(cs -4'))（t+c叫（2.3.6.1)

図 2.3.6.4に実験伍ならびに式 (2.3.6.1)で得られる最大ひび割

と荀直の関係を示すなお，算定式において，載荷実験は蓑生後す

ぐに短時間の載行で行ったので，コンクリートの収縮およびクリー

ブ等の影響を考怠する C’～は， 0とした．算定式は降伏時点で実験債

ー 安金四に評価していることから
その適用が可能であることが蹟認された．
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図7 SD685を用いた場合のひび割れ幅の算定式について

コンクリート標準示方書設計編・施工編の改訂資料（2017) 土木学会
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2. 6 基本定着長

SD685鉄筋の基本定着長について，コンクリート標準示方書（設計編） （土木学会， 2022年制

定）では図 8に示すとおり，コンクリートの圧縮強度特性値が 80N/mm2以下，鉄筋の引張強度の

特性値が 685N/mm2までを適用範囲としている。鉄筋の定着長は下記の式で算定される。ただし，

ブリージングによる付着強度の低下を考慮して定着長の割増し (1.3倍）を規定している。しかし

ながら，本構造物では充填性も考慮して高流動コンクリートを使用することとしており，普通コ

ンクリートに比べてブリージングは小さいと考えられることから割増しは考慮しないこととした

（図 9参照）。鉄道構造物等設計標準・同解説では図 10に示すとおり，ブリージングを生じない

コンクリートを用いる場合には，補正は不要と記載がある。

(1) 鉄筋の基本と着長［、は．式 (2.S.l)による算定値を．次の{i)~ (iii)に従って補d：した値とす
る．ただし．この補正した値／、は20が以上とする．また．鉄朽の降伏強度の特性偵が3”iv皿 n2を超える
場合は，隣伏強度の影響を適切に考慮しなければならない．

ぃa/!-; (2.5.1) 
4/如

ここに． ¢ :鉄筋の直径

/"" ：鉄胚の設計・}1張隣伏強度

ft,,.,,1:コンクリートの設計付着強度で． y.りは 1.3として．：設計編：本編；天（解 5.4.2)

の/M より求めてよい．ただし． /~.2 N/mm1

a一l.o( KSi.0の湯合）
~ 0.9 (1.0<k.,Sl.Sの湯合）

= 0.8 (I.S<.J:ぷ2.0の場合）
::: 0.1 (:?．匹夕．5の湯合）

"" 0.6 {2.S<k.- の湯合）

ここに， K = £＋竺4・
c ¢ s¢ 

C :鉄筋の下覺のかぶりの鯨と定着する鉄筋のあきの半分の値のうちの小さい方

A, ：仮定される割裂破攘断面に軍直な横力向鉄筋の断面積

s :慣方向鉄籾の中心間隔

(i) 引張鉄筋の基本定着長いょ．式（2．5・1)による算定鯨とする．ただし．襟準フックを絞ける

場合には．この算定偵から 106だけ減じることができる．

(ii）圧縮鉄筋の基本定着長l』は．式 (2.S.l)による算定偵の0.8倍とする．ただし事憬準フックを

設ける場合でも．これ以上減じてはならない．

(iii)定着を行う鉄筋が．コンクリートの打込みの際に．打込み終了面から 300mmの深さよりr、
方の位置で．鉄筋の下側におけるコンクリートの打込み高さが300mm以上ある場合かつ水平か

ら45。以内の角度で配置されている場合は．引張鉄筋または圧縮鉄筋の基本定着長は．（i)または

(ii)で算定される筐の」土位とする．

図8 SD685を用いた場合の基本定着長の算定について

コンクリート標準示方書（設計編） （土木学会， 2022年制定）
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(2)について 高流動コンクリ ー トは，通常のコンクリートに比べて以下の特徴がある

① 車位粗骨材呈が少なく，高性能AE減水剤の使用呈が多い．

② プリーディングおよびレイタンスの発生が少ない．

③ 凝結硬化が遅延する傾向にある．

④使用材料の品質変動や計呈誤差による影響を受けやすいため，厳しい品質管理，製造管理ならびに施

工管理が要求される．

図 9 高流動コンクリートのブリージング

高流動コンクリートの配合設計・施工指針（土木学会， 2012年版）

定滸を行う鉄筋の配筋角度や下側のコンクリートの打込み忘さに関して．鉄筋の付者強度がプリーディ

ング等の影零により低下することを考磁して．定者長の延伸を定めた 解説図2.3.18に示したような位

こあり ． 水平から 45• 以内の角度に配壁する鉄筋が該当する．ただし、プリーディングを生じないコン

クリートを用いる場合は．コンクリートの打込み布さに関する基本定若技の補正は行わなくよIt.

図 10 基本定着長の補正について

鉄道構造物設計標準・同解説（コンクリート構造物）

（鉄道総合技術研究所，令和 5年 1月）

SD685を用いた部材の付着強度算定式について，鉄道構造物設計標準・同解説（コンクリート構

造物） （鉄道総合技術研究所，令和 5年 1月）では，高強度鉄筋 SD685まで適用を拡大したとの記

載がある。記載内容を図 8及び図 9に示す。

SD490およびSD685A, SD685Bの鉄筋に対しては ／別な 、吋をノ―わない炉ムには．g 戸に文、

る補正係数 atを考慮した式（3) を用いて算定してよい．

伍 ＝ ab · at・全•¢

ただし，m=（合）1／3
ここに， 入d3．基本定着長(mm)

hod : コ ン クリートの設計付着強度 (~/mmり

fb必＝ 0.28!'約／rc
ab= (0. 75/Kc) +0.2 

I syd :鉄筋の設計引張降伏強度 (N/mrnり

¢ ：定着する鉄筋の直径 (mm)

氏＝（Cb/</J)+ {15AJ(s・</J)} 

ただし， Cb/</>~ 2. 5 

(3) 

Cb :定着する鉄筋のかぶりと定着する鉄筋のあきの 1/2のうち，小さい方の値 (mm)

Aい仮定される割裂破壊断面に垂直な柚方向鉄筋の断面積 (mmり

s:横方向鉄筋の中心間隔 (mm)

図8 SD685を用いた場合の基本定着長の算定(1)

「鉄道構造物設計標準・同解説（コンクリート構造物）

（鉄道総合技術研究所，令和 5年 1月）」
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付属図 2-3.2には，一例として，コンクリートの圧縮強度の特性値が60N/mm2の場合について，式

(2) をSD490およ びSD685A. SD685Bの鉄筋に適用した場合の算定値に対する式（ 1)の算定値の比

を示すこれによると，式 (2) をこれらの鉄筋に適用した場合には基本定着長を小さく算定する結果

となることがわかる．

これに対して，付属図 2-3.3には，式 (3) による算定値に対する式（1)の算定値の比を示す．図よ

り，鉄筋強度に対する補正係数gを考慮すること により，基本定着長は妥当に評価されていることがわ

かる一‘ のこに、 は異tるコンク lー ムについて 百 t ロハ― ことが報されて

いる一
2.00 

［ ：：／ニ
付属図 2-3.2基本定殻長の比較
（式 (2)と式 (1)の比較）

2.00 
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ここに，fsyd：鉄筋の設計引張降伏強度（N/mmり

f'cd:コンクリートの設計圧縮強度 (N/rnmり

¢:定着する鉄筋の直径（mm)

Kc= (cb/¢) + {15Ar/(s・¢)} 

ただし，凶¢ ~ 2.5 

Cb :定着する鉄筋のかぶりと定箸する鉄筋のあきの 1/2のうち，小さい方の値(mm)

Aい仮定される割裂破壊断面に垂直な横方向鉄筋の断面積 (mm2)

(1) 

s:横方向鉄筋の中心問隔 (mm)

伍 ＝ 偽 ·化• ¢
ここに， /bod:コンクリートの設計付着強度 (N/mmり

f函＝ 0.28/'恕／％

ab=  (0. 75/Kc) +0.2 

(2) 

知＝ ab·a1·如• ¢
1/3 

ただし，at＝（氣）

(3) 

図9 SD685を用いた場合の基本定着長の算定(2)

鉄道構造物設計標準・同解説（コンクリート構造物）

（鉄道総合技術研究所，令和 5年 1月）
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3. 

3. 1 

高強度鉄筋 SD685の定着長について

基本定着長の算定

コンクリート標準示方書（設計編） （土木学会， 2022年制定）や鉄道構造物等設計標準・同解説

（コンクリート構造物）（鉄道総合技術研究所，令和 5年 1月）では，「SD490や SD685等の鉄筋の降

伏強度の特性値が 380N/mrn2を超えるJIS規格による鉄筋の定着長は，実験等により検討すること

が望ましい」とされているが，鉄道構造物等設計標準には，特別な実験を行わない場合には別途

示された算定式を用いてよいとされている。鉄道構造物等設計標準の算定式を用いた鉄筋の定着

長は，表 1に示すとおり他の規格基準類の算定式に比較して最も短くなるため，道路橋示方書に

よる算定式を用いて保守的な定着長を設定することとした。

表 l 各設計基準・指針における定着長の算定

コンクリート標準示方芯
鉄道構造物等設計

道路梱示方古 ・同解説IV
設計基準 ・指針 標準 ・同解説

(2022年）
（令和5年）

（平成24年）

鉄筋の基準値：fvd 685~／皿 685N/mm2 400N/mm2 *1) 

コンク リー ト設計基準強度 ：［ck' 50N/mm2 50~/ mm2 50N/mm2 
付符力補正係数v,. 1. 3 ~ ~ 

コンクリー トの付符強度 fbod 3. 19N/mm2 3. 80N/mm2 2. OON/mm2 *2l 
係数ab筏定のためのパラメータ ：Kc l. 62 *4) 1. 62 *4) 

鉄筋のかぶり • あき ，横方向鉄筋洪による補正係数 ab 0.80 0.663 

鉄筋種別による補正係数 at 1.257 
定芯長 ：ab・at・ f vd/(4・ f bod) X o 42. 9 cb 37. 6 cb 50 o *3) 

注記） ＊1)鉄筋の基準値は鉄筋の S0685の許容応力度 (crsa) を使用。

*2)コンクリート付着強度はコンクリートの許容付着応力度 (Tsa）を使用。

*3)定着長の算定はla= CYsa ・中／4てsaで算定。
*4)横方向等の実配筋量は，保守的な定着長になるよう必要最小鉄筋量で算定した結果である。

3.2 基本定着長の設定

頂版鉄筋コンクリートにおける片持梁の固定端では，「引張鉄筋の端部が定着部において上下か

ら拘束されている場合には，梁部材の接合部の断面の有効高さの 1/2だけ定着部内に入った位置

から所定の定着長を確保することが望ましい」に基づき，中実鉄筋コンクリート範囲内に確保す

る鉄筋の定着長を設定した （図 l参照）。

頂版鉄筋コンクリートの東西方向断面
中詰め鉄筋］ンクリート

VT[―
 

O
K
B
上

1
(
-
6
入

n
益
溢
這
i

中実鉄筋］ンク・9一

を立て鉄筋コンク リニ ト2250 上
200 (50) 2800 - (2050) 

中実鉄筋コンクリート 10700 ↓ 2250巻立て鉄筋コンクリエ ト
• (2050) 2800 200 (50) 

※単位：1!111で，（ ）内数値は南基塁寸法を示す．

図 1 頂版鉄筋コンクリートの片持梁（固定端） の定着長
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3.3 端支点を超え定着する場合の低減定着長の設定

部材端部の定着長については，コンクリート標準示方書（設計編） （土木学会， 2022年制定）に

示される「v)端支点を超えて定着する場合」に基づき定着長を設定した。その場合，図 2に示す

③支承中心から lsだけ離れた断面位置の鉄筋応力から求まる低減定着長 10以上を支承の中心か

ら端支点側にとり，さらに部材端まで延ばす必要がある。ここで lsは，モーメントシフト量であ

り，本構造では中実鉄筋コンクリートと巻立て鉄筋コンクリートの各部材端間のスパン長となる

(1 s=2. 050 m（南基礎）， 2.250m（北基礎））。

低減定着長 10は，コンクリート標準示方書（設計編） （土木学会， 2022年制定）に準拠して算

出する。低減定着長 10は最大で 984mmとなり，図 2に示す③支承中心からの定着区間長＝1.100 

m（南基礎），1.250 m（北基礎）以内であることが確認できたため，必要定着長を満足する。

坦
丑

稟
綱
認

(
x
e
u
 

ー
・
・
猥
H

．
 

令
廿
渓

頂版鉄筋
］ンクリート

中実鉄筋］ンクI

｛ スパン長(ls)
2.250m（北）
2.050m（南）

巻立て鉄筋］ンクリート

図2 頂版鉄筋コンクリートの端支点を超え定着する場合の低減定着長
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（参考4)SD685鉄筋定着長の実証実験と結果について

1. 実証実験の目的

防潮堤（鋼製防護壁）の頂版鉄筋コンクリート及び巻立て鉄筋コンクリートにおいては，設計基

準強度 (f'ck)50 N/mm2のコンクリート及び引張降伏強度((Jv)685 N/mm2の鉄筋 SD685を適用して

いる。本設計で適用しているコンクリート及び鉄筋の特性値に関する規格基準類等には図 1のよう

に規定されている。

以上より，設計基準強度(f'ck)50 N/mm2のコンクリートに引張降伏強度((Jv)685 N/mm2の鉄筋

の端部の定着が十分なされていれば，鉄筋コ ンクリートとして問題ないととらえ，本設計による定

着長の妥当性を実証実験により確認する。試験は，「道路橋橋脚への高強度鉄筋の適用性に関する研

究」（国土技術政策総合研究所資料）※1)を参考に実施する。

【コンクリート標準示方書 （設計編． 2022年．土木学会） 】
・圧縮強度の特性値が80(N／血りまでのコンクリート，引張降伏強度の特性値が685(N/mmり までの鉄筋を適用範囲とし．鉄筋径はJIS
G 3112のD51（公称直径50.8暉）までとする。
・鉄筋の強度を十分に発揮させるために．鉄筋端部がコンクリートから抜け出さないよう，コンクリート中に確実に定着しなければな
らない。鉄筋コンクリートにおいては，外力に対して鉄筋とコンクリートが一体となって働く必要があり，外力が作用した時の鉄筋
端部の定着はきわめて重要なために，完全に行わなければならない。

コンクリート強度による使用可能な鉄筋の強度の限界について ：田中＊1の研究報告より
・鉄筋コンク リート梁部材の所要の断面条件でのコンクリート強度と引張鉄筋の降伏後の曲げ靭性によって制約される鉄筋の強度の限
界について理論的考察により．コンクリート強度40(N/nlmりでは鉄筋の限界は610~970(N／血り である。

•本検討は引張鉄筋が有効であるための部材端での定着が確保されている条件のもとでの検討である 。

注記 ＊1:田中 礼治：鉄筋コ ンクリートに利用し得る鉄筋の高強度の限界に関する研究 （その1ーはりの曲げによる制約）．日本建築学会誼文集．第184号， 1971年8月．pp51-Bl

図 1 コンクリート及び鉄筋の特性値に関する規格基準類

注記※l) 白戸真大，玉越隆史，北村岳伸，狩野武，山田慎太郎，平野義徳：道路橋橋脚への高強度

鉄筋の適用性に関する研究，国土技術政策総合研究所資料第 1147号，令和 3年 2月
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2. 

2. 1 

実証実験の概要

実証実験の検討対象

図2に示す構造における

最外縁（最上段）

証実験を実施する。

「定着長」を検討対象として実証実験を実施する。

の鉄筋が最も大きな引張力を受けるため，最上段の鉄筋に着目した鉄筋の実

定着区間長
1100 mm（南基礎）
1250 mm（北基礎）
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図 2 実証実験の検討対象
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2.2 実証実験の概要

SD685鉄筋の低減定着長については，コンクリート標準示方書［設計編］（士木学会， 2022年制

定） （以下「コン示 (2022)」という。）の考え方を採用する。低減定着長の計算値を以下に示す。

L。：低減定着長

L 。~ L d. (As C／へ） … コン示(2022)式(2.5. 2)より

ただし， L 。 ~Ld/3, L 。~10 </) 

ここで， Asc:必要鉄筋量（南基礎4250mm汽北基礎5530mmり

As ：実配筋量 (D51-7本として， 14189mmり

¢ ：鉄筋直径 (51mm) 

Ld ：基本定着長： 50• </) (=2550 mm) 

よって，低減定着長Loは南基礎でLd/3より 850mm（定着区間長： 1100mm)となり，北基礎

でLd. (As C／ふ）より 984mm（定着区間長： 1250mm)となる。
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2.3 実証実験の実施内容

最外縁（最上段）の鉄筋が最も大きな引張力を受けるため，最上段の鉄筋に着目した実証実験

を実施する。

(1) 頂版鉄筋 SD685(D51)の定着実証の考え方

検討対象の SD685 (D51)が定着されている個所には曲げモーメントが作用しない。実証実験

モデルにおける曲げモーメント分布のイメージを図 3に示す。

したがって，定着個所においては曲げモーメントによる損傷が発生せず，純粋な鉄筋の定着

の問題に帰着できる。

図3

頂版鉄筋コンクリートに作用する

曲げモーメントの分布（イメージ）

南基礎）
北基礎）

実証実験モデルにおける曲げモーメント分布（イメージ）
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(2) 実証実験の概要

SD685 (D51)鉄筋をコンクリートのブロックに所定の定着長で埋め込み，鉄筋に引張力を作

用させて引き抜くことにより，定着長の妥当性を実証する。実証実験の概念図を図 4に示す。

引張荷重

＼ 
非定着長
(10D) 

定着区間長
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＼

鉄
す
整

鉄筋 1本当たりの規格降伏強度に相当する引張荷重

Py = As X (Jy = 2027 mm2 X 685 N/mm2 = 1388 kN 

ここで， Py :鉄筋の規格降伏強度に相当する引張荷重 (kN)

As ：鉄筋の断面積 (mmり

(Jy ：鉄筋の規格降伏強度 (N/mmり

図4 実証実験の概念図

(3) 実証実験の試験体仕様

実証実験は試験体3体で行う。試験体の仕様を表 1に示す。各試験体の配筋図を図 5に示

す。

表 1 実証実験の試験体仕様

対象部位 定着長 横補強鉄筋 実験の目的と方針 備考

・コン示 (2022)の低減定着長の考え

方を満足するように定めた南基礎の定

着長の検証。

巻立て鉄筋 コン示 (2022) • • SD685鉄筋の低減定着長に応じた引
コンクリ ー 低減定着長より 張荷重（850mm/2550 mm X Pyとし

ト上 定めた南基礎の
D32@300血n

て， 0.334 • Py =464 kN) まで載荷
f c' =47. 4 N／皿］2* 

頂版鉄筋コ 実定着長 し，定着破壊せず，引張荷重が保持さ

ンクリート L=1100血n れることを確認し，その後も引張荷重

の主鉄筋 を増大させ，実際の定着耐力がどの程

度の安全率を有しているかを確認す

る。

注記 ＊ ：実証実験で使用したコンクリートの圧縮強度試験結果を示す。概ねコンクリートの設計基準強度

(f'ck=so N/mmりであることを確認した。
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図 5 試験体の配筋図
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3. 実験結果

3. 1 試験体

(1) 軸方向鉄筋に載荷した引張荷重と鉄筋応力

各荷重段階での 3本の軸方向鉄筋に実際に載荷した引張荷重Pと鉄筋の発生応カ(Jを表 2に

示す。

設計上での低減定着長に応じた引張荷重 (0.334X Py)を載荷した後，最終的に鉄筋の規格

降伏強度相当の引張荷重Pyまで載荷を行った。

表2 軸方向鉄筋に載荷した引張荷重と鉄筋応力

載荷種別 鉄筋A 鉄筋B 鉄筋c

鉄筋応力の水準 回数
引張荷重 鉄筋応力 引張荷重 鉄筋応力 引張荷重 鉄筋応力

p (kN) a (N/mmり p (kN) a (N/mmり p (kN) a (N/mmり

低減定着長に応じた 1回目 474 234. 1 502 247.5 474 233.8 

引張荷重 2回目 480 236. 7 505 249.3 479 236. 1 
0. 334X Py 

3回目 476 234.9 501 247.0 474 234. 1 

規格降伏強度相当 1回目 1390 685. 7 1442 711. 2 1392 686.9 

Py 2回目 1393 687.2 1441 710. 7 1390 685. 7 

3回目 1390 685. 7 1435 708.0 1385 683. 1 
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(2) 軸方向鉄筋 1本当たりの引張荷重と抜け出し変位の関係の履歴

低減定着長に応じた引張荷重 (0.334 X Py =463kN)の載荷時は，抜け出し変位6は小さく，

除荷に伴って 6も概ね線形で減少し，残留変位はほとんど見られなかった。その後，引張荷重

を増大させ，鉄筋の規格降伏強度相当（1388kN) の引張荷重の載荷を行ったが，荷重の低下は

なく，一定の荷重を保持し，定着破壊は発生しなかった。

鉄筋A・B・Cそれぞれの引張荷重と抜け出し変位関係の履歴を図 6～図 8に示す。

(

N

ニ

1600 

1400 
a・ 

劇
胆
患
一
ge
(
1
9
4

珊
怜
ー
溢
抵
担
択
忌

1200 

1000 

800 

600 

400 

200 

規格降伏強度相当 1388kN 
＿ 鉄筋A

引張荷重

“• 一象芦
•• 一鉄緬B
•• 一鉄緬A

゜0.0 0.5 1.0 

軸方向鉄筋抜け出し変位

1.5 2.0 2.5 

(mm) 

図6 引張荷重と抜け出し変位の関係の履歴 鉄筋A

(

N

二

）

d

1600 

1400 

躙
胆
忠
一
咬
e

(

-

IJ4

部
怜
ー
溢
抵
担
択
忌

1200 

1000 

800 

600 

400 

200 

゜0.0 

＿ 鉄筋B

引張荷重

や 一鉄ii,C

•-鉄緬B
•• 一鉄応A

I低減を追記

0.5 1.0 

軸方向鉄筋抜け出し変位

1.5 2.0 2.5 

(mm) 

図7 引張荷重と抜け出し変位の関係の履歴 鉄筋B

648 
652 



1600 
(

N

二

）

d

1400 

躙
悔
楽
―ge
(
1
1
1
H

邪
怜
ー
困
掘
国
択
忌

1200 

1000 

800 

600 

400 

200 

規格降伏強度相当 1388kN 

引歪荷重

•-鉄芦
*• 一鉄ii;B
...■ 鉄而A

゜0.0 0.5 1.0 

軸方向鉄筋抜け出し変位

1.5 2.0 2.5 

(mm) 

図 8 引張荷重と抜け出し変位の関係の履歴 鉄筋c

(3) 軸方向鉄筋 1本当たりの引張荷重と抜け出し変位の関係

低減定着長に応じた引張荷重（0.334X Pりの載荷において，定着破壊（荷重が低下しながら

変位6が増大）することなく，残留変位は発生しなかった。また，鉄筋の規格降伏強度相当の引張

荷重の載荷においても定着破壊することなく，一定の荷重を保持していることから，設計上必要と

する低減定着長の約3倍以上を保有していることが確認された。

引張荷重と抜け出し変位の関係において，各荷重での初期載荷時の荷重と変位関係 （初期載荷の

みで，除荷，再載荷の過程を含まない）を図 9に示す。
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各荷重に対する初期載荷時の荷重と変位関係

649 
653 



3.2 まとめ

頂版鉄筋コンクリートの軸方向鉄筋の実定着長 (1100mm) を定着区間長として設定した実証実

験を行った結果，低減定着長に応じた引張荷重及び規格降伏強度に相当する引張荷重のいずれに

対しても定着破壊は発生していないことを確認した。
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（参考5) 2次元有効応力解析におけるオーバーラップモデルの妥当性

2次元有効応力解析における鋼製防護壁基礎の構造解析モデル（堤軸方向及び堤軸直交方向）

は，奥行き方向に連続する複数断面を重ね合わせたオーバーラップモデルとする。このモデル化

は，「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査例・技術資料 2025く追補版＞」土木学会原

子力土木委員会（以下「技術資料 2025く追補版＞」という。）に記述している二次元解析方法のオ

ーバーラ ップモデルを参考に設定した。

技術資料 2025く追補版＞では，図 1に示す2次元解析モデル（円形立坑）に対して， 2次元解析

では直接的に考慮することができない 3次元の地盤挙動を適切に評価できているかを確認する目的

として，表 1に示す3つのモデルに対する立坑の最大変位量によって検証している。

v EL+0.00m 

EL-3.90m 

卜 29.25m + 
亡］盛十＿（水面以浅）

・ 盛七（水面以深）

・岩盤

29.25m 

ー 立坑弾性梁

一 剛弾性梁

一 仮想剛醗

v EL-14.10m 

my,9999999.9し999＇＂l,岳，訟， ,999

4 

図 1 2次元解析モデル（円形立坑モデル）

表 1 2次元解析モデルのケース

通常
モデル

相互作用バネ
モデル

オーバーラップ
モデル

麟爽行

-1111 

相互作用（まね

面せ＾扇ぬ
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3つのモデルに対する解析結果を表 2に示す。最大底版総せん断力と最大立坑相対変位の比較よ

り，オーバーラップモデルによる構造物（円形立坑）の評価は安全側の評価となるため，オーバー

ラップモデルを用いても問題ないことを確認している。

表2 最大底版総せん断力と最大立坑相対変位の比較一覧（モデル別）

地盤モデル
最大底版 最大立坑

モデル
総せん断力(k.N) 相対変位 (mm)

通常 マルチスプリング 27732 68.0 

相互作用
マルチスプリング 18068 38.2 

バネ

オーバー
マルチスプリング 34254 72.6 

ラップ
l 
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（参考6)巻立て鉄筋コンクリートの鋼管杭・鉄筋コンクリートの荷重分担の考え方について

1. 曲げ軸力照査

巻立て鉄筋コンクリートの設計断面力は，図 lに示す鉄筋コンクリートと鋼管杭の複合断面を考

慮した梁要素として算出する。計算機プログラムでは，設計断面力に対して，鋼管杭については，

曲げ圧縮応力度及び曲げ引張応力度を算出し，巻立て鉄筋コンクリートについては，コンクリート

の曲げ圧縮応力度，鉄筋の圧縮応力度，鉄筋の引張応力度を算出して照査を実施する。

認

0
0
8
~
 

…•…1..... ·····••1••··· 
::··•二· •: ． 

h-|—ーロ． ． 
：：．．．::==r.:.: 
: : : : : : :j:: : : : ·····••1••··· 

r
 

1800 
r

|

 

図1 巻立て鉄筋コンクリート及び鋼管杭の複合断面
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2. せん断照査

設計せん断力は，曲げ軸力照査と同様に図 lに示す複合断面を考慮した梁要素として算出する。

設計せん断力は複合構造標準示方書（土木学会， 2024年制定）に準拠し，鋼管杭と巻立て鉄筋コン

クリートに分担したせん断力を用いて照査を実施する。せん断照査に用いる鋼管杭と巻立て鉄筋コ

ンクリートの有効断面の考え方を図 2に示す。

・鋼管杭のせん断力

Vs=asXV 

as= Zs/(Zs+AsX Zrc) 

・巻立て鉄筋コンクリートのせん断力

Vrc= arcX V 

arc=AsX Zrc /(Zs+AsX Zrc) 

.,...,.. |.,.. 
一—一— \―’ V 

As 

：鋼管杭と巻立て鉄筋コンクリート一体構造において算出したせん断力

：軸方向引張鉄筋の総断面積

：鋼管杭の断面係数

Zrc:圧縮応力度の作用位置から引張鉄筋の図芯までの距離で，

してよい (dは有効高さ）

Zs 

一般に d/1.15と

如

.......1..... •••••• • •!•.... ．．．．．．．．．．． 

ロ三
cp 1500mmの鋼管杭を

等価な矩形断面(1辺 1330mm)と見なす

る

る

を

をす

す

部

部と

と

色

色
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図2 せん断照査に用いる有効断面の考え方
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（参考7)北基礎の中実鉄筋コンクリートの根入れの考え方

道路橋示方書 (W下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 24年 3月）では，下記枠内に示す

ように基礎は良質な支持層に支持させることを原則とし，各基礎の支持機構及び施工性を考慮し

て根入れ深さを決めることとしている。

・直接基礎，ケーソン基礎及び深礎基礎は，良質な支持層に支持させなければならない。

．杭基礎は，上部構造の形式と機能，地質条件，杭の支持機構及び施工性を考慮して適切な根

入れ深さを決めなければならない。

・鋼管矢板基礎の鋼管矢板先端及び地中連続壁基礎の地中連続壁先端は，良質な支持層に根入

れさせなければならない。

良質な支持層は，長期的に安定（斜面の影響や地震の影響（液状化等）により不安定にならな

い，洗堀や圧密沈下の影響を受けない）する地層としている。また，基礎の支持機構（側面摩擦に

よる鉛直荷重の分担支持性能），施工性等から基礎先端支持力の信頼性を増すための支持層への貫入

（根入れ深さ）を必要としている。

防潮堤（鋼製防護壁）の基礎の中実鉄筋コンクリートは，構築形式から深礎基礎に分類でき，掘

削後に基礎設置全面において良質な支持層 (Km層）であることを目視で確認することより，基礎は

良質な支持層に支持させることができる。

一方，防潮堤（鋼製防護壁）の基礎の銅管杭は，地中での施工であり ，地盤の不均一性に等によ

る支持層の深度の誤差等が含まれること等から確実に支持層への到達させるために杭径程度以上（1

D以上， Dは杭の直径）の根入れ深さを確保することとする。

図 lに道路橋示方書より抜粋した「基礎の安定に関する基本事項」及び「深礎基礎の設計」を示

す。

第9章基礎の安定に関する基本事項

雫 場合は，斜面上に設恒され基礎前面地盤が有限であるため，岩盤中に設

するような場合でも過度に水平抵抗に依存することは望ましくない。このため，良質な

支持限を選定し確実に支持させることが歪要である。

第15章深礎基礎の設計
本章は，地表面の傾斜が 10度以上の斜面上において深礎工法により施工され，一般に

根入れ深さが基礎幅に比較して大きい深礎基礎を対象とする。ここで深礎工法とは，地下

水位の低い比較的堅固な地盤において土留めを用いて地盤を掘削し，支持恩の状況を目視

等で直接確認し，気中と同様の施工条件及び施工管理にて鉄筋コンクリートを構築するエ

法を指す。土留構造には，自立性の低い又は湧水のある地盤などで適用されるライナープ
-●-

レート等の土留材を用いる場合と，自立性の嵩い地盤で適用されるモルタルライニングや

吹付けコンクリートを用いる場合がある。前者と後者では基礎周面のせん断地盤抵抗等の

考え方が異なるため，設計の際には基礎周囲の地盤状況を考慮して適切に土留構造を選定

することが求められる。

図 1基礎の安定に関する基本事項及び深礎基礎の設計

道路橋示方書 (W下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 24年 3月）
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防潮堤（鋼製防護壁）の基礎を構築形式により地中連続壁基礎および深層基礎として分類した場

合の極限支持力度について比較評価した。

表1に防潮堤（鋼製防護壁）の基礎の構築形式による極限支持力度の比較を示す。道路橋示方書

に基づき設定した結果，極限支持力度は概ね同ーであると評価できるため，地中連続壁基礎の極限

支持力度を採用する。

表 1 防潮堤（鋼製防護壁）基礎の構築形式による極限支持力度の比較

基礎の構築形式
極限支持力度 (kN/mり

, ___ 

北基礎 南基礎
， 

地中連続壁基礎 6116 5991 

深礎基礎 6000 6000 
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（参考8) 中実鉄筋コンクリートの基礎底面地盤におけるせん断抵抗性能評価について

構造変更後の中実鉄筋コンクリートの基礎底面地盤におけるせん断抵抗性能評価については， 2次

元有効応力解析によって算出されるせん断力が，道路橋示方書(W下部構造編）・同解説（日本道路協

会，平成24年3月）に記載する下記の算出式（式 1)から求まる許容せん断抵抗力以下となることを確

認する。中実鉄筋コンクリートの基礎底面地盤におけるせん断抵抗性能評価を Km層への根入れが浅い

北基礎で実施した。評価結果を表 l～表2に示す。

基礎地盤のせん断力は，北基礎の中実鉄筋コンクリート底面においてSs-D 1 〔H九 V→(検

討ケース①，②一②断面）で最大の 73878kNとなり，基礎地盤のせん断抵抗力 116700kN以下であ

る。

以上のことから，防潮堤（鋼製防護壁）の基礎地盤は，基準地震動ssに対し，せん断抵抗性能を有

することを確認した。

凡＝ C叫 e+ Vtan如
-,... -,... |ア
ゞゞ'--'

Hu : Km層のせん断抵抗力 (kN)

CB :Krn層の粘着力Ccuu (kN/mり。

Ae ：基礎底面の有効載荷面積 (mり

（式1)

V :基礎底面に作用する鉛直力 (kN)。ただし，浮力を差引いた値とする。

伽 ：Km層の地震時の内部摩擦角（c/Jcuu= 0°) 
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表 1 ①ー①断面（北基礎）基礎地盤のせん断抵抗性能評価結果

（中実鉄筋コンクリート底面）

検討ケース 地震動 位相

H+, V+  

H+, V-
S s-D 1 

H-, V+  

H-, V-

S s -1 1 

① 
S s -1 2 

S s -1 3 

S s-1 4 

S s -2 1 

S s-2 2 

H+, V+  
S s -3 1 

H-, V+  

② S s-3 1 H+, V+  

③ S s -3 1 H+, V+  

④ S s -3 1 H+, V+  

⑤ S s -3 1 H+, V+  

⑥ S s -3 1 H+, V+  

注記 ：① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

最大せん断力 せん断抵抗力

(kN) (kN) 

38064 116700 

39280 116700 

42001 116700 

40435 116700 

29673 116700 

35007 116700 

34807 116700 

30894 116700 

28938 116700 

36629 116700 

36171 116700 

40303 116700 

33767 116700 

38990 116700 

34830 116700 

36187 116700 

33795 116700 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 2 ②ー②断面（北基礎）基礎地盤のせん断抵抗性能評価結果

（中実鉄筋コンクリート底面）

検討ケース 地震動 位相

H+, V+  

H+, V-
S s-D 1 

H-, V+  

H-, V-

S s -1 1 

① 
S s -1 2 

s s -1 3 
S s-1 4 

S s-2 1 

S s-2 2 

H+, V+  
S s -3 1 

H-, V+  

② S s-3 1 H+, V+  

③ s s -3 1 H+, V+  
④ S s-3 1 H+, V+  

⑤ S s-3 1 H+, V+  

⑥ s s -3 1 H+, V+  
注記 ：① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

最大せん断力 せん断抵抗力

(kN) (kN) 

73546 116700 

73878 116700 

71656 116700 

72245 116700 

26836 116700 

33324 116700 

33228 116700 

25917 116700 

40951 116700 

41069 116700 

57794 116700 

59307 116700 

56616 116700 

59743 116700 

59151 116700 

57684 116700 

60766 116700 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) して非液状化の条件を仮定した解析ケー｀ス
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（参考9)巻立て鉄筋コンクリートと鋼管杭のスタ ッドによる一体化について

1.スタ ッドの設計方針

鋼管杭と巻立て鉄筋コンクリートの接合面を一体化するため，杭の曲げ変形による鋼管と鉄筋コン

クリートの間のせん断力に対するずれを生じさせないよう，スタ ッドを適切な位置に所要の本数を配

置して確実な接合を行う。

スタッドの配置については，道路橋示方書・同解説 (II鋼橋・鋼部材編） （日本道路協会，平成 24

年 3月）および複合構造標準示方書（土木学会， 2014制定）に基づき設定する。

鋼管杭と鉄筋コンクリートの接合面に作用するせん断力の概念図を図 lに示す。

Sd < 

ここで，

SaXN 

N 

Sd：巻立て断面に作用するせん断力

Sa:コンクリート強度から求まる頭付きスタッ ドの短期許容せん断力

：頭付きスタッド本数（本）

a几
几

n

IJi
a
 

,i 
lヽi

＇ 
、i

＇ 
l 9 

＇ 
9, 

＇ 
』I

t I 
鋼管

D ¥ 
鉄筋コンクリート

図 1 鋼管杭と鉄筋コ ンクリートの接合面に作用するせん断力の概念図
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2. スタ ッドの設置パターンと許容限界

鋼製防護壁基礎の東西面に配置される鋼管杭及び巻立て鉄筋コンクリートの配置を図 2に示す。ス

タッドの設置に当たっては，表 1に示すとおり，標高毎に No.O~5までの配置パターンを設定する。

配置パターン毎の許容限界（許容せん断応力度）は，複合構造標準示方書（土木学会， 2014制定）に準

拠し，表 2のとおり設定する。

スタ ッドの評価は，基準地震動ssの地震力により作用するずれせん断応力度が，スタ ッドの許容

せん断応力度以下であることを確認する。

T p 

-1 840~ -2. 500 

-2. 500~ -3 500 

-3.500~ -4 500 

-4.500~ -5. 500 

-5 500~ -6. 000 

南基礎

｀ 
SWl SV/2 SW3 SW4 SW5 SW6 

SE1 SE2 SE3 SE4 SE5 SE6 

王

北基礎

｀ 
NW1 NW2 NW3 NW4 NW5 NW6 

園馨麟鴫

冒置雷鴫
NE1 NE2 NE3 NE4 NE5 NE6 

亘亘］

図2 鋼管杭及び巻立て鉄筋コンクリートの平面配置

表 1 部材毎のスタ ッド配置パターン

9 9づ 9 9 9,  " `• 南基礎東側 北基礎西側

SIi「1 SW2 SW3 SW4 SW5 SW6 SEl SE2 SE3 SE4 SE5 SE6 NWl NW2 NII.3 NW4 NW5 

4 4 4 4 4 4 1 1 1 1 1 1 5 4 4 4 4 

2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1 3 2 2 2 2 

2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 

2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 

゜゚ ゜゚ ゜゚ ゜゚ ゜゚ ゜゚ ゜゚ ゜゚ ゜
表 2 パターン毎の許容限界

北基礎東側

NW6 NEl NE2 NE3 NE4」NE5I NE6 
4 1 1 1 1 

2 1 1 1 1 

2 1 1 1 1 I 1 I 1 
1 1 1 1 1 I 1 I 1 

゜゚ ゜゚
。」 ol o 

パターン 水平間隔 (mm) 鉛直間隔 (mm) てa(N/mmり

゜
117. 8 335 1. 547 

1 117. 8 300 1. 728 

2 107. 1 150 3.801 

3 98.2 150 4. 147 

4 90.6 150 4. 493 

5 84. 1 140 5. 184 
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3. スタッド評価結果

スタッドに発生する最大ずれせん断応力度を表 3に，照査結果を表 4に示す。

スタ ッドの耐震評価における最大照査値は，北基礎の西側杭（中間部杭 NW2~NW5) にて 0.62であ

り，最大ずれせん断応力度が許容限界以下であることを確認した。

T. P. 
SWl SW2 

-1. 840~ -2. 500 0. 382 0. 457 

-2. 500~ -3. 500 0. 382 0. 457 

-3. 500~ -4. 500 0. 382 0.457 

-4. 500~ -5. 500 0. 382 0.457 

-5. 500~ -6. 000 0. 382 0. 457 

T. P. 
NWl NW2 

-1. 840~ -2. 500 0. 770 0. 959 

-2. 500~ -3. 500 0. 770 0. 959 

-3. 500~ -4. 500 0. 770 0. 959 

-4. 500~ -5. 500 0. 770 0. 959 

-5. 500~ -6. 000 0. 770 0. 959 

T. P. 
SWl SW2 

-1. 840~ -2. 500 0. 09 0. 11 

-2. 500~ -3. 500 0. 11 0. 13 

-3. 500~ -4. 500 0. 11 0. 13 

-4. 500~ -5. 500 0. 11 0. 27 

-5. 500~ -6. 000 0. 25 0. 30 

T. P. 
NWl NW2 

-1. 840~ -2. 500 0. 15 0. 22 

-2. 500~ -3. 500 0. 19 0. 26 

-3. 500~ -4. 500 0. 21 0. 26 

-4. 500~ -5. 500 0. 21 0. 56 

-5. 500~ -6. 000 0. 50 0. 62 

表 3 最大ずれせん断応力度

（南基礎）

南基礎

SW3 

0. 457 

0. 457 

0.457 

0.457 

0.457 

北基礎

NW3 

0.959 

0.959 

0. 959 

0. 959 

0. 959 

南基礎

SW3 

0. 11 

0. 13 

0. 13 

0.27 

0. 30 

北基礎

NW3 

0.22 

0. 26 

0.26 

0.56 

0. 62 

西側

SW4 SW5 SW6 

0.457 0. 457 0. 382 

0.457 0. 457 0. 382 

0.457 0. 457 0. 382 

0.457 0. 457 0. 382 

0.457 0. 457 0. 382 

（北基礎）

西側

NW4 NW5 NW6 

0. 959 0.959 0. 770 

0. 959 0.959 0. 770 

0. 959 0. 959 0. 770 

0.959 0.959 0. 770 

0.959 0.959 0. 770 

表 4 照査結果

（南韮礎）

西側

SW4 SW5 SW6 

0. 11 0. 11 0. 09 

0. 13 0. 13 0. 11 

0. 13 0. 13 0. 11 

0. 27 0.27 0. 23 

0. 30 0. 30 0. 25 

（北基礎）

西側

NW4 NW5 NW6 

0. 22 0. 22 0. 18 

0. 26 0. 26 0. 21 

0. 26 0.26 0. 21 

0. 56 0.56 0. 45 

0.62 0. 62 0. 50 
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SEI 

0. 299 

0. 299 

0. 299 

0. 299 

0. 299 

NEl 

0.267 

0.267 

0.267 

0.267 

0.267 

SEl 

0. 18 

0. 18 

0. 18 

0. 18 

0. 20 

NEl 

0. 16 

0. 16 

0. 16 

0. 16 

0. 18 

南基磋 東側

SE2 SE3 SE4 SE5 SE6 

0. 371 0. 371 0. 371 0. 371 0. 299 

0. 371 0. 371 0. 371 0. 371 0.299 

0. 371 0. 371 0. 371 0. 371 0.299 

0. 371 0. 371 0. 371 0. 371 0.299 

0.371 0. 371 0. 371 0. 371 0. 299 

単位 ：N/mm2

北基礎 東側

NE2 NE3 NE4 NE5 NE6 

0. 332 0. 332 0. 332 0. 332 0. 267 

0. 332 0. 332 0. 332 0. 332 0. 267 

0. 332 0. 332 0. 332 0. 332 0. 267 

0. 332 0. 332 0. 332 0. 332 0. 267 

0. 332 0. 332 0. 332 0. 332 0. 267 

単位 ：N/mm2

南基礎 東側

SE2 SE3 SE4 SE5 SE6 

0. 22 0. 22 0. 22 0. 22 0. 18 

0. 22 0. 22 0. 22 0.22 0. 18 

0. 22 0.22 0. 22 0.22 0. 18 

0. 22 0.22 0. 22 0.22 0. 18 

0.24 0.24 0.24 0. 24 0. 20 

北基礎 東側

NE2 NE3 NE4 NE5 NE6 

0. 20 0.20 0. 20 0. 20 0. 16 

0. 20 0.20 0. 20 0. 20 0. 16 

0. 20 0.20 0.20 0. 20 0. 16 

0. 20 0.20 0.20 0. 20 0. 16 

0. 22 0. 22 0. 22 0.22 0. 18 
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（参考 10)鋼管杭先端付近で曲げモーメントが発生する理由について

鋼製防護壁に外力が作用した時の中実鉄筋コンクリートと鋼管杭の先端付近における変形図（概

要図）を図 1に示す。外力作用方向に対して， 剛性の高い中実鉄筋コンクリートが形状を保った状

態で東側に傾くことで，中実鉄筋コンクリート先端（西側）が鋼管杭（西側）を押し込む状況とな

り，鋼管杭に曲げモーメントが発生している。

鋼管杭（西側）
曲げモーメント図

-20000 -10000 0 10000 20000 

0.0 

-5.0 

-10.0 

-15.0 

-20.0 

-25.0 
(

E

 

-30.0 

°―’ ← 
-35.0 

遮 1..--
~ ・-_ II 
-40.0 

-45.0 

-55.0 

-60.0 

-65.0 

-.. 
＇ 

鋼管杭（西側）

□
一

中実鉄筋コンクリー ト

鋼管杭（東側）

曲げモーメント (kNm)

剛性の高い中実鉄筋コンク
リートが外力を受けて傾
き，鋼管杭を押している状
態

中実鉄筋コンクリートが鋼
管杭から離れている状態

図 1 外力が作用した時の中実鉄筋コンクリートと鋼管杭の変形図（概要図）
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